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概  況 

 

１. 東京の雇用就業を取り巻く現状 

我が国の経済情勢は、賃上げ率が 33 年ぶりの高水準となった令和６年（2024）年をさらに

上回る堅調な結果となるなど回復基調にあるものの、引き続き物価高騰が個人消費に影響を

及ぼしている。 

労働市場では慢性的な「人手不足」状態であり、特に東京都においては、令和７（2025）

年をピークに生産年齢人口が減少局面へと転じ、2065 年には 2025 年比で約２割減少する見

通しとなっている。これに伴い、観光・飲食や建設・運輸といった生活基盤を支える業種で

の人手不足が深刻化する一方で、デジタルや環境等の成長分野では人材獲得競争が激化して

いる。さらには、令和８（2026）年７月からの障害者法定雇用率の 2.7％への引き上げや、

女性活躍推進条例の施行など、企業にはより一層の雇用環境の整備が求められている。 

 

２. 令和７年度の事業概要 

 シルバー人材センター事業では、ＳＮＳを活用した広報やイベント・講習等により会員拡

大の推進を図り、特に令和７年10月には創設50周年記念イベントを開催した。また、トライ

アル就業の促進等により会員の就業機会の確保に取り組んだ。このほか、都内58地区のシル

バー人材センターへの日常業務指導等により安全・適正な事業運営を支援した。  
  障害者就業支援事業では、関係機関と連携し、普及啓発から実習・採用・定着までの伴走

支援や中小企業における障害者雇用の促進、委託訓練の拡充により、障害者の職業的自立を

促進した。 

  東京都しごとセンター事業等では、キャリアカウンセリングを基本とした年代・属性別支

援に加え、正規雇用化支援事業や高年齢者層に向けた企業とのマッチングの推進など、利用

者のニーズに応じたきめ細かい就職支援を実施した。また、若年者向けの支援や女性向けの

再就職支援を強化したほか、企業が求めるデジタルスキルの習得支援、成長産業分野や人手

不足分野への人材シフト等を推進した。 

東京都しごとセンター多摩事業では、全年齢を対象にした就職支援サービスの提供のほか、

地域関係団体との連携を強化し、就職面接会・セミナー等の地域に根ざした様々な事業を展

開した。 

ソーシャルファーム支援事業では、支援窓口の運営や普及啓発、ソーシャルファームの創

設や運営に係る費用の助成等を行った。また、東京都の認証を受けたソーシャルファーム事

業者の自立的経営に向け、各専門家等による伴走支援を新たに実施した。 

雇用環境整備事業では、中小企業等が抱える人材確保・活用に関する様々な課題の解決に

向け、相談対応のほか、コンサルティングや各種セミナーなど採用力向上と多様な人材の活

用を促進した。また、職場環境の整備・改善に向けた企業への支援として、女性活躍やテレ

ワーク関連の助成金事業を実施したほか、新たにカスタマーハラスメント防止対策推進事業

を展開した。  
ミドルシニアの多様な働き方の促進に向けた人材交流支援等に関する事業では、プラチ

ナ・キャリアセンターを運営し、企業や高年齢者等への相談対応や講座・交流会などを実施

した。 

このほか、「東京都しごとセンター」の指定管理者として、事業及び施設の管理運営を行

い、危機管理体制の整備に努めるとともに、評議員会・理事会等を開催し、公益財団法人とし

て適正かつ円滑な運営に努めた。  
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【【公公１１：：高高年年齢齢者者等等のの雇雇用用のの安安定定等等にに関関すするる法法律律にに規規定定さされれるるシシ

ルルババーー人人材材セセンンタターー事事業業ななどど高高年年齢齢者者ののいいききががいいのの充充実実及及びび社社

会会参参加加のの促促進進をを図図るるたためめにに必必要要なな事事業業】】 

 

Ⅰ 雇用・就業に関する調査・研究、 

情報の収集・提供及び普及啓発 
 

 

雇用・就業の促進を図るため、東京における産業、人材供給についての調査研究を実施し

た。また、ホームページの運用、事業内容等の普及啓発活動を行った。 

 
１ 調査研究（就業機会の確保等に関する調査） 

地区シルバー人材センターの就業開拓の成功例や会員募集、マッチング方法等の取組に

ついてヒアリングを行い、課題や今後の展望も含めた事例集を作成・配付した。また、80

歳以上の会員の就業状況および就業継続に向けた工夫についてのアンケートを実施し、具

体的事例を共有することで地区シルバー人材センターの就業機会確保への支援を行った。 

 

２ 普及啓発活動 

(１) ホームページの運用  

財団ホームページで各事業に関する最新情報の提供等の広報を行うとともに、公益法

人として事業計画や収支予算書等の情報公開を行った。 

 

(２) 年報の発行等 

財団の事業説明、業務統計等をとりまとめた「年報」を発行し、関係機関に配布した

（420 部）。また、入居機関を含めた東京しごとセンター全体を紹介するパンフレットを、

新規利用者等に配布した。 

 

(３) 広報活動 

他県や他団体等による視察（17 件）に対応するとともに、テレビ局や新聞・雑誌等の

取材対応（32 件）及び情報提供により、テレビ（５件）、ラジオ（０件）、記事（９件）

が取り上げられた。 

また、関係機関の開催するイベントへの参加、事業への後援・共催・協力（52 件）に

より、積極的な広報活動を行った。 
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Ⅱ シルバー人材センター事業等の推進 

シルバー人材センター事業は、昭和49年に財団の前身の一つである東京都高齢者事業団

が発足して以来、51年が経過した。昨年10月には、シルバー人材センター創設50周年を祝

う大規模な記念イベントを開催した。本事業は、高齢者の就業機会の確保を通じて、高齢

者の福祉の増進を図るとともに、高齢者の能力を生かした活力ある地域社会づくりに寄与

することを目的とし、地域に密着した幅広い活動を継続することで発展・拡充を続けてき

た。 

しかし昨今、公益法人としてコンプライアンス（法令遵守）や地域に根ざした自律的経

営が求められるとともに、多様な就業機会の確保、適正な請負契約の推進、安全就業の確

保等に加え、フリーランス新法や新しい公益法人制度への対応等シルバー人材センターを

取り巻く環境は著しく変化し、これらの課題に対応することが急務となっている。  

また、コロナ禍により減少した会員数を回復させるとともに会員の就業ニーズに応える

べく、多種多様な就業開拓も求められている。 

このような状況を踏まえ、SNSを活用し都内全体にわたる広報活動を行うとともに、多様

な求人開拓を強化しトライアル就業を促進させた。また、会員の創意工夫による自主事業

の立ち上げ経費を補助し、会員の就業場所の拡大を支援した。シルバー人材センター等労

働者派遣事業については、関係法令の遵守に努めて実施した。さらに、福祉・家事援助サ

ービス事業を実施し、会員の能力向上とマッチング機能の充実を図った。 

安全就業については、就業中の事故の４割以上を占める転倒事故対策として転倒予防講

習をはじめ、就業途上の自転車事故を防止するための自転車安全利用講習や賠償事故の対

策として刈払機による飛び石防止講習等、安全就業関係の講習を充実して実施した。  

適正就業の推進については、適正就業指導員による巡回指導を行うとともに、適正な請

負契約についての理解を深めるための研修を実施した。また、シルバー人材センターの自

律的経営を支援するために、外部専門家を活用した法律・会計相談及び労務実務支援と事

務局職員のメンタルヘルス支援を実施した。 

令和７年度の主な事業実績をみると、会員数は 82,272人（1,452人増）、就業延人員は

7,333,210人日（121,701人日減）、契約金額は37,166,469千円（846,017千円増）となった。 

 

表１ 事業実績総括表 

区   分 ７年度実績 ６年度実績 増（△）減 

年度末会員数（人） 82,272 80,820 1,452 

就業実人員（人） 64,361 64,371 △10 

就業率（％） 78.2 79.6 △1.4 

就業延人員（人日） 7,333,210 7,454,911 △121,701 

契約金額（千円） 37,166,469 36,320,452 846,017 

公民比（％） 54.2/45.8 53.7/46.3 － 
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事業報告（兼附属明細書） 

  

１ 安全就業の推進 

シルバー人材センター会員の安全就業と事故防止について、啓発活動と実務指導を柱 

に種々の機会を捉えて、以下の事業に取り組んだ。 

 

［事故概況］   

傷害事故件数   749 件（内訳：就業中 522 件・就業経路途上 227 件） 

賠償責任事故件数 176 件 

 

（１）安全活動強化支援員の設置 

会員の安全就業を推進するため安全活動強化支援員を２名配置し、シルバー人材セ

ンターの安全就業の推進のため、各シルバー人材センターへ安全対策のＰＤＣＡ化を

目的とした就業リスクヘッジ巡回指導を実施した（58 件）。 

指導結果等は、安全就業対策に活用できるよう各シルバー人材センターへの情報提

供を行った。 

 

（２） 安全就業強化月間 

会員の安全就業に対する意識を高めるため７月を安全就業強化月間と定め、期間中

に各シルバー人材センターとともに熱中症対策など事故防止に取り組んだ。また、安

全啓発用チラシを 92,000 部作成し、シルバー人材センター全会員に配布し、安全就

業に対する意識を喚起した。 

 

（３） 安全就業推進連絡会議 

各地域ブロック代表の安全就業推進員による「安全就業推進連絡会議」を開催し、

事故状況の確認や情報交換を行った（３回）。 

 

（４） 普及啓発のための各種教材の作成・貸出 

安全就業標語のポスターを作成して各シルバー人材センターに配布し、安全就業の

普及啓発を図った（400 枚）。また、「安全就業ガイド」等の普及啓発教材の提供や改

訂を行い、安全就業に関する知識の普及啓発に努めた。 

 

（５） 安全就業対策事業への助成 

安全就業の推進と事故防止の徹底等を支援するため、地域ブロック等が実施する安

全就業事業に対し、それに要する経費について助成を行った。 

 

（６） その他  

① シルバー人材センター安全大会 

シルバー人材センター会員から広く募集した令和７年度安全就業標語の優秀作品

及び安全就業への取組が優れているシルバー人材センターの表彰を実施した。 

   ② 事故分析の実施 

シルバー保険事業室と連携を図り、事故情報等の収集・分析を行い、「発生月別事

故件数」を周知した。また、事故情報を掲載した「事故速報」と事故予防対策を掲載
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した「コラム安全だより」を発行し、安全就業に対する啓発を行った（12 回）。 

③ 事故防止に向けた注意喚起

重篤事故発生の都度だけでなく、未然に事故防止を図るため、熱中症予防を

はじめとした季節に応じた安全啓発チラシを作成・配布し、事故防止への注意

喚起を行った。 

④ 自転車安全講習会の実施

就業経路途上における自転車利用時の安全対策を図るため、一般財団法人日本自

転車普及協会と連携し自転車安全利用講習会を実施した（２回）。 
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２ 就業機会の確保及び提供等 

「東京都シルバー人材センター連合」として東京都の指定を受けた財団では、シルバ

ー人材センターの事業の発展・拡充を目指し、高齢者の就業機会確保のための事業を実

施した。 

（１） 活動分野拡大事業

広域企画提案による就業機会の確保事業と併せ、シルバー人材センターとの連携に

よる就業の開拓、広域にわたる仕事について、連合があっせん・仲介などを行った。 

① シルバー人材センターとの連携による就業の開拓及び広域的受注調整

ア 就業の開拓・問合せ 43件（うち成約件数３件） 

イ 広域的受注調整会議の開催 １回 

② 就業開拓員勉強会の実施 ４回 

③ 就業開拓ワーキンググループの開催 ４回 

④ 企業向けパンフレットの作成 7,500部 

（２） 広域企画提案による就業機会の確保等

会員の就業拡大を図るとともに、行政のニーズに合わせた事業を都内全域へ展開さ

せるため、東京都各局及び都政策連携団体並びに商工会議所、信用金庫等へシルバー

人材センター事業のＰＲを行うとともに、企画提案を実施した。 

① 地区シルバー人材センター会員のスキルアップのための勉強会 ２回  

② 区市町村、東京都各局、都の政策連携団体、商工会議所、信用金庫、民間企業等へ

の事業提案 188件 

③ 複数の地区シルバー人材センターにわたる契約を財団が一括受注した。  ２件 

（３） シルバー人材センターの多様な求人開拓の強化

事務系の経験や専門性を活かせる就業の確保に向けて、多様な分野・職種の求人

を開拓し、その求人に会員がトライアル就業することにより、シルバー人材センター

の活用を促した（トライアル就業：144件）。 

（４） シルバー人材センターのブランド力向上への支援

会員が幅広く参画できる新しい仕事や魅力ある活動を開拓し、ブランド力向上を目

指すシルバー人材センターを支援するため、会員の創意工夫による自主事業の立ち上

げに対する初期費用の助成を行い、好事例を発信した（助成：15センター）。 

（５） 人材情報バンクの整備

シルバー人材センターにおける就業機会の拡大を図るため、地区シルバー人材セン

ター会員の人材情報（個人情報を除く。）を集約して活用する「人材情報バンク」シ

ステムを運用した。

「人材情報バンク」システムにより、シルバー人材センター会員の資格・経験等の

人材情報を連合本部の管理システム上で一元的に集約・管理を行った。集約した人材

情報は、連合本部並びに、地区シルバー人材センターが就業開拓を行う際に活用する

- 8 -



- 8 -

２ 就業機会の確保及び提供等 

「東京都シルバー人材センター連合」として東京都の指定を受けた財団では、シルバ

ー人材センターの事業の発展・拡充を目指し、高齢者の就業機会確保のための事業を実

施した。 

（１） 活動分野拡大事業

広域企画提案による就業機会の確保事業と併せ、シルバー人材センターとの連携に

よる就業の開拓、広域にわたる仕事について、連合があっせん・仲介などを行った。 

① シルバー人材センターとの連携による就業の開拓及び広域的受注調整

ア 就業の開拓・問合せ 43件（うち成約件数３件） 

イ 広域的受注調整会議の開催 １回 

② 就業開拓員勉強会の実施 ４回 

③ 就業開拓ワーキンググループの開催 ４回 

④ 企業向けパンフレットの作成 7,500部 

（２） 広域企画提案による就業機会の確保等

会員の就業拡大を図るとともに、行政のニーズに合わせた事業を都内全域へ展開さ

せるため、東京都各局及び都政策連携団体並びに商工会議所、信用金庫等へシルバー

人材センター事業のＰＲを行うとともに、企画提案を実施した。 

① 地区シルバー人材センター会員のスキルアップのための勉強会 ２回  

② 区市町村、東京都各局、都の政策連携団体、商工会議所、信用金庫、民間企業等へ

の事業提案 188件 

③ 複数の地区シルバー人材センターにわたる契約を財団が一括受注した。  ２件 

（３） シルバー人材センターの多様な求人開拓の強化

事務系の経験や専門性を活かせる就業の確保に向けて、多様な分野・職種の求人

を開拓し、その求人に会員がトライアル就業することにより、シルバー人材センター

の活用を促した（トライアル就業：144件）。 

（４） シルバー人材センターのブランド力向上への支援

会員が幅広く参画できる新しい仕事や魅力ある活動を開拓し、ブランド力向上を目

指すシルバー人材センターを支援するため、会員の創意工夫による自主事業の立ち上

げに対する初期費用の助成を行い、好事例を発信した（助成：15センター）。 

（５） 人材情報バンクの整備

シルバー人材センターにおける就業機会の拡大を図るため、地区シルバー人材セン

ター会員の人材情報（個人情報を除く。）を集約して活用する「人材情報バンク」シ

ステムを運用した。

「人材情報バンク」システムにより、シルバー人材センター会員の資格・経験等の

人材情報を連合本部の管理システム上で一元的に集約・管理を行った。集約した人材

情報は、連合本部並びに、地区シルバー人材センターが就業開拓を行う際に活用する

 

 - 9 - 

とともに、人材情報をＷｅｂ上で公開し、受注可能な仕事について企業等の発注主に

向けて広く発信した（78,239件：令和８年３月末時点）。 

 

（６） 福祉・家事援助サービス事業の推進 

地域の高齢者等への家事援助サービスの提供を通じたサポートを推進するため、高

齢者である会員が活躍できるよう会員の能力の向上とマッチング機能の充実を図っ

た。 

① 研修の実施 

シルバー人材センターでの家事援助サービスを推進するため、会員が安心して就業

できるよう家事援助・生活援助に必要な能力を付与する研修を実施した。 

 

表２ 研修の実施規模 

区 分 日数 回数 定員 
参加人数 

(年間) 

家事援助サービス基本研修 ２日 年２回 (25人×２回) 29人 

生活支援サービス研修 ５日 年４回 (25人×４回) 40人 

生活支援サービス研修（調理） １日 年４回 （15人×４回） 43人 

生活支援サービス研修（家電） １日 年４回 （15人×４回） 49人 

生活支援サービス研修（洗剤） １日 年４回 (15人×４回) 45人 

合 計  年18回 330人 206人 

②  交流会の実施 

コーディネーター及び職員間の情報交換やスキルアップを図るため、交流会を実施

した(２回、41人)。  

 

（７） 人手不足分野対策事業（厚生労働省補助事業） 

人手不足分野・現役世代を支える分野における就業機会を拡大することを目的に、

労働者派遣事業及び福祉・家事援助サービス事業の拡充並びに就業機会の確保に努め

た。特に保育補助の分野において高齢者向けの仕事の切り出しを提案し、集中的に就

業開拓を行った。 

 

（８） シルバー人材センター高齢ひとり世帯等サポート事業（新規） 

シルバー人材センターが高齢ひとり世帯等を対象とし、シルバー人材センターの

認知機会の拡大及び入会促進を図る際の経費助成について、シルバー人材センター向

けに事業説明会を開催した（３回）。 

「シルバー人材センター高齢ひとり世帯等サポート事業助成金審査委員会」を開

催し、次年度から７か所のシルバー人材センターにおいて事業を開始することを決定

した。 
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３ シルバー人材センター等労働者派遣事業の推進 

「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基づき、労働者派遣事業を実施した。  

連合本部が実施主体として派遣先や派遣労働者の契約当事者となり、シルバー人材

センターは実施事業所として当事業に係る事務処理等を連合本部から委任を受け、高

齢者の多様な就業機会を確保し、適正な事業運営が図れるように実施した。  

①   派遣事業所 

ア 派遣事業実施事業所 

46地区シルバー人材センター 

千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、品川区、  

目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、板橋区、練馬区、

江戸川区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、昭島市、  

調布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、東村山市、国分寺市、国立市、  

福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、武蔵村山市、多摩市、稲城市、

羽村市、あきる野市、西東京市、三宅村 

  イ 派遣届出事業所（令和８年３月末現在） 

連合（財団）及び 54 地区シルバー人材センター 

千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東区、墨田区、江東区、品川区、

目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区、中野区、杉並区、豊島区、北区、荒川区、

板橋区、練馬区、葛飾区、江戸川区、八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、  

青梅市、府中市、昭島市、調布市、町田市、小金井市、小平市、日野市、  

東村山市、国分寺市、国立市、福生市、狛江市、東大和市、清瀬市、東久留米市、 

武蔵村山市、多摩市、稲城市、羽村市、あきる野市、西東京市、瑞穂町、  

日の出町、檜原村、奥多摩町、三宅村、八丈町 

②   派遣事業実績 

ア 登録会員数        11,527 人 

イ 就業延人員     311,646 人日 

ウ 受託件数          11,571 件 

エ 契約金額     2,158,562 千円 
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４ 会員拡大の推進及び広報 

シルバー人材センターの安定的な事業運営及び事業拡充のために、事業を担う会員の

継続的な獲得と広報活動に取り組んだ。 

 

（１） 普及啓発 

広く都民に対し、様々な機会を通じてシルバー人材センターの理念と事業について、

普及啓発活動を実施した。 

①   広報活動 

10 月を広報活動強調月間と定め、シルバー人材センターと一体となり広報活動を実

施した。また、会員の活動風景写真を東京しごとセンター館内に展示し事業のＰＲを

行った。さらに、シルバー人材センターのイメージ向上と次年度４月入会者獲得に向

け、ＳＮＳ広告や車両広告を実施した。  
② 女性会員拡大に向けた活動  

女性会員の増加に結び付いた効果的な取組を会議や広報誌により紹介することで、

他のセンターが参考として新規会員増加を図れるようにした。また、女性が就業しや

すい保育補助、スーパーマーケット等の就業開拓を強化し、マッチングに注力したこ

とが退会抑制につながった。  
③ 「シルバーとうきょう」の発行 

財団の事業やシルバー人材センターの取組紹介などを内容とした「シルバーとうき

ょう」を発行した（定期発行２回、各 1,600 部）。 

④  他部署と連携した高齢求職者への啓発活動 

「シニア就業支援キャラバン」事業等、他部署が実施している就職面接会の会場に

おいて、シルバー人材センターの仕組みや働き方の周知広報を実施した（15 回）。 

⑤  都内シルバー人材センター紹介動画作成（新規） 

都内シルバー人材センターの多様な魅力や特徴を、より効果的に伝える紹介動画を

制作し、ホームページやイベント会場で放映した。 

 

（２） シルバー体験講習事業 

シルバー体験講習は、地域の高齢者が退職後の働き方を選択する際に、シルバー人

材センターの具体的内容に関する情報が不足しているため、より自分にあった新たな

働き方を選択できるようセンターの就業体験（保育補助、植木の剪定、毛筆筆耕等）

を含めた講習を実施し、シルバー人材センターの理解及び入会促進に繋げた。  
[事業規模] 

①  実施回数        14回 

②  申込者         503人 

③  受講者         276人 

 

（３） これからシルバー応援ＦＥＳＴＡ事業 

シルバー人材センターが提供する仕事について、労務系中心の仕事のイメージを強

く持っている地域の高齢者に対し、新たな職務分野で働くことのできる魅力や、ライ

フスタイルに合わせた無理のない働き方を選択できるメリット等があることを広く
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発信する事業を都内各地で実施し、シルバー人材センターのイメージアップを図った。 

[事業規模] 

① 実施回数  ７回 

② 申込者  585人 

③ 参加者  469人 

（４） 高齢者活躍人材確保育成事業（厚生労働省委託事業）

高齢者や企業に対してシルバー人材センターを周知・広報するとともに、就業体験

を通じて双方がシルバー人材センターに対する理解を深めること、高齢者がシルバー

人材センターに興味を持って就業できるよう必要な技能講習を行うことにより、新規

会員及び活用する企業の増加を図った。 

[事業規模] 

① シルバー人材センターに関する周知・広報

ア 高齢者向けセミナー  実施回数８回 

※これからシルバー応援ＦＥＳＴＡ事業との共催

イ 会員拡大に向けた広報の実施 チラシの作成・周知

ウ 企業への発注を促す広報の実施 チラシの作成・配布

業界新聞紙面掲載 実施回数２回 

② 就業体験

高齢者向け 実施回数２回、参加者28名

③ 技能講習

実施回数７回、参加者135人

（５）  シルバー人材センター創設 50 周年記念事業（新規）

① シルバー人材センター50 周年 応援ＦＥＳＴＡ2025 事業

全都的な規模でシルバー人材センター創設 50 周年記念イベントを開催した。50 年

の歴史を祝うとともに、会員や地域からの様々なニーズに対応している各シルバー人

材センターの特色ある取組等の紹介を通じ、ライフスタイルに応じた働き方や多種多

様な就業を選択できるシルバー人材センターのメリットを発信し、更なる会員登録と

発注先の開拓につなげた（来場者数 1,331 名）。 

② シルバー人材センター創設 50 周年記念パンフレット作成

シルバー人材センター創設 50 周年のあゆみを記録した記念パンフレットを作成し、

関係者及び関係機関に配布することにより、シルバー人材センターの理念、事業及び

魅力等を広く発信した。 
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※これからシルバー応援ＦＥＳＴＡ事業との共催

イ 会員拡大に向けた広報の実施 チラシの作成・周知

ウ 企業への発注を促す広報の実施 チラシの作成・配布

業界新聞紙面掲載 実施回数２回 

② 就業体験

高齢者向け 実施回数２回、参加者28名

③ 技能講習

実施回数７回、参加者135人

（５）  シルバー人材センター創設 50 周年記念事業（新規）

① シルバー人材センター50 周年 応援ＦＥＳＴＡ2025 事業

全都的な規模でシルバー人材センター創設 50 周年記念イベントを開催した。50 年
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材センターの特色ある取組等の紹介を通じ、ライフスタイルに応じた働き方や多種多

様な就業を選択できるシルバー人材センターのメリットを発信し、更なる会員登録と

発注先の開拓につなげた（来場者数 1,331 名）。 

② シルバー人材センター創設 50 周年記念パンフレット作成

シルバー人材センター創設 50 周年のあゆみを記録した記念パンフレットを作成し、

関係者及び関係機関に配布することにより、シルバー人材センターの理念、事業及び

魅力等を広く発信した。 
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５ 適正就業の推進 

適正な契約を推進するため、契約書類や就業現場の確認を行い、改善すべき事項につ

いて指導した。 

（１） 適正就業指導員の配置

会員の適正就業を推進するため、３年をかけて 58 センターを一巡するよう指導員

を配置し、シルバー人材センターへの巡回指導と文書による改善指導を実施した（18

件）。 

また、指導員による適正就業に関する随時相談を行った。 

（２） シルバー人材センターへの情報提供等

７月の安全・適正就業強化月間から９月にかけて東京労働局需給調整事業部から講

師を迎え、「シルバー人材センター適正就業ガイドラインのポイント」と題し、同ガ

イドラインの理解と周知を目的とした研修を実施した（動画配信 207 回視聴）。
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６ 事業運営に関する援助及び育成等 

財団が都内 58 区市町村との間で締結した出捐協定と財団及びシルバー人材センター

との間で締結した覚書に基づき、シルバー人材センターに対する援助、育成等の事業を

実施した。 

 

（１） 事業運営に関する援助等 

シルバー人材センター事業が、円滑に運営されるよう、事業運営に関する相談、指

導及び援助を実施した。 

①   日常業務に対する援助、指導  

シルバー人材センターの運営上で発生する規程類の解釈など組織運営上の諸問題

や契約書の処理など事業運営上の諸問題について、随時相談・調整・指導等を行うと

ともに、事務局職員のメンタルヘルス相談を実施した（416 件）。また、フリーラン

ス新法や新たな契約方法に係る情報提供などをシルバー人材センターに対し随時行

った。 

②   事業運営等に対する法律・会計・労務実務相談等  

法人の運営や会員の就業などの様々な問題について、弁護士、公認会計士、社会保

険労務士による専門相談を実施し、専門的な立場からの相談、指導を行った（138 件）。 

③  事業実績の収集・提供［Ｐ17 表３、Ｐ18 表４］  

会員数や契約金額等のシルバー人材センターの事業実績を集計・分析し、シルバー

人材センターをはじめ関係機関に情報提供した。 

④  財団発行のシルバー人材センター研修テキスト等の頒布 

研修テキスト・ＤＶＤ等について一層の利用拡大に向けて積極的にＰＲを行い、ホ

ームページで購入申込を受け付けて販売した（15,894 部）。 

 

（２） 役職員等の研修等 

シルバー人材センター事業運営の中核を担うシルバー人材センター役職員等に対

して、研修等を実施した。 

①   役員等研修（計５回・275 人（うちオンライン１回・150 人）） 

シルバー人材センター事業の中核を担うシルバー人材センター役職員の理事等役

員に対し、自主・自律的に事業運営を行うために必要な知識等を付与する目的で研修

を実施した。 

ア 代表理事・業務執行理事研修（経営管理等） 

イ 新任理事研修（理事の役割等） 

ウ 新任監事研修（決算監査等） 

エ 安全リーダー研修 

② 職員研修 

シルバー人材センターの事務局職員に対し、シルバー人材センター事業が抱える課

題を解決するための専門的な知識等の習得を目的として研修を実施した。  

ア 職層別研修（計７回・106 人） 

  (ｱ) 新任職員研修 

(ｲ) 若手職員研修（コミュニケーション等） 

 (ｳ) 中堅職員研修（新任主任研修等） 
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(ｴ) 管理・監督者研修（リーダーシップ研修等）

イ 一般研修（計９回・263 人）

(ｱ) 課題改善研修

(ｲ) 実務研修（公益法人会計、クレーム対応、メンタルヘルス等）

(ｳ) 悉皆研修（人権、非行防止、個人情報保護等）

ウ 昇任選考

(ｱ) 昇任選考研修（37 人）※うち研修のみ受講 10 人

(ｲ) 筆記考査（事務局長代理職４人、次長職 11 人、主任職 12 人受験）

③ シルバー人材センターが実施する研修の支援

シルバー人材センターが実施する研修（地域ブロック研修を含む。）に際し、企画

の相談及び講師の派遣、教材の提供等を行った。 

（３） 事務局職員の勤務条件等の調整及び福利厚生事業への助成

シルバー人材センター事務局職員の勤務条件等についての調整や福利厚生事業へ

の助成を行った。 

① 職員の任用、給与制度の調整及び指導

職員の任用制度等について準則に基づき、調整及び指導を行った。

② 職員昇任選考委員会

シルバー人材センター事務局職員の事務局長代理職、次長職、主任職への昇任選考

に関してその一体性と公平性を確保するため、職員昇任選考委員会を開催した（２回）。 

③ 東京都シルバー人材センター職員互助会に対する助成

職員互助会による事務局職員の健康管理を支援するため、健康診断の経費の一部に

ついて助成した。 

（４） 関係団体等との連携

事業の全国的な発展に寄与するため、全国シルバー人材センター事業協会及び関

東ブロックシルバー人材センター連絡協議会と連携を図るとともに、東京都、東京

労働局との連携を図り、区市町村等との連絡会議を開催した（１回）。

（５） 連合事業の実施及び国庫補助金（連合交付金）の交付

シルバー人材センターの運営に関する援助及び業務遂行上の調整を行うとともに、

運営費等に係る連合交付金を各シルバー人材センターに交付した（58 地区シルバー

人材センター及び２支部）。 

① 連合事業に関する指導・調整

シルバー人材センターに対して、連合事業の適正な推進及び効果的な実施のための

指導・調整を行った。 

② 国庫補助金（連合交付金）の交付

シルバー人材センターの運営に要する運営費及び事業費をシルバー人材センター

に対して交付した（58 地区シルバー人材センター及び２支部、964,561,000 円）。 
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（６） 連合の会議 

シルバー人材センターの統一的な事業運営を行い、連合事業の円滑化を図るため、

各種会議を開催した。 

①   会長会議 

事業を進めるための基本的事項や事業計画、事業報告等の重要な事項について、説

明及び報告を行うため、会長会議を開催した （２回）。 

② 事務局長会議 

事業運営に関する具体的事項の協議・調整を行うため、事務局長会議を開催した（３

回）。 

また、協議を具体的に深めるために、総務部会（３回）、事業部会（３回）を開催

した。 

③ 実務担当者会議 

連合交付金の経理方法など実務に関する説明、周知を行うため、実務担当者会議を

開催した（２回（うちオンライン１回））。 

④ 地域ブロック連絡会  
７つのブロックにおいて、ブロックの現状や、財団に対する要望等について意見交

換、情報交換を行った（７回）。  
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表表４４　　令令和和７７年年度度シシルルババーー人人材材セセンンタターー別別事事業業実実績績

請負・派遣

請負 派遣 合計 請負 派遣 請負 派遣 合計 請負 派遣 合計 配分金 材料費他 事務費 合計 賃金 手数料 合計 合計

千代田区 333311 330055 2222 332277 9922..11 2277..55 11,,111122 44 11,,111166 3300,,004444 115544 3300,,119988 115566,,220055 551199 1188,,225588 117744,,998833 11,,229944 337711 11,,666655 117766,,664488 8866..44 // 1133..66

中央区 882200 663344 5555 668899 7777..33 6644..00 44,,001133 9900 44,,110033 5577,,001199 11,,556644 5588,,558833 227700,,557711 33,,443399 2277,,336655 330011,,337755 88,,220077 22,,448811 1100,,668888 331122,,006633 5533..99 // 4466..11

港区 22,,000088 11,,229988 550099 11,,880077 6644..66 7722..66 55,,999933 991133 66,,990066 112211,,446699 3333,,557766 115555,,004455 557722,,000000 2288,,221199 7700,,224444 667700,,446633 221199,,003311 6622,,331188 228811,,334488 995511,,881122 3366..00 // 6644..00

新宿区 11,,775544 11,,116666 7777 11,,224433 6666..55 7744..00 1100,,991155 119944 1111,,110099 116600,,119977 66,,774433 116666,,994400 775599,,777777 66,,664400 7788,,000011 884444,,441188 4433,,995511 1133,,000044 5566,,995555 990011,,337722 4499..88 // 5500..22

文京区 11,,449933 11,,009955 225544 11,,334499 7733..33 6644..11 77,,220088 334455 77,,555533 110011,,441166 1122,,338822 111133,,779988 442288,,557722 66,,664488 4444,,117722 447799,,339922 6666,,220077 1199,,220077 8855,,441155 556644,,880077 4455..00 // 5555..00

台東区 994499 666699 3311 770000 7700..55 7700..55 22,,779977 2244 22,,882211 6688,,445500 22,,889922 7711,,334422 336688,,001177 111188 2277,,883377 339955,,997711 1166,,888855 55,,006677 2211,,995522 441177,,992244 5566..33 // 4433..77

墨田区 11,,554400 999955 3300 11,,002255 6644..66 1199..66 66,,772222 110099 66,,883311 113322,,551199 33,,110033 113355,,662222 557700,,553366 55,,110022 5555,,774400 663311,,337788 1122,,557799 33,,668866 1166,,226655 664477,,664444 6600..11 // 3399..99

江東区 22,,557755 11,,999922 5599 22,,005511 7777..44 7755..66 88,,222299 7755 88,,330044 222288,,004400 11,,446666 222299,,550066 11,,007766,,661144 77,,337766 8844,,226677 11,,116688,,225588 66,,886699 22,,005544 88,,992233 11,,117777,,118800 5588..44 // 4411..66

品川区 22,,226622 11,,887755 6644 11,,993399 8822..99 4422..11 1111,,336622 224411 1111,,660033 224422,,775522 44,,335544 224477,,110066 11,,001100,,339900 2244,,886633 117788,,005522 11,,221133,,330055 2222,,447777 66,,556600 2299,,003377 11,,224422,,334433 5500..00 // 5500..00

目黒区 11,,113311 998833 1144 999977 8866..99 2255..00 1122,,441155 7799 1122,,449944 111122,,557755 11,,440022 111133,,997777 444433,,882255 1144,,772233 7777,,992211 553366,,446699 88,,330066 22,,557722 1100,,887799 554477,,334488 4477..99 // 5522..11

大田区 33,,224400 11,,559988 331166 11,,991144 4499..33 2200..22 1166,,443355 11,,224433 1177,,667788 117711,,996666 2299,,884455 220011,,881111 774400,,443333 33,,446655 117755,,553311 991199,,442288 115544,,770011 4466,,221133 220000,,991144 11,,112200,,334433 5500..44 // 4499..66

世田谷区 33,,009944 22,,005555 77 22,,006622 6666..44 22..88 1177,,996688 1188 1177,,998866 221122,,662266 118833 221122,,880099 11,,110044,,776622 222299,,553344 115522,,551111 11,,448866,,880077 11,,008899 334455 11,,443344 11,,448888,,224411 6666..00 // 3344..00

渋谷区 11,,223333 775544 5511 880055 6611..22 6644..66 55,,333388 111144 55,,445522 7799,,446655 44,,667733 8844,,113388 334400,,882277 1177,,220088 5588,,555511 441166,,558855 2255,,006600 77,,339966 3322,,445566 444499,,004400 6644..11 // 3355..99

中野区 11,,551155 11,,005599 9911 11,,115500 6699..99 5566..99 1100,,331144 331111 1100,,662255 113311,,445588 88,,226655 113399,,772233 553355,,114455 3300,,112288 113388,,117788 770033,,445511 3322,,007755 99,,005544 4411,,112299 774444,,558800 6600..77 // 3399..33

杉並区 22,,661155 11,,778844 114488 11,,993322 6688..22 5555..00 1155,,001188 663399 1155,,665577 118811,,001122 1111,,222200 119922,,223322 779988,,887788 66,,331188 110066,,001144 991111,,221100 5533,,008899 1155,,886633 6688,,995511 998800,,116611 5577..44 // 4422..66

豊島区 11,,770099 11,,228877 223333 11,,552200 7755..33 6655..11 77,,005544 220011 77,,225555 116644,,669988 44,,661188 116699,,331166 771111,,002288 66,,665511 9900,,553344 880088,,221133 2255,,993388 77,,778888 3333,,772266 884411,,993399 5555..99 // 4444..11

北区 22,,119922 11,,776644 00 11,,776644 8800..55 00..00 1111,,001155 00 1111,,001155 225500,,558844 00 225500,,558844 11,,001166,,225533 336644 110066,,442255 11,,112233,,004433 00 00 00 11,,112233,,004433 5533..77 // 4466..33

荒川区 11,,557755 11,,118800 00 11,,118800 7744..99 00..00 55,,884477 00 55,,884477 221111,,119900 00 221111,,119900 663399,,559955 44,,554444 4477,,558877 669911,,772266 00 00 00 669911,,772266 7755..66 // 2244..44

板橋区 33,,110022 22,,009977 226600 22,,335577 6677..66 7700..11 1133,,664411 11,,006644 1144,,770055 223344,,552244 2233,,559911 225588,,111155 11,,220011,,994400 33,,448855 115566,,227766 11,,336611,,770011 111155,,000000 3344,,006688 114499,,006699 11,,551100,,776699 4422..55 // 5577..55

練馬区 33,,774422 22,,440066 110033 22,,550099 6644..33 7700..55 1199,,881100 448899 2200,,229999 330022,,110000 88,,449988 331100,,559988 11,,332233,,335511 1188,,339933 115533,,448877 11,,449955,,223311 3399,,336666 1111,,994477 5511,,331133 11,,554466,,554455 4455..77 // 5544..33

足立区 33,,118800 22,,770044 －－ 22,,770044 8855..00 －－ 1166,,229966 00 1166,,229966 336600,,668811 －－ 336600,,668811 11,,339911,,111188 1111,,110077 112200,,882299 11,,552233,,005544 －－ －－ 00 11,,552233,,005544 5566..55 // 4433..55

葛飾区 22,,998866 22,,119922 00 22,,119922 7733..44 00..00 88,,770011 00 88,,770011 229977,,449922 00 229977,,449922 11,,337733,,331133 110000,,556611 220022,,557766 11,,667766,,445511 00 00 00 11,,667766,,445511 8800..11 // 1199..99

江戸川区 33,,550066 22,,333388 110022 22,,444400 6666..77 3311..22 1144,,113377 226611 1144,,339988 333333,,441177 66,,559944 334400,,001111 11,,118855,,880077 33,,559955 112200,,668822 11,,331100,,008844 3333,,223322 99,,666600 4422,,889922 11,,335522,,997766 4477..88 // 5522..22

八王子市 22,,445555 11,,882244 330088 22,,113322 7744..33 3322..22 1100,,114444 778811 1100,,992255 114466,,992299 1177,,669966 116644,,662255 667799,,889944 3322,,331166 110044,,884477 881177,,005588 110044,,880022 2299,,552255 113344,,332266 995511,,338844 4411..99 // 5588..11

立川市 11,,440088 11,,009955 2200 11,,111155 7777..88 5500..00 66,,224477 5522 66,,229999 112222,,773377 11,,889999 112244,,663366 773377,,114422 8822,,555555 114488,,776611 996688,,445588 99,,009911 22,,881100 1111,,990011 998800,,335599 7744..33 // 2255..77

武蔵野市 11,,007777 885533 5588 991111 7799..22 4422..33 77,,775577 114444 77,,990011 9966,,443355 33,,556600 9999,,999955 336622,,000011 1100,,557766 5544,,992211 442277,,449977 1144,,442211 44,,552244 1188,,994466 444466,,444433 5511..22 // 4488..88

三鷹市 11,,880011 11,,330088 7733 11,,338811 7722..66 2277..44 99,,446699 332299 99,,779988 221144,,331199 77,,006666 222211,,338855 661177,,222244 3322,,223377 8822,,228877 773311,,774499 3355,,114488 1100,,119977 4455,,334455 777777,,009944 3322..22 // 6677..88

青梅市 11,,004477 776622 2288 779900 7722..88 4400..66 33,,776622 6600 33,,882222 7766,,004488 11,,221177 7777,,226655 338855,,003399 1166,,445566 4488,,775522 445500,,224477 66,,005588 22,,002277 88,,008855 445588,,333322 6644..66 // 3355..44

府中市 22,,220066 11,,662266 5599 11,,668855 7733..77 7733..88 1111,,111111 116699 1111,,228800 118855,,115522 33,,448844 118888,,663366 778866,,227733 4411,,002255 9944,,885555 992222,,115533 1188,,992211 55,,883355 2244,,775566 994466,,990099 5577..55 // 4422..55

昭島市 11,,008822 888822 4499 993311 8811..55 5500..55 55,,004499 117722 55,,222211 112244,,005511 33,,666633 112277,,771144 444422,,992299 4444,,775566 4422,,663300 553300,,331155 1144,,665588 44,,445500 1199,,110088 554499,,442233 6666..22 // 3333..88

調布市 11,,880077 11,,222222 115577 11,,337799 6677..66 110000..00 77,,992299 559922 88,,552211 112255,,448811 1177,,667799 114433,,116600 553300,,119911 77,,005577 7788,,889988 661166,,114466 8800,,001166 2222,,664477 110022,,666644 771188,,881100 4455..44 // 5544..66

町田市 22,,771188 22,,222255 117777 22,,440022 8811..99 4466..88 1111,,778855 440022 1122,,118877 117766,,886633 1144,,003388 119900,,990011 881166,,223355 3322,,002200 112200,,551122 996688,,776677 7744,,772211 2211,,889988 9966,,661188 11,,006655,,338855 2277..55 // 7722..55

小金井市 11,,110011 991122 88 992200 8822..88 1177..44 88,,777700 4422 88,,881122 111144,,449911 448899 111144,,998800 339933,,119922 2277,,991144 6633,,330000 448844,,440055 22,,008888 661188 22,,770066 448877,,111111 5544..33 // 4455..77

小平市 11,,226677 11,,002277 222222 11,,224499 8811..11 5555..88 77,,110099 111122 77,,222211 114422,,443355 44,,118899 114466,,662244 445555,,332222 4455,,116611 5500,,001144 555500,,449966 1199,,551166 55,,774455 2255,,226611 557755,,775577 5599..33 // 4400..77

日野市 11,,775500 11,,224466 115555 11,,440011 7711..22 5577..00 77,,557700 552266 88,,009966 111188,,667755 1177,,224499 113355,,992244 554422,,449900 3333,,005577 114433,,444477 771188,,999933 8899,,003399 2255,,116677 111144,,220066 883333,,220000 4444..33 // 5555..77

東村山市 11,,330055 995522 3322 998844 7733..00 110000..00 88,,773333 114422 88,,887755 110055,,881188 33,,336600 110099,,117788 448866,,443388 3388,,221199 6611,,229966 558855,,995533 1155,,552211 44,,558899 2200,,111100 660066,,006633 6677..55 // 3322..55

国分寺市 775522 550055 4411 554466 6677..22 5500..66 44,,553377 116622 44,,669999 5511,,001144 22,,885566 5533,,887700 227700,,003322 2277,,990099 2222,,778888 332200,,772299 1122,,447733 33,,881199 1166,,229922 333377,,002211 6622..99 // 3377..11

国立市 550066 442255 111133 553388 8844..00 2299..11 44,,773377 4444 44,,778811 5588,,770033 771133 5599,,441166 224455,,119955 1155,,446622 2255,,558855 228866,,224422 55,,336666 11,,555533 66,,991199 229933,,116600 4455..22 // 5544..88

福生市 665588 558822 66 558888 8888..44 2277..33 22,,445566 1177 22,,447733 7777,,447799 226677 7777,,774466 331155,,225500 1100,,114455 2277,,446644 335522,,885599 11,,992200 557777 22,,449977 335555,,335566 6633..00 // 3377..00

狛江市 886611 559944 7788 667722 6699..00 2211..55 33,,886699 225500 44,,111199 5511,,000033 55,,550077 5566,,551100 117722,,777700 1100,,998866 2200,,888877 220044,,664433 2244,,664499 77,,334400 3311,,998899 223366,,663322 3333..11 // 6666..99

東大和市 558844 446600 5533 551133 7788..88 1133..44 22,,885566 6611 22,,991177 4488,,007722 55,,118866 5533,,225588 221144,,774499 44,,889900 2255,,226666 224444,,990055 3377,,774400 1111,,001144 4488,,775544 229933,,665599 5511..99 // 4488..11

清瀬市 884499 770000 6666 776666 8822..44 5522..00 33,,886611 8833 33,,994444 7799,,227766 44,,775500 8844,,002266 229955,,559944 1111,,999911 4411,,771155 334499,,330000 3344,,992288 1111,,006688 4455,,999966 339955,,229966 4433..44 // 5566..66

東久留米市 11,,111199 777777 115533 993300 6699..44 2211..33 44,,880066 111155 44,,992211 8877,,447755 44,,881155 9922,,229900 337766,,443388 2222,,119966 4455,,338888 444444,,002222 2233,,886699 66,,883377 3300,,770066 447744,,772288 2277..88 // 7722..22

武蔵村山市 991111 774455 5544 779999 8811..88 2255..11 33,,112233 5588 33,,118811 9955,,444499 22,,881100 9988,,225599 334422,,001177 1188,,554477 3300,,337799 339900,,994444 2222,,226633 66,,771100 2288,,997733 441199,,991177 6622..66 // 3377..44

多摩市 11,,667700 887722 115599 11,,003311 5522..22 2200..88 33,,112233 663322 33,,775555 8844,,771111 1155,,994400 110000,,665511 444433,,338800 3300,,885500 8855,,662277 555599,,885588 8866,,444488 2255,,551155 111111,,996633 667711,,882200 4455..44 // 5544..66

稲城市 554444 552200 3300 555500 9955..66 8888..22 22,,228866 8877 22,,337733 4488,,994499 22,,889988 5511,,884477 222255,,111144 22,,778877 3388,,886622 226666,,776622 1133,,990077 44,,223399 1188,,114466 228844,,990099 2288..22 // 7711..88

羽村市 558899 449900 2244 551144 8833..22 3388..77 33,,887744 1199 33,,889933 6622,,442222 22,,551188 6644,,994400 119933,,667766 55,,664466 1122,,888866 221122,,220088 2200,,992233 66,,771133 2277,,663366 223399,,884455 4422..55 // 5577..55

あきる野市 552244 448800 88 448888 9911..66 4422..11 22,,448800 3366 22,,551166 4455,,990033 443322 4466,,333355 222266,,552299 66,,881166 2233,,668844 225577,,002299 33,,333377 11,,113333 44,,447700 226611,,449999 7711..44 // 2288..66

西東京市 11,,118888 997788 2233 11,,000011 8822..33 110000..00 44,,883355 5588 44,,889933 114422,,110088 22,,008844 114444,,119922 442299,,888844 77,,446677 5500,,776611 448888,,111111 1111,,222200 33,,114488 1144,,336688 550022,,447799 6622..88 // 3377..22

瑞穂町 442211 336666 00 336666 8866..99 00..00 11,,881144 00 11,,881144 4422,,330000 00 4422,,330000 119955,,006666 66,,775511 1199,,440077 222211,,222255 00 00 00 222211,,222255 6600..99 // 3399..11

日の出町 224488 220000 00 220000 8800..66 00..00 11,,221111 00 11,,221111 1199,,440000 00 1199,,440000 111100,,440088 33,,225522 99,,447733 112233,,113333 00 00 00 112233,,113333 5566..00 // 4444..00

檜原村 116633 110099 00 110099 6666..99 00..00 440044 00 440044 77,,555599 00 77,,555599 5599,,774400 336611 66,,229911 6666,,339933 00 00 00 6666,,339933 8855..44 // 1144..66

奥多摩町 113388 112277 00 112277 9922..00 00..00 776699 00 776699 99,,559977 00 99,,559977 7733,,883377 11,,990055 88,,773333 8844,,447755 00 00 00 8844,,447755 6600..33 // 3399..77

大島町 119988 115566 －－ 115566 7788..88 －－ 775566 00 775566 1155,,886611 －－ 1155,,886611 8833,,991188 55,,553388 99,,449922 9988,,994488 －－ －－ 00 9988,,994488 7777..77 // 2222..33

新島村 118899 114455 －－ 114455 7766..77 －－ 772200 00 772200 1177,,887755 －－ 1177,,887755 112244,,440066 55,,772255 1122,,332233 114422,,445555 －－ －－ 00 114422,,445555 9933..44 // 66..66

神津島村 116633 8822 －－ 8822 5500..33 －－ 220088 00 220088 1100,,553344 －－ 1100,,553344 5599,,221122 22,,779944 88,,881199 7700,,882244 －－ －－ 00 7700,,882244 9922..22 // 77..88

三宅村 117700 112244 11 112255 7722..99 33..44 887711 1122 888833 1111,,009977 115588 1111,,225555 5588,,448855 22,,442200 1100,,889922 7711,,779966 662288 118822 881100 7722,,660077 7788..33 // 2211..77

八丈町 225511 117799 00 117799 7711..33 00..00 775555 00 775555 1199,,664499 00 1199,,664499 111177,,779933 66,,006611 1111,,995566 113355,,881100 00 00 00 113355,,881100 9922..33 // 77..77

合　　　 　計 8822,,227722 5599,,778800 44,,558811 6644,,336611 7722..77 3399..88 339922,,112266 1111,,557711 440033,,669977 77,,002211,,556644 331111,,664466 77,,333333,,221100 2299,,888866,,882222 11,,118866,,884488 33,,993344,,223377 3355,,000077,,990077 11,,666699,,002266 448899,,553366 22,,115588,,556622 3377,,116666,,446699 5544..22 // 4455..88

前年度実績 8800,,882200 5599,,773333 44,,663388 6644,,337711 7733..99 4422..88 440044,,227733 1100,,770000 441144,,997733 77,,114411,,110033 331133,,880088 77,,445544,,991111 2299,,225588,,111111 11,,119933,,770033 33,,778855,,778822 3344,,223377,,559977 11,,661100,,225588 447722,,559977 22,,008822,,885555 3366,,332200,,445522 5533..77 // 4466..33

対　　　　比 11..88%%  00..11%%  --11..22%%  00..00%%  --11..22%%  --33..00%%  --33..00%%  88..11%%  --22..77%%  --11..77%%  --00..77%%  --11..66%%  22..11%%  --00..66%%  33..99%%  22..22%%  33..66%%  33..66%%  33..66%%  22..33%%  

注１）契約金額欄の各項目合計値（公民比除く）は、円単位での計算に基づく。
注2）平成28年度４月実績より派遣の受注件数を受託件数に変更しています。

－ 18 －

就業延人員(人日)
契約金額 (千円) 公民比

請負+派遣
(％)センター名

会員数
(人) 請負 派遣

就業実人員(人) 就業率(％) 受託件数(件)
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７ 会員等能力開発事業  

 シルバー人材センターの会員に対して就業するために必要な知識・技能を付与する講

習を実施した。 

 

（１） シルバー人材センター向け人材開発コース「シルバー人材センター就業支援講習」 

シルバー人材センターでの就業を希望する就業意欲のある高齢者が、シルバー人

材センターの希望分野で働くことができるよう必要な基礎知識を付与するとともに、

既会員の新たな就業分野へのチャレンジを支援することを目的として、就業支援講

習を実施した。 

実施に当たっては、講習の地域展開や期間の短期化を図ることで受講者の利便性

向上を図った。 

また、地域ごとに異なる受講ニーズにきめ細かに対応する地域提案型講習を実施

し、地域会員の就業機会の拡大を図った。 

［事業規模］ 

①  コース実施回数         24 回 

② 受講者           436 人 
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表５ シルバー人材センター向け人材開発コース「シルバー人材センター就業支援講習」 

(日) (人) (人) (人)

1
地域提案型講習1
刈払機作業従事者安全衛生教育講習（神津島村SC）

4/17 ～ 4/18 2 15 21 20

2 包丁研ぎ（第1回）（多摩） 5/20 ～ 5/20 1 20 26 24

3 植木の基礎（除草と刈込み）(多摩) 5/9 ～ 5/23 9 20 21 19

4 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅡ）（第1回） 5/27 ～ 5/28 2 25 28 17

5 ステップアップ接遇（クレーム対応）（第1回）（多摩） 5/29 ～ 5/29 1 20 7 6

6 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅠ） 6/13 ～ 6/13 1 25 45 23

7 植木の基本と応用（剪定）（多摩） 5/29 ～ 6/20 14 25 40 22

8 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅢ）（第1回） 6/24 ～ 6/25 2 25 29 20

9 毛筆筆耕（宛名書き） 6/19 ～ 7/3 7 20 58 23

10 襖の張替え・障子の張替え 6/5 ～ 7/8 20 15 26 13

11 パソコンインストラクター養成 7/8 ～ 7/11 4 20 55 23

12 ステップアップ接遇Ⅱ（家庭の仕事等・発注者対応）(多摩) 7/22 ～ 7/22 1 20 14 7

13 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅡ）（第2回） 9/4 ～ 9/5 2 25 33 27

14 植木の基本と応用（剪定） 9/25 ～ 10/17 10 25 46 24

15
地域提案型講習4
ハウスクリーニングの基礎（豊島区SC）

10/16 ～ 10/16 1 15 22 18

16
地域提案型講習2
刈払機作業従事者安全衛生教育講習（新島村SC）

10/28 ～ 10/29 2 15 21 19

17
地域提案型講習3
植木剪定の基本（大島町SC）

10/28 ～ 10/29 2 15 17 13

18 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅢ）（第2回） 11/18 ～ 11/19 2 25 29 22

19 毛筆筆耕（賞状書き） 11/6 ～ 11/28 12 15 32 18

20 包丁研ぎ（第2回） 12/8 ～ 12/8 1 20 35 19

21 ステップアップ接遇Ⅰ(施設管理等・利用者対応） 12/10 ～ 12/10 1 20 27 23

22 子育て支援総合サービス 1/22 ～ 1/26 3 30 11 8

23 ステップアップ接遇（クレーム対応）（第2回） 2/17 ～ 2/17 1 20 14 9

24 ホームネットワーク接続サービス 2/24 ～ 2/26 3 20 22 19

104 495 679 436合 計

№ コース名 講習期間

講
習
日
数

定
員

推
薦
者
数

受
講
者
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表５ シルバー人材センター向け人材開発コース「シルバー人材センター就業支援講習」 

(日) (人) (人) (人)

1
地域提案型講習1
刈払機作業従事者安全衛生教育講習（神津島村SC）

4/17 ～ 4/18 2 15 21 20

2 包丁研ぎ（第1回）（多摩） 5/20 ～ 5/20 1 20 26 24

3 植木の基礎（除草と刈込み）(多摩) 5/9 ～ 5/23 9 20 21 19

4 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅡ）（第1回） 5/27 ～ 5/28 2 25 28 17

5 ステップアップ接遇（クレーム対応）（第1回）（多摩） 5/29 ～ 5/29 1 20 7 6

6 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅠ） 6/13 ～ 6/13 1 25 45 23

7 植木の基本と応用（剪定）（多摩） 5/29 ～ 6/20 14 25 40 22

8 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅢ）（第1回） 6/24 ～ 6/25 2 25 29 20

9 毛筆筆耕（宛名書き） 6/19 ～ 7/3 7 20 58 23

10 襖の張替え・障子の張替え 6/5 ～ 7/8 20 15 26 13

11 パソコンインストラクター養成 7/8 ～ 7/11 4 20 55 23

12 ステップアップ接遇Ⅱ（家庭の仕事等・発注者対応）(多摩) 7/22 ～ 7/22 1 20 14 7

13 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅡ）（第2回） 9/4 ～ 9/5 2 25 33 27

14 植木の基本と応用（剪定） 9/25 ～ 10/17 10 25 46 24

15
地域提案型講習4
ハウスクリーニングの基礎（豊島区SC）

10/16 ～ 10/16 1 15 22 18

16
地域提案型講習2
刈払機作業従事者安全衛生教育講習（新島村SC）

10/28 ～ 10/29 2 15 21 19

17
地域提案型講習3
植木剪定の基本（大島町SC）

10/28 ～ 10/29 2 15 17 13

18 福祉・家事援助サービス（ハウスクリーニングⅢ）（第2回） 11/18 ～ 11/19 2 25 29 22

19 毛筆筆耕（賞状書き） 11/6 ～ 11/28 12 15 32 18

20 包丁研ぎ（第2回） 12/8 ～ 12/8 1 20 35 19

21 ステップアップ接遇Ⅰ(施設管理等・利用者対応） 12/10 ～ 12/10 1 20 27 23

22 子育て支援総合サービス 1/22 ～ 1/26 3 30 11 8

23 ステップアップ接遇（クレーム対応）（第2回） 2/17 ～ 2/17 1 20 14 9

24 ホームネットワーク接続サービス 2/24 ～ 2/26 3 20 22 19

104 495 679 436合 計

№ コース名 講習期間

講
習
日
数

定
員

推
薦
者
数

受
講
者
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（２） 職域拡大技能講習 

多様化する会員ニーズに対応し、就業機会の拡大を図るため、シルバー人材セン

ターにおいて今後拡大が見込める就業分野を選び、コーディネーター、リーダー等

キーパーソンとなる会員のレベルアップを図ることを目的として職域拡大技能講習

を実施した。 

［事業規模］ 

① コース実施回数            ５回 

② 受講者                   112 人 

 

表６ 職域拡大技能講習 

(日) (人) (人) (人)

1 植木の剪定技術アップ講習（多摩） 5/26 ～ 5/26 1 25 22 19

2
地域提案型講習1
刈払機作業従事者安全衛生教育講習(多摩)

5/27 ～ 5/27 1 25 28 26

3
地域提案型講習2
接遇マナー講習（杉並区SC）

8/18 ～ 8/19 2 30 37 35

4 植木の剪定技術アップ講習 10/1 ～ 10/1 1 25 26 21

5 襖の張替え 3/3 ～ 3/5 3 15 11 11

8 120 124 112合 計

№ コース名 講習期間

講
習
日
数

定
員

推
薦
者
数

受
講
者
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【公２：雇用・就業に関する相談、講習、能力開発等の事業、

並びに、女性・高年齢者・障害者等の就業に関する個別支援

事業】 
 
Ⅰ 雇用・就業に関する調査・研究、 

情報の収集・提供及び普及啓発 
雇用・就業の促進を図るため、東京における産業、人材供給についての調査研究を実施

した。また、ホームページの運用、事業内容等の普及啓発活動を行った。 

 
１ 調査研究 

（１） 東京しごとセンター利用者アンケート調査 

東京しごとセンター利用者に対し、職員の対応や施設に関するアンケート調査を実施

し、集計結果や寄せられたご意見への対応結果をホームページ等で公表した。 

 

（２） 東京しごと財団 20 周年記念誌の作成・発行 

令和６年度に財団発足 20 周年を迎え、財団の 20 年間にわたる事業の歴史とその社

会的成果を体系的に記録した 20 周年記念誌を作成・発行した。 

 

（３） 職員海外視察の実施 

国際的な視野で雇用・就業に関する課題についての事例を収集し、東京の雇用・就

業に関する施策立案に寄与するため、先進的な施策を行う諸外国への視察を実施した。 

２ 普及啓発活動（再掲） 

（１）ホームページの運用 

財団ホームページで各事業に関する最新情報の提供等の広報を行うとともに、公益法

人として事業計画や収支予算書等の情報公開を行った。 

 

（２）年報の発行等 

財団の事業説明、業務統計等をとりまとめた「年報」を発行し、関係機関に配布した

（420 部）。また、入居機関を含めた東京しごとセンター全体を紹介するパンフレットを、

新規利用者等に配布した。 

 

（３）広報活動 

他県や他団体等による視察（17 件）に対応するとともに、テレビ局や新聞・雑誌等の

取材対応（32 件）及び情報提供により、テレビ（５件）、ラジオ（０件）、記事（９件）

が取り上げられた。 

また、関係機関の開催するイベントへの参加、事業への後援・共催・協力（52 件）に

より、積極的な広報活動を行った。 
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【公２：雇用・就業に関する相談、講習、能力開発等の事業、
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Ⅱ  障害者就業支援事業の推進  
 

障害のある人達が自立し社会参加をしていくためには、就業して生活することが最も重要

なことの一つであり、障害者の雇用・就業の機会の拡大が強く求められている。  
障害者雇用を一層促進するため、民間企業における障害者の法定雇用率は 2.3％から令和

６年４月に 2.5％へ引き上げられた。さらに令和８年７月には 2.7％へ引き上げられる予定で

ある。一方で、令和７年６月１日の都内民間企業における障害者の実雇用率は 2.30％と過去

最高を更新したものの、全国ベースを下回る水準であった。 

こうした状況のなか、全都的な視点で関係機関等と連携し障害者の就業支援に取り組むと

ともに、中小企業等の障害者雇用・職場定着に対する積極的な支援を実施した。  
 
１ 障害者の就業推進事業（障害者雇用就業総合推進事業等） 

障害者雇用就業総合推進事業については、職場体験実習等から雇用・就業に結びつける

コーディネート機能を駆使する中で、障害者雇用ナビゲート事業により初めて障害者雇用

を行う中小企業等に対して、採用前から採用後の職場定着まで、専門家による伴走型の支

援（テレワークの導入・運用支援を含む。）を行うなど、障害者の就業機会の拡大に向けた

取組を行った。 

法定雇用率未達成企業等に対しては、中小企業障害者雇用応援連携事業を実施し、中小

企業の障害者雇用の促進を図った。 

また、障害者雇用を進める企業や一般就労を目指す障害者が、企業等で障害者が働いて

いる現場を見学するとともに企業の担当者から話を聞くことで具体的なイメージを構築す

ることができる企業見学支援事業を実施した。 

さらに、障害者の職業準備性、企業等の雇用準備性双方を高めるために有効な職場体験

実習について、障害者と企業等とのマッチングを行う面談会を実施した。 

障害者の職場定着に関しては、東京ジョブコーチ支援事業において、増加する支援ニー

ズに的確に対応するため、様々な障害を持つ人に対して的確な支援ができるように外部専

門家によるスーパーバイズのメニューとしてＩＣＴヘルプデスク機能を活用するとともに、

専門的な知識・技能を身につける研修や実践事例検討会を行った。 

また、企業の人事担当者等を対象に職場内障害者サポーター養成講座を開催し、一定の

条件を満たした企業に奨励金を支給する職場内障害者サポーター事業を実施した。 

そのほか、大学等のキャリアセンター職員に対して障害者の就労支援に関する知識・情

報を付与し、教育機関同士や財団との連携を強化する「大学等と連携したセミナー」を行

った。 

障害者就活セミナー、普及啓発セミナー（中小企業経営者向けセミナー）、職場体験実習

面談会、障害者雇用実務講座については、多摩地域における支援も展開した。    

 
２ 障害者委託訓練事業(東京都委託事業) 

障害者委託訓練事業については、就業を希望する障害者の増大に対応し、職業訓練受講

機会を拡充するため、地域の多様な委託訓練先を開拓するとともに、個々の障害者及び企

業ニーズに対応した多様な訓練を実施した。  
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事業報告（兼附属明細書） 

 

１ 障害者雇用就業総合推進事業 

職場体験実習等から雇用・就業に結びつけるコーディネート機能を駆使して、地域の就

労支援機関等関係機関と連携を図りながら、障害者の一般就労に向けた普及啓発から就業

支援、職場定着までの支援を行った。  
 

（１） 障害者の就業に向けたコーディネート  
① 障害者就活セミナー 

知的障害者、精神障害者及び発達障害者を対象に、働くことの意義や目的の理解、基

礎的なビジネスマナー、模擬面接等、就職活動を行う上で必要となるノウハウを身につ

けるためのセミナーを実施した（９回・298 人（うちオンライン 129 人））。このうち

４回は多摩地区で開催した。 

② 就業に関する総合相談会 

関係機関と連携し就業に関する相談会を実施した（５回・66 人）。  
 

（２） 企業の障害者雇用に向けたコーディネート 

① 障害者雇用ナビゲート事業 

ア ナビゲーターによる支援 

障害者雇用ナビゲーターを配置し、障害者を初めて雇用する中小企業等に対して、

雇用前の環境整備から雇用後の長期サポートまで、一貫した支援（テレワークの導入・

運用支援を含む。）を行った（新規支援 65 件）。 

イ テレワーク活用支援奨励金   

テレワークを活用し障害者を６か月継続雇用した場合の奨励金を設置、多様な働き方

や雇用機会の確保、定着の促進を図った（１件）。 

② 法定雇用率未達成企業を対象とした「普及啓発セミナー」 

主に中小企業等の経営者に対して障害者雇用の意識醸成を図るため、中小企業等が加

盟する企業団体と連携し、「経営者向けセミナー」を実施した（２回・191 人（うちオン

ライン 160 人））。 

③ 特例子会社向けセミナー 

障害者の雇用拡大につながる特例子会社の運営等のための「特例子会社向けセミナー」

を開催した（１回・68 人（うちオンライン 50 人））。 

④ 障害者雇用実務講座 

障害者雇用未経験の中小企業等を対象に、企業内で障害者雇用を中核的に進める人材

を養成する「障害者雇用実務講座」を実施した (６回・75 人（うちオンライン 43 人））。 

⑤ 企業見学支援事業 

障害者雇用を進める中小企業等並びに一般就労を目指す障害者及び就労支援機関に対

して、障害者が職場で働くイメージを構築してもらうとともに、障害者雇用に先行して

取り組む企業等の事例を提供するため、随時実施した（342 人（うちオンライン８人））。 

⑥ 職場体験実習 

ア 実習先企業の開拓  
障害者雇用支援アドバイザーを配置し、より多くの企業に対して、職務分析や業務

の切出し等、職場体験実習生受入に必要なノウハウを実地できめ細かく助言した。  
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事業報告（兼附属明細書） 
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イ 東京しごと財団職場体験実習助成金事業  
中小企業に経費面での支援を行い、職場体験実習受入れ企業の一層の拡大を図った

（16 件）。短時間の職場実習も対象とした（０件）。 

ウ 職場体験実習企業紹介  
地域就労支援機関等への情報提供（受入協力企業の新規登録数 63 社）や調整等を行

った（随時）。  
エ 職場体験実習面談会   

職場体験実習面談会を開催し、受入先企業と障害者とのマッチングを行った（８回・

1,624 人）。このうち１回は多摩地区で開催した。  
オ 職場体験実習ミニ面談会  

職場体験実習助成金事業の対象企業を中心に、１回あたり８社程度の小規模な職場

体験実習面談会を開催し、適時受入先企業と障害者とのマッチングを行った（４回・

251 人）。  
カ 職場体験実習生への普通傷害・賠償責任保険料補助  

職場体験実習の際の普通傷害・賠償責任保険料を全額補助し、企業が安心して実習

生を受け入れられるようにすることで、企業に対して積極的に職場体験実習の受入を

促した（2,395 件）。  

     

（３） 関係機関等との連携 

① 一般就労に向けた保護者向けセミナー 

障害者の保護者や就労支援機関の職員等に一般就労の現状や問題点等を理解しても

らい、福祉的就労から一般就労への移行を推進するための意識啓発セミナーを開催した

（２回・254 人（うちオンライン 229 人））。  
② 医療機関向けセミナー  

デイケアサービス等において障害者の就労支援を行う医療機関に対して、障害者の就  
労支援に関する知識・情報を付与するとともに、医療機関同士及び財団との連携を強化

するためのセミナーを開催した（１回・54 人（うちオンライン 41 人）。 

③ 大学等と連携したセミナー 

キャリアセンター職員に対して、障害者の就労支援に関する知識・情報を付与すると

ともに、教育機関同士、及び財団との連携を強化するためのセミナーを開催した（２回・

23 人（うちオンライン４人））。  
④ 就労支援機関等との意見交換会 

地域の就労支援機関等との連携を強化するため、就労支援のノウハウや実施等の情報

を共有するとともに、障害者が職業的自立を図れるよう意見交換を行った（産業労働局

と福祉局の共管事業、財団も共催（１回））。 

⑤ 障害者雇用に関する情報発信 

障害者就業支援に役立つ情報をホームページに掲載するとともに、機関紙「いんくる」

（4,600 部×４回）の発行や、関係機関との連絡会等を通して発信した。  
また、障害者の一般就労の現状や企業の取組等について広く理解を深めるため、９月

の障害者雇用支援月間にパネル展示、事業案内冊子の発行、啓発グッズの作成・配布に

よる普及啓発事業を実施した。 
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（４） 障害者雇用就業サポートデスク（飯田橋・多摩）の運営 

    障害者雇用就業サポートデスク（飯田橋・多摩）において、障害者や就労支援

機関、企業等に対し障害者就業支援に関する各種情報の提供と相談対応を行っ

た。  
また、障害者雇用ナビゲート事業、東京ジョブコーチ支援事業、職場内障害

者サポーター事業及び障害者委託訓練事業等の関連事業への誘導を図った（年間

利用 1,969 件）。  

    
（５） 職場定着支援（東京ジョブコーチ支援事業） 

東京都版のジョブコーチを独自に養成するとともに、初めて障害者を雇用する中小企

業等にジョブコーチを派遣し、柔軟かつ迅速な支援を行うことにより、障害者の職場定

着を推進した。  
① 東京ジョブコーチ人材養成研修事業  

財団が、障害者就労支援に係る１年以上の業務経験を有するジョブコーチ希望者を対

象に、選考と人材養成研修を実施し、修了者を「東京ジョブコーチ」として認定・登録

した（令和７年度末総登録ジョブコーチ 77 人）。  
また、幅広い支援に対応するため、財団が「東京ジョブコーチ」に対して、「継続研

修」及び「能力向上研修」を行い、支援技術等の向上を図った。  

ア 東京ジョブコーチ人材養成研修  

イ 東京ジョブコーチ継続研修   
ウ 東京ジョブコーチ能力向上研修  

エ 実践事例検討会  

オ 期中面談（随時）、期末面談  

カ 手話通訳士の派遣  
② 東京ジョブコーチ職場定着支援事業 

企業や障害者、地域の就労支援機関の要請に応じて「東京ジョブコーチ」を企業等へ

派遣し、障害者の適性に応じた業務の検討・組立や通勤支援、職場環境に係る助言等、

職場定着を円滑に図るための支援を行った（950 件）。 

 

（６） 職場定着支援（職場内障害者サポーター事業） 

（平成 28～令和７年度、都出えんによる基金事業） 

    企業が職場で働く障害者を自立的に支援できるようにするため、企業の従業員を「職

場内障害者サポーター」として養成し、「職場内障害者サポーター」が職場の障害者支

援を行った場合に「職場内障害者サポーター設置奨励金」を支給した。  
①   職場内障害者サポーター養成講座の開催（565 人（うちオンライン 225 人））  

障害者が働く企業の人事担当者や障害者の上司、同僚等の従業員を対象とした講座を

開催し、ノウハウを付与し、職場内障害者サポーターとして養成した。  
② 職場内障害者サポーターへの支援 

職場内障害者サポーターが職場の障害者に対して行う支援活動について、職場内障害

者サポーター支援員が職場を訪問又は研修を行う等して支援した。  
ア 職場内障害者サポーター設置事業所への訪問・助言  
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（４） 障害者雇用就業サポートデスク（飯田橋・多摩）の運営 
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イ フォローアップ研修  
ウ アフターフォロー（研修・個別電話相談）  

③ 職場内障害者サポーター設置奨励金の支給 

職場内障害者サポーターが一定の要件を満たした場合、職場内障害者サポーターを設

置する企業等に対して「職場内障害者サポーター設置奨励金」を支給した（92 件）。  
④ 出張講座の実施（新規） 

養成講座修了者の在籍する企業に対し、希望に応じて出張等による講座を実施した

（40 回・891 人）。 
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２ 中小企業に対する支援 

中小企業における障害者雇用の取組を促進するため、機関紙「いんくる」やウェブサイ

トを活用して障害者雇用をめぐる事例や課題等を情報発信し、中小企業における障害者雇

用促進や財団サービスへの効果的な誘導を図った。 

さらに、東京都・国（労働局、ハローワーク）・財団が連携し、法定雇用率未達成企業等

に対し、障害者雇用に関する情報提供、相談対応、求人開拓等を実施する「中小企業障害

者雇用応援連携事業」を実施し、中小企業における障害者雇用を推進した。  
 
（１） 障害者の就労促進に向けた情報発信の強化 

主に法定雇用率未達成の中小企業に対し、さらなる障害者雇用の働きかけを行うため、

財団事業の案内や、企業の障害者雇用の取組事例等を機関紙の発行やウェブサイトによ

る広報で発信し、障害者雇用の促進を図った。 

 

（２） 中小企業障害者雇用応援連携事業（都委託事業）（拡充） 

東京都・国・財団・都内障害者就労支援機関が連携し、法定雇用率未達成の中小企業

に対し計画的に訪問等の働きかけを行い、個別の状況に応じて、障害者雇用に関する情

報提供、相談対応、求人開拓等の支援を実施した（1,501件（うちオンライン57件）)。 
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３ 障害者の多様なニーズに対応した委託訓練事業（都委託事業） 

雇用・就業を希望する障害者の増大に対応し、障害者の職業訓練受講機会を拡充するた

め、地域の多様な委託訓練先を開拓するとともに、個々の障害者及び企業ニーズに対応し

た多様な訓練を実施した。  
また、就職率の一層の向上を図るため、引き続きハローワークや地域の就労支援機関と

密接に連携し、障害者に対する効果的な就業支援を行った。  
さらに、企業等に現に在職中の障害者に対し、雇用継続を図るための「在職者訓練」を

実施した。  
 

（１）  訓練規模 

499 人 

訓練者の障害別内訳は、身体障害者 84 人、知的障害者 61 人、精神障害者 252 人、発 

  達障害・その他 193 人（重複障害は各種別に計上）。 

訓練者 499 人、修了者 457 人、就職者 111 人（＊就職者は財団に対し年度内に報告が

あった分のみ）。 

 

（２）  訓練コース   

①   知識･技能習得訓練コース  

訓練者 166 人、修了者 147 人、就職者 24 人（うちオンライン 訓練者 29 人、修了

者 28 人） 

民間教育機関等を活用し、就業に必要となる知識や技能の習得を目的として、３か

月以内の訓練を実施した（民間教育訓練機関等における座学と企業等における実習を

組み合わせたデュアルシステムによる６か月以内の訓練を含む。）。 

②   実践能力習得訓練コース  

訓練者 225 人、修了者 210 人、就職者 79 人 

企業等の現場を活用して、職場実習による実践的な職業能力の開発・向上を図るた

め、３か月以内の訓練を実施した。 

③   ｅ－ラーニングコース  

訓練者 31 人、修了者 27 人、就職者８人 

職業能力開発施設への通所が困難な障害者等に対して、ｅ－ラーニングのノウハウ

が蓄積された民間の教育訓練機関等を活用し、インターネットを活用したＩＴ技能の

付与を行う訓練（３か月～６か月以内）を実施した。 

④   在職者訓練コース  

訓練者 77 人、修了者 73 人 (うちオンライン 訓練者０人、修了者０人) 

在職障害者に対して、知識・技能の付与を通じて雇用の継続を図るため、３か月以

内の訓練を実施した。 

 

（３）  委託訓練のコーディネート 

障害者職業訓練コーディネーター等を配置し、ハローワーク等関係機関と連携して、

委託訓練先の開拓やマッチング等委託訓練の効果的な実施を推進した。 

①   委託訓練先の開拓  
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企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間教育機関等多様な委託訓練先を開拓し、受

講を希望する障害者及び企業の求人ニーズに応じた多様な訓練科目を設定した（総受

託機関数：53 団体（うち新規６団体））。 

② 委託訓練のマッチング 

障害者の受講希望内容に応じて、開拓した委託訓練先や訓練内容とのマッチングを

行い、就業及び雇用の継続を念頭において委託訓練の実施に向けた調整を行った。 

③ 委託訓練の進捗状況の管理及び就業支援 

訓練開始後は巡回指導等により、訓練の進捗状況の管理や必要な指導を行った。  
訓練修了後は知識・技能の習得状況等の結果をハローワーク等に連絡し、その後の

職業相談、職業紹介等の就業支援や雇用継続につなげた。また、地域の就労支援機関

等と連携を強化し、就業支援に向けた積極的な取組を行った。 
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Ⅲ 東京都しごとセンター事業等の推進 

 

東京都しごとセンターは、平成 16 年７月に東京都における雇用・就業に関する支援拠点と

して開設され、若年者から高年齢者まで幅広い年齢層の求職者を対象に、就業相談やキャリア

カウンセリング、各種セミナー・能力開発、求人情報の提供・職業紹介まで、雇用・就業に関

する一貫したサービスを関係機関と連携しワンストップで提供している。 

財団は、東京都しごとセンターの指定管理者として管理運営を適切に行うとともに、東京都

や国と連携し、就職支援を実施している。 

令和７年は、全国の有効求人倍率が 1.22 倍となり、前年の 1.25 倍を 0.03 ポイント下回る

結果となった。一方で、完全失業率は 2.5％と、前年と同率であった。 

東京都しごとセンターでは、こうした雇用情勢や都民ニーズ、都政の動向に的確に対応し、

東京都と緊密な連携を図りつつ、都民の雇用就業の安定に向けた迅速かつきめ細かな支援を

着実に実施した。 

  

 その結果、令和７年度においては、新規利用者数 35,319 人、延べ利用者数 293,088 人、就

職者数 13,709 人となった。 

令和７年度は、これまで展開してきた各種サービスに加え、29 歳以下の若者を対象に、キ

ャリアデザイン、自己理解や職業理解など、就職後のミスマッチを防ぐことを目的とした「キ

ャリアデザインセミナー」や、経営者や先輩社会人との意見交換により、自身のキャリアデザ

イン構築のきっかけとする「参加者交流会」を新たに実施した。 

また、女性のキャリア形成の実現に向けた就職を後押しするため、セミナーと企業交流を組

み合わせた「女性キャリアアップ再就職応援プログラム」、育児や介護を抱えた方が、就職活

動をより効率的に進められるよう、オンラインによるメンター相談やキャリア講座等を展開

する「女性再就職包括サポート事業」を新たに実施した。 

さらに、多様な産業においてＤＸ推進が加速化される中、企業が求めるデジタル・ビジネス

スキルを習得するための講習を実施する「デジタルスキル習得チャレンジ支援事業」、キャリ

ア形成の機会が十分に提供されていない非正規労働者等や、時間的制約が大きくスキル習得

に割く時間が限られているひとり親に対し、キャリア形成や就職活動を支援していく「成長産

業分野へのキャリアシフト等支援事業」、人材の供給の強化が求められる成長産業分野や人材

確保の課題を抱える産業分野への人材シフトを強化するため、求職者と企業とのマッチング

イベントを実施する「産業分野別人材確保・就職促進事業」を新たに展開した。 
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事業報告（兼附属明細書） 

１ 東京都しごとセンター事業の管理運営 

東京都しごとセンターの指定管理者として、東京都や国等の関係機関と連携し、総合的な

就業支援を行うとともに、施設の適切な管理運営を行った。 

（１） 関係機関と連携した総合的な雇用・就業サービスの提供[Ｐ34 表９]

東京しごとセンターに入居する、ハローワーク、労働相談情報センター、福祉人材セ

ンター、保育人材・保育所支援センター、ひとり親家庭支援センター、職業能力開発協

会等関連機関との連絡調整を行い、雇用・就業に関する様々なニーズにワンストップで

対応するとともに、国や区市町村、地域の関係機関等と連携し、総合的な雇用・就業サ

ービスを提供した。 

（２） 普及啓発

東京都しごとセンター事業の実施に際し、ホームページやパンフレット、ＳＮＳ等に

より、事業の紹介、各種セミナーの開催案内、関連情報の提供を行うとともに、特設展

示コーナーを設置し、各種事業のＰＲを行った。 

① 東京しごとセンターホームページの改修と運用

② 「東京しごとセンター利用案内」リーフレットの作成（Ａ５判 15,000 部・Ａ４判 32,000

部）

（３） 施設の提供

雇用及び就業の促進に関する会議、講習会等を行う団体、都民に対して、講堂・セミ

ナー室の貸出しを行った。

 表７－１ 貸出施設利用実績（東京都しごとセンター（飯田橋）） 

表７－２ 貸出施設利用実績（東京都しごとセンター多摩（立川）） 

区 分 講堂 

（ホール１・２）

セミナー室

（502 教室） 

定 員 150 人 39 人 

貸 出 620 件 354 件 

稼 働 率 30.7％ 35.0％ 

なお、各貸出施設の利用者に対しては、利用回数等の把握を行うとともに、施設の清掃

状況や職員の対応等の満足度についてのアンケート調査を行った。 

区 分 講 堂 セミナー室

定 員 300人 54人 

貸 出 646件 431件 

稼 働 率 64.0％ 42.7％ 
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事業報告（兼附属明細書） 
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① 東京都しごとセンター（飯田橋） 

調査期間：令和８年２月 

  調査対象：貸出施設利用団体（43件） 

  回 収 数：28件（回収率65.1％） 

表８－１ 貸会議室利用者アンケート（飯田橋） 総合的な満足度 

 大いに満足 概ね満足 やや不満 かなり不満 未 回 答 

回 収 数 11 17 ０ ０   ０ 

構 成 比 39.3％ 60.7％ - - - 

※未回答は構成比より除く。  
 

② 東京都しごとセンター多摩（立川） 

 調査期間：令和８年２月 

   調査対象：貸出施設利用団体（23件） 

   回 収 数：16件（回収率69.6％） 

表８－２ 貸会議室利用者アンケート（立川） 総合的な満足度 

 大いに満足 概ね満足 やや不満 かなり不満 未 回 答 

回 収 数 ７ ８ 1 ０ ０ 

構 成 比 43.8％  50.0％  6.2％ － － 

   ※未回答は構成比より除く。  
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表９　東京都しごとセンター事業実績総括表

１　東京都しごとセンター（飯田橋・多摩）利用状況

(1)　令和７年４月１日～令和８年３月31日まで （人）

再来利用者数 計

ヤ ン グ 39,784 47,346 3,072

ミ ド ル 90,084 103,105 6,226

シ ニ ア 60,079 72,404 2,958

女　　性 ※2 3,627 2,171 27,907 30,078 1,279

専門サポート 240 7,642 7,882 174

小　　計 225,496 260,815 13,709

5,111

27,162

32,273

293,088 13,709

※１　就職者数は、令和６年度以前の登録者で令和７年度に就職した者を含む。

※２　年齢別コーナー等の併用を含む「女性しごと応援テラス（女性しごと応援テラス多摩含む。）」の
　　　新規利用者

(2)　平成16年７月26日～令和８年３月31日まで（東京都しごとセンター開設以来）※３（人）

再来利用者数 計

ヤ ン グ 1,028,392 1,208,202 92,600

ミ ド ル 1,255,889 1,481,226 141,490

シ ニ ア 838,653 1,025,070 46,557

女　　性 ※2  25,435 19,614 197,737 217,351 11,255

専門サポート 1,112 26,162 27,274 622

小　　計 3,346,833 3,959,123 292,524

111,310

172,412

283,722

4,242,845 292,524

※３　東京都しごとセンター多摩の実績は平成19年８月１日開設以降のもの

(3)  令和７年度オンライン登録実績 （人）

17,363

区　　分
新規利用者数

179,810

225,337

186,417

合    計

区    分

合　　計

合　　計

就職者数
※１

区　　分
利用者数 就職者数

※１

専門相談・事業所相談

多様な働き方セミナー等

小　　計

多様な働き方セミナー等

利用者数

専門相談・事業所相談

総合相談

7,562

13,021

ヤ ン グ

シ ニ ア

ミ ド ル

612,290

12,325

35,319

小　　計

総合相談

新規利用者数

利　用　者　数

新　　規

4,431

7,671

5,261
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２ 総合相談窓口の設置、多様な働き方に対する支援 

総合相談窓口や専門相談窓口を設置し、センター利用者の多様な就業ニーズに適切に対

応するとともに、多様な働き方に関するセミナー等を行うことにより、ライフスタイルや人

生観・職業観に応じた多様な就業形態を選択できるよう支援を行った。  
 

（１） 総合相談窓口の設置 

センターでは、若年者から高齢者まで幅広い年齢層を対象に、多岐にわたる事業を展

開している。また、来所する利用者の多くは、具体的な就職活動のプランを持っていない

場合や、センター内で提供されているサービス内容を十分に理解していない方もおり、就

職活動に対して漠然とした不安を持っている方も少なくない。このような利用者が、多様

な事業の内容や実施場所等を理解・把握し、迷わず適切なサービスを受けることができる

よう、総合相談窓口を設置し、利用者の希望などを十分に傾聴し把握した上で、適切な相

談窓口や外部機関の紹介等を行った。  
 

（２） 事業所相談 

事業主向けのサービスとして、センターの提供サービスや事業主を対象とした事業の

相談・情報提供を行った。また、若年者の求人及び高年齢者の求人についてはハローワ

ークと、中高年者を含む求人及び結婚・出産・育児・介護などの理由で離職し再就職を

目指す方などを対象とした「女性しごと応援テラス」の求人については、委託事業者と

連携して求人申込みの支援を行った（947 件）。 

 

（３） 専門相談窓口の設置 

雇用以外の多様な働き方や、職業適性、社会保険など、働くことと密接に関連する分

野の専門的な相談窓口を設置し、情報提供や助言を行った。 

①   起業・創業相談        305 件（うちオンライン 39 件） 

②   多様な働き方相談       316 件（うちオンライン 35 件） 

③   職業適性相談       3,034 件（うち検査 1,102 件） 

④   社会保険・年金相談      341 件（うちオンライン 41 件） 

⑤   メンタルケア相談        25 件 

⑥    就業自立支援相談（拡充）    96 件 

 

（４） 多様な働き方情報の収集・提供 

多様な働き方を実践している先駆者や研究者等を講師にセミナーを実施するほか、就

業体験の機会を設けるなど、総合的な情報提供を行った。 

①    多様な働き方セミナー     計 24 回、2,571 人（うちオンライン 1,266 人） 

②   ＮＰＯ等での就業体験      21 人日 

 

（５）区市町村と連携した就職支援セミナー等の実施 

就職支援セミナーや個別相談会などを  区市町村と共同で開催し、企画、ノウハウ提 

供等の支援を行い、地域における就業促進を図った(シニア 10 回、362 人)。  
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（６） 情報の提供

職業適性診断、履歴書・職務経歴書の作成に利用できるパソコンを設置するとともに、

就職に関する各種書籍などを収集し、求職活動に役立つ情報の提供を行った。 

（７） 事業実績の把握等

東京都しごとセンター事業の利用実績を集計・分析するとともに、各種サービスの満

足度等についてのアンケート調査を実施した。 

 調査期間：令和７年 11 月 12 日から令和７年 12 月 31 日まで 

調査対象：令和７年度利用者（無作為抽出による 6,680 人） 

回 収 率： 41.2％ 

表 10 東京都しごとセンター事業利用者アンケート 総合的な満足度 

満足 やや満足 やや不満 不満 無回答 

回 答 数 1,164 1,047 140 38 365 

構 成 比 48.7％ 43.8％  5.9％ 1.6％ － 

※無回答は構成比より除く。

（８） ＳＮＳ等を活用したオンライン就職支援窓口の設置

全ての求職者を対象に、ＬＩＮＥ、電話、オンラインで気軽に相談できる「オンライ

ン就職支援窓口」を設置し、就職活動全般についてのキャリアカウンセリングを実施し

た。併せて求職者に役立つ求職活動支援セミナーをオンラインで配信した。 

 相談件数 9,231 件 

（内訳：電話 5,010 件、ＬＩＮＥ 2,330 件、オンライン 1,891 件） 

求職活動支援セミナー動画配信 65 本、視聴回数 753,584 回 

（９） オンライン就職面接支援事業

東京しごとセンター及び東京しごとセンター多摩に、オンライン就職面接の模擬実施

を可能とする環境整備としてテレワークボックスを各 1 台設置し、就職支援アドバイザ  
ーによる利用者のオンライン面接対策への支援を強化した（利用者数延べ 43 件）。

- 37 -



 

 - 38 - 

３ 若年者の雇用就業支援 

若年者（34 歳以下）の雇用・就業支援事業として、各種セミナーや企業情報の提供等に

より、職業意識の形成を図るとともに、個々の状況に応じたきめ細かなカウンセリングや

能力開発等を実施した。 

事業実施に際しては、センター併設のハローワーク飯田橋Ｕ－35 をはじめとして、教育

機関等の関係機関と密接に連携し、効果的な事業運営を図った。  
 

（１） キャリアカウンセリング等の実施 

① 個別カウンセリング 

若年者の就業に関する専門的な知識・経験を有する就職支援アドバイザーを配置し、

個々の適性や希望、状況等を踏まえたきめ細かな相談やカウンセリングを行い、若年者

の就業を支援した（21,141 回（うちオンライン 4,843 回））。 

② グループカウンセリング 

就職活動に際して同じような悩みを抱えている若年者を集め、就職支援アドバイザー

のコーディネートのもと、若年者同士が話し合いを通じて問題解決ができるよう、少人

数グループによるカウンセリングを実施した（23 回・145 人）。 

③ 若者しごとホットライン 

若年者が就職についての悩みを気軽に相談できる窓口として、「若者しごとホットラ

イン」を設置し、就職支援アドバイザーが若年者やその保護者等からの「しごと」に関

する相談に電話又は電子メールにて応じた（電話 595 回、電子メール 12 回）。 

④ 出張型支援の充実強化 

地域の就労支援機関や教育機関と連携して、キャリアカウンセリングやセミナー等の

就職支援サービスを出張型で提供した（162 回（うちオンライン 36 回））。 

⑤ 就活実践力養成講座 

若年求職者の就職力の底上げを図るため、基礎的な内容から実践的な対策まで、１ 

回完結型のセミナーを実施した（126 回）。 

⑥ 能力開発コースの実施  
就職にあたって必要な基本知識・技能を習得し、就業に結びつけるために、能力開発

コースを実施した。  
 

表 11 能力開発コース実施状況 

講座名 内  容 実施回数 受講者 

資格取得等支援講座 

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ  Ｏｆｆ ｉｃｅ  Ｓｐｅｃｉａ ｌ

ｉｓｔの受験を目指す 

・受験対策導入（応用）  Ｗｏｒｄ  

・受験対策導入（応用）  Ｅｘｃｅｌ   

14 回  17 人  

 

⑦ 若年者就職力アップ事業 

チームで働く力等の社会人基礎力や、パソコン操作を含む基礎的な職務能力を向上さ

せるとともに  、企業見学により仕事に対する具体的なイメージ形成を図るプログラム

を提供した（４回・106 人）。  
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３ 若年者の雇用就業支援 
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⑧ 若年者早期就職支援事業（呼称：「就活予備校」（就よび！）） 

専任の就職支援アドバイザーを配置し、就職活動に必要な基礎的知識・技能を習得さ

せるとともに、グループワーク等により、コミュニケーション能力の向上や相互啓発を

図ることにより若年者を就職につなげた（12 期・249 人）。 

⑨ 新卒学生フォローアップ事業 

就職活動が進まない大学３年生等に対して、グループワークを主体とした短期集中型

のプログラムを提供し、遅れを取り戻しながら就職活動の流れに乗れるよう支援を行っ

た（４回・37 人）。 

⑩ 様々な職業情報の提供 

インターネット上で提供されている様々な情報を検索できるパソコン及び適性診断、

履歴書作成用のパソコン、関連書籍を設置し、個々の状況に応じた職業探しのサポート

を行った。 

 

（２） 若者と企業のマッチング支援 

若年者と企業に出会いの場等を提供し、若年者と企業が活発な交流を行うとともに、

中小企業に赴いて仕事の現場を体験することで、相互理解及び就業イメージの向上を図

り、十分な企業・職種理解に基づく適切なマッチングを推進した。  
① 就職面接会の実施  

ハローワーク等と連携し、若年者を対象とした就職面接会を開催した（４回・186 人）。 

② 合同企業説明会  
大企業指向等によるミスマッチ解消のため、若年者の採用に意欲的な中小企業と若年

者が交流できるプレマッチングの場を提供した（34 歳以下向け 10 回・234 人、新卒向

け７回・434 人）。 

③ 中小企業見学 

中小企業の理解を促すため、企業に赴いて、中小企業の現場を体験できる見学会を実

施した（139 回・499 人）。 

④ 合同企業説明会直前対策セミナー 

合同企業説明会を効果的に活用し、応募の促進につなげるための、直前対策セミナー

を実施した（34 歳以下向け 10 回・237 人）。 

⑤ 面接対策セミナー 

東京都及び東京労働局が主催する新規大卒者等合同就職面接会等を通じた就職決定

を支援するため、就職面接会の効果的な活用方法の習得及び模擬面接講座をセットにし

たセミナーを行った（13 回・468 人）。 

⑥ 業界職種研究ライブラリーの設置  

中小企業等の企業情報の収集、分析及び提供等を行うとともに、情報提供アドバイザ

ーを配置して、利用者が行う企業研究等に対して、専門的見地から助言等を行った（登

録企業数 1,037 社、情報提供 2,536 人（うちオンライン 67 人））。 

また、業界や職種の理解を深め、しごと選択の視野を広げることを目的とした勉強会

を開催した（テーマ別セミナー36 回・547 人、企業訪問 36 回・544 人）。 

⑦ 採用・育成サポートセミナー 

若年者の採用や人材育成に関するノウハウが乏しい中小企業に対して、自社の魅力の
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伝え方や、合同企業説明会等マッチング事業を通じた採用ノウハウ等を伝えるとともに、

人材育成に力を入れている企業や離職率の低い企業の事例等を交えて、若手社員の早期

離職を防止し、安定して働く環境づくりのノウハウを伝えるセミナーを実施した（12

回）。 

⑧ 採用・育成に関する好事例の提供 

若年者の採用や人材育成に関する好事例を収集し、業界職種研究ライブラリー登録企

業に対して、メールマガジンで配信した（40 回）。 

 

（３） 若者のキャリアデザイン支援（拡充） 

求職中から入社３年目までの若年者を対象に、セミナー、交流会やキャリアカウンセ

リングを通じて、自身のキャリアデザインを考えるきっかけを提供することにより、若

者の早期離職を防止し、職業生活の安定と企業の人材確保を後押しした。 

① 就職支援アドバイザーによる個別カウンセリング（求職者・入社後共通）（新規） 

自身のキャリアデザインや入社後の職場定着等に関して、個々の適性や希望、状況等

を踏まえたきめ細かな相談やカウンセリングを実施した。 

② キャリアデザインセミナー（求職者）（新規） 

キャリアデザイン、自己理解や職業理解等について考え、就職後のミスマッチを防ぐ

ために必要なテーマを盛り込んだセミナーを実施した（６回）。 

③ 参加者交流会（求職者）（新規） 

経営者や先輩社会人との意見交換により将来のキャリアプランを考え、また同世代の

グループワーク等を通じて交流することで、自身のキャリアデザインを構築していくき

っかけを作った。（６回）。 

④ 社会人基礎力プログラム（入社１年以内） 

「自分視点」から「ビジネス視点」に転換し、自ら仕事の進め方を考えられる力をつ

けるとともに、組織の一員としての役割の理解を促すプログラムを実施した（基礎編３

回（うちオンライン２回）、応用編３回（うちオンライン２回））。 

⑤ キャリア形成プログラム（入社後２～３年以内） 

成果を上げるための仕事の応用力を身につけ、仕事の「やりがい」を見出すことで、

中堅社員へのステップアップを図り、また、職種ごとに特有の課題を取り上げ、実際の

業務に即した実践力を養うプログラムを実施した（基礎編３回（うちオンライン２回）、

応用編３回（うちオンライン２回）、職種別セミナー３回（すべてオンライン））。 

⑥ 参加者交流会 

自己のキャリアプランを考える機会の提供に加え、同世代グループ等を通じて交流す

ることで、横の繋がりを形成するとともに、入社早期の孤立化を防ぐため、経営者、先

輩社会人等との意見交換を行った（３回（うちオンライン２回））。 

⑦ 育成担当者向け早期離職防止セミナー 

職場にて若手社員の教育の担い手となる育成担当者を対象に、育成計画の立て方、チ

ューターの役割、コーチング等のノウハウを提供した（２回・38 人）。 

⑧ 管理者向け早期離職防止セミナー 

管理職や経営者等を対象に、人財の意義、若手社員との接し方、チューター・メンタ

ー制度、他社の人材育成事例等を伝達し、若手社員の早期離職を防ぐための職場づくり
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に役立てた（２回・38 人）。 

⑨ 早期離職防止ガイドブック 

新入社員に必要な研修メニュー、チューター制度、効果的なＯＪＴ、若手社員のやる

気を伸ばす職場環境、ストレスマネジメント等、早期離職防止のノウハウをまとめたガ

イドブックを作成し中小企業等に対し配布した（2,000 部）。 

 

（４） 就活バックアップ支援 

大学等のキャリアセンター職員及び新卒者等の保護者を対象とした事業を実施する

ことで、新卒者等の就職活動への間接的支援の促進を図った。 

① 大学等就職支援者向けセミナー 

センターの就職支援に関するノウハウを活用し、大学等のキャリアセンター職員を対

象に、新卒者等の就職支援に関するセミナーを実施した（２回・32 人）。 

② 大学等就職支援者・中小企業交流会 

大学等キャリアセンター職員と合同企業説明会に参加する中小企業とが直接交流す

る場を提供することで、大学等が実施する面接会等への中小企業の参加を促すとともに、

新卒者等と中小企業とのマッチング促進を図った（２回・32 人）。 

③ 保護者向けセミナー 

若年者の保護者を対象に、若年者の就職の現状や中小企業の理解を深めるセミナーを

実施した（２回（うちオンライン１回））。 

④ 保護者向け中小企業見学 

若年者の保護者に対し、中小企業の魅力を理解できるよう、中小企業の現場を体験で

きる見学会を実施した（２回（うちオンライン１回））。 

 

（５） 高校生向け就業意識啓発講座 

高校生の早期離職防止の一助とするため、都立高等学校と連携して、高校生の就業意

識を醸成するためのセミナーを行った（延べ 20 校・68 回・1,400 人）。 

 

（６） オンラインによる就職支援の実施 

    オンライン特設サイトを運営し、キャリアカウンセリングやセミナー、企業説明会等

を実施した（セミナー20 回・2,530 件、企業説明会 12 回・543 件）。 

 

（７） 就活アプローチ事業 

仕事による社会的自立が必要であるにもかかわらず就職活動に踏み出せないでいる

若年者を対象とした就業に向けた自信と意欲を高めていくための支援メニュー及び就

業支援機関等で支援に携わっているスタッフ向けのセミナーを実施した。 

①   ワークスタート支援プログラム  

個別相談や就業に必要な基礎的スキルを身につけるためのメニューと就業体験等を

組み合わせた、１期あたり７週間のカリキュラムを実施した（４期・受講者 39 人、修

了者 38 人）。 

また、地域の就労支援機関や教育機関等と連携して、ワークスタート支援プログラム

の出張型体験ワークや保護者向け説明会を実施し、対象となる層のプログラム参加への
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誘導を図った（体験ワーク 21 回・34 人、保護者向け説明会８回・16 人）。 

② 就労支援機関担当者向けセミナー 

ワークスタート支援プログラムの周知や就業支援に関するノウハウの提供を図るた

め、若年者就業支援に携わるＮＰＯや行政機関等のスタッフに対するセミナーを実施し

た（２回・33 人（うちオンライン 21 人））。 

 

（８） 若者正社員チャレンジ事業（平成 30～令和９年度、都出えんによる基金事業） 

未就職や非正規雇用等、正社員としての実務経験や社会人としての心構えを醸成する

機会が十分でない、29 歳以下の若年求職者を対象に、セミナーと企業内実習を組み合

わせたプログラムを提供することで、働くうえでの実践的な能力を身につけ、正規雇用

化を図った。  
①   若年求職者向け実習  

働く上での実践的な力を身につけ、早期の正規雇用化につなげるため、セミナーと企

業内実習を組み合わせたプログラムを実施した（639 人）。  
② 助成金の支給  

企業内実習期間中には、若年求職者に「キャリア習得奨励金」を、実習受入企業に「受

入準備金」をそれぞれ支給した。  
また、企業内実習終了後、ハローワーク飯田橋Ｕ－35 の職業紹介を通じて実習に参

加した若年求職者を正社員として採用し、６か月以上継続雇用した企業に対し「採用奨

励金」を支給することで正規雇用の促進を図った。  
③ 職場定着支援の実施  

ハローワーク飯田橋Ｕ－35 を通じ、正社員として実習先企業へ就職した者や企業関

係者に対し、就業開始から６か月の間、職場訪問により面談を行い助言する等、職場定

着のための支援を行った。  
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４ 中高年者の雇用就業支援 

中高年者（30 歳から 54 歳）の雇用・就業支援事業として、専任の就職支援アドバイザ

ーによるキャリアカウンセリング、求職活動支援セミナー・再就職基礎講座等の能力開発

コースの実施、民間就職支援会社の持つ独自の求人情報等を活用したマッチング等、総合

的できめ細かいサービスを提供することにより、雇用のミスマッチの解消、再就職活動を

支援した。 

（１） 就職支援アドバイザーによる支援

再就職を目指す中高年者を対象として、専任の就職支援アドバイザーによるキャリア

カウンセリング、応募書類（履歴書･職務経歴書）の作成支援や面接対策、民間就職支

援会社の持つ独自の求人情報や業界情報の提供、職業紹介等の活用により、再就職活動 

を支援した。 

カウンセリング回数 延べ 69,614 回（うち来所 21,232 回、オンライン 3,587 回）

（２） 求職活動支援セミナーの実施

中高年者の再就職に必要な実践的なテクニックの習得を目的として、求職活動支援セ

ミナーを実施した。

① 小規模セミナー

ア 「自己理解促進」セミナー・「就職対策支援」セミナー

カウンセリングを通じて抽出した、求職者が抱える共通課題を解決するために、

求職情報の探し方、応募書類作成のポイント、面接のロールプレイ等のセミナーを

定期的に開催して、利用者の基礎的知識の向上を図った。 

（実施セミナー：就職成功のポイント、面接技法等） 

（ｱ） 実施回数 417 回（うちオンライン 96 回） 

（ｲ） 受講者数 5,048 人（うちオンライン 2,209 人） 

イ 「応募活動支援」セミナー

初回利用日から６か月以上経過した未決定者を対象に、グループワークを実施し、

活動の長期化により低下したモチベーションの向上を図った。 

（ｱ） 実施回数  24 回 

（ｲ） 受講者数  187 人 

ウ 「自立活動支援プログラム」

自ら積極的に就職活動を進められる利用者を対象にグループワークを実施し、早期

就業の機会を拡大した。 

（ｱ） 実施回数  12 回 

（ｲ） 受講者数  292 人 

エ 「在職者向け」セミナー

離職を予定している在職者を対象に、土曜日にセミナーを開催し、在職者の就職活

動の活性化を図った。 

（ｱ） 実施回数  36 回（うちオンライン 11 回） 

（ｲ） 受講者数  517 人（うちオンライン 121 人） 

② 大規模セミナー

東京都しごとセンターのＰＲ事業として、労働市場の現状や求職活動の効果的な方法

等の実践的なセミナーを開催して求職活動に役立つ情報提供を行った。 

（実施セミナー：社会人基礎力を活かす！～人生 100 年時代を生き抜くスキルと働き

- 43 -



 

 - 44 - 

方～） 

   ア 実施回数          ６回 

   イ 受講者数         650人 

 

（３） 能力開発コースの実施 

就職にあたって必要な基本知識・技能を習得するために、就職支援アドバイザーの

受講指示により、能力開発コースを実施した（142 回・1,898 人（うちオンライン 48

回・436 人））。 

 

表 12 能力開発コースの実施 

講座名 内  容 実施回数 受講者 

再就職基礎講座 
・コミュニケーション能力向上 

・キャリア開発 

88 回 

(うちオンライ

ン 48 回) 

837 人 

(うちオンライ

ン 436 人) 

スキルアップ講座 

・初心者 

・Ｗｏｒｄ及びＥｘｃｅｌ入門 

・Ｗｏｒｄ初級・Ｅｘｃｅｌ初級 

・ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ  

48 回 947 人 

資格取得等支援講座 

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ  Ｏｆｆｉｃｅ  Ｓｐｅｃｉａ ｌ ｉ

ｓｔの受験を目指す 

・受験対策導入（応用）  Ｗｏｒｄ  

・受験対策導入（応用）  Ｅｘｃｅｌ   

６回 114 人 

計 

142 回 

(うちオンライ

ン 48 回) 

1,898 人 

(うちオンライ

ン 436 人) 

 
（４） 情報の提供 

インターネット上で提供されている様々な情報の検索や、履歴書・職務経歴書の作成

に利用できるパソコンと独自求人検索用のパソコンを設置し、求職活動に役立つ情報の

提供を行った。 

 

（５） 就職氷河期世代等ミドル向け合同面接会（再構築） 

   就職氷河期世代等中高年求職者を対象に合同就職面接会をしごとセンター内外で開

催した。 

①   大規模面接会（外部会場） 

ア 実施回数     ８回 

イ 参加企業数     93 社 

ウ 参加者数     855 人 

 

②   小規模面接会（内部会場） 

  ア 実施回数        ６回 

   イ 参加企業数     70 社 

  ウ 参加者数     441 人 
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（６） ミドルアフターのキャリアチェンジ支援 

産業構造の変化等の影響により、キャリアを活かしづらいミドルアフター層（45～54

歳）の求職者に、就職の方向性の拡大やマッチング機会の提供等の就職支援を行った。  

①   キャリアチェンジセミナー

 ア 実施回数  12 回

 イ 受講者数    210 人

  

②   職種理解見学会 

ア 実施回数    12 回

 イ 参加者数   199 人

  

③   職場体験 

ア 実施回数    ６回

 イ 参加者数    37 人

  
④   合同企業説明会 

ア 実施回数    ６回

 イ 参加企業数    47 社

 ウ 参加者数     134 人

  

（７） 非正規就業者向けアプローチセミナー

 就業支援を必要とする就職氷河期世代等の非正規就業者の掘り起こしのために、マネ

ープラン等の生活設計やキャリアアップをテーマとしたセミナーを開催した。

 ①   実施回数      24 回（うちオンライン 12 回） 

②   受講者数     264 人（うちオンライン 119 人） 

 

（８） ミドル版ワークスタート支援プログラム

     無業状態が長く続き、職業人、社会人としての経験等が不足している中高年層を対象

に、就職活動に進むための準備段階として、自信回復、職場で必要な基礎能力の付与及

び就労体験等を組み合わせたプログラムを提供して、職業的自立を目指すための第一歩

を支援した。 

①    実施回数         ３回

 ②   受講者数      44 人

  

（９） オンラインによる就職支援の実施

     新しい生活様式に対応し、感染症や天災等が生じても求職者の活動を継続的に支援で

 きるようにするため、キャリアカウンセリング、各種セミナー、企業説明会等のサービ

スを、オンラインでも提供した。

  

（10） 非正規向け特別支援 

正社員としての再就職を目指す求職者に対し、個々の状況にあわせて受講できるプロ

グラム等を提供し、早期の正社員就職を支援した。
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① 求職活動支援セミナーの実施 

応募書類の作成、面接等における自己アピールの方法や労働市場の現状等、求職 

活動に必要な情報を提供することを目的として、求職活動支援セミナーを実施した。 

ア 実施回数     ６回 

イ 受講者数     691人 

②   パソコン講座の実施 

就職にあたって必要な基本知識・技能を習得するために、就職支援アドバイザーの受

講指示により、パソコン講座を実施した（16 回・312 人）。 

 

表 13 パソコン講座の実施状況 

講座名 内  容 実施回数 受講者 

スキルアップ講座 

・Ｗｏｒｄ及びＥｘｃｅｌ入門 

・Ｗｏｒｄ初級・Ｅｘｃｅｌ初級 

・ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ  

８回 153 人 

資格取得等支援講座 

Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ  Ｏｆｆｉｃｅ  Ｓｐｅｃｉａｌ ｉｓｔ  

の受験を目指す 

・受験対策導入（応用）  Ｗｏｒｄ  

・受験対策導入（応用）  Ｅｘｃｅｌ   

８回 159 人 

計 16 回 312 人 

 

③   就活エクスプレス事業 

キャリアの振り返りや職場訪問等による中小企業理解、応募書類作成、面接対策等、就

職活動を進めるうえでの課題に応じたプログラムをグループワーク形式で実施するととも

に、担当のジョブコーディネーターによる求人紹介等の支援を実施した（32 回・533 人）。 

 

（11） 東京しごと塾事業（平成 30～令和９年度、都出えんによる基金事業） 

正社員として就業するために必要な基本的なスキルや心構えを身につけていない 30

歳から 54 歳までの求職者を対象にプログラムを提供し、実践的な能力を身につけさせ、

正規雇用化を図った。また、プログラム修了者に対し、就職活動や就職後の職場定着を

支援した。 

 プログラムの実施                 ８期・140人 

実習中カウンセリング             2,083回（うちオンライン125回） 

定着支援講座            21回・185人 

人材育成講座                ８回・158人（すべてオンライン） 

助成金の支給                         107人 

 

（12） ミドルチャレンジ事業（呼称：Ｊｏｂトライ） 

（平成 30～令和９年度、都出えんによる基金事業） 

社会人としての一定のスキルはあるものの、正社員としての実務経験や、心構えを醸

成する機会が十分でない 30 歳から 54 歳までの求職者を対象に、セミナーと企業内実習

を組み合わせたプログラムを提供した。 

    事前セミナー    22 回・199 人 
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     合同企業説明会    20 回・351 人 

     実習前セミナー    22 回・118 人 

     企業内実習       119 人 
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５ 高年齢者の雇用就業支援 

高年齢者（55 歳以上）の雇用・就業支援事業として、ハローワークと連携し、就業相談・

職業紹介を実施した。また、都民ニーズや求人ニーズの高いコースを厳選して人材開発コー

スを実施した。さらに、定年退職後の働き方や高齢期の働き方に関して総合的な情報提供を

行う就業支援総合セミナーや、潜在的な求職者や就職活動に踏み出すも就職に至らない高

年齢者に向けた生涯現役社会推進事業、65 歳以上の高年齢者を対象とした職場体験事業、

高年齢者が培った総合的な職務遂行能力を中小企業で活かせる人材を養成する中小企業向

けエキスパート人材開発プログラムを実施し、高年齢者に対する再就職活動を支援した。 

 

（１） 就業相談 

ハローワークと連携し、就業相談やキャリアカウンセリング、ミニ就職面接会等のサ

ービスを提供した。 

① 就業相談・職業紹介等 

失業又は転職を余儀なくされた高年齢者や、退職後の新たな方向を模索する高年齢者 

等に対し、職歴や現状、希望条件等を踏まえた就業相談を行うとともに、ハローワーク

と連携して求人情報の提供・職業紹介を実施し、早期の再就職を図った(42,996 件（う

ちオンライン 247 件）)。また、職員の相談技法について一層の質的向上を図るため、事

例検討会を実施した（８回）。 

② キャリアカウンセリング 

キャリアコンサルタントの資格を持った職員が、仕事に関する個別の様々な問題点の 

整理や方向性、定年後のキャリア形成等についてカウンセリングを実施した（10,814 件）。 

③ ミニ就職面接会 

効率的なマッチングを図るためのミニ就職面接会（１回）をハローワークと共催実施

した。 

④ 再就職支援ツールの実施（拡充） 

就職活動における自己理解を深め、キャリアプランを明確化し、効果的な就職活動に

つながるよう、価値観診断機能、キャリアプランニング機能を有する新たな再就職支援

ツールを開発した。 

 

（２） 再就職活動支援セミナー等 

多様な求職ニーズに対応するため、再就職活動のノウハウをはじめ、スキルアップ、

未経験業種・職種への理解を深めるための各種セミナーを開催し、就業相談ともリンク

させたサービスを展開した。 

①   基本セミナー  

「履歴書の書き方」「職務経歴書の書き方」「求人の見方・探し方「面接のポイント」 

等、求職活動の基本セミナーを実施するにあたり、在職者が参加しやすいよう平日に加

えて土曜日も開催した。さらに就業相談の中で応募書類添削等の個別指導を行うことに

より、一層の就業促進を図った（289 回・6,023 人（うちオンライン 48 回・1,947 人））。                                                                                                                             

② 実践セミナー 

基本セミナーを受講した高年齢者に対し、応用力をつけるため、次のステップとして、

「職務経歴書の棚卸し体験」と「面接のロールプレイング」のセミナーを実践方式で実

施した（24 回・299 人）。 

③ 再就職応援セミナー 

高年齢者の採用の現状や求人動向を把握し、実際の就業現場で求められる高年齢者像 

を理解することで、高齢期就業におけるマインドチェンジとキャリアチェンジの必要性 

を理解するためのセミナーを実施した。 
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５ 高年齢者の雇用就業支援 
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ア 「就活スタート」編 

これから就職活動を始める高年齢者を対象に、マインドチェンジやキャリアチェン

ジの重要性を説明するとともに、高年齢者の就職状況を紹介するセミナーを開催した

（36 回・1,360 人（うちオンライン 12 回・712 人））。 

イ 「就活応用」編Ⅰ 

再就職経験者からの体験談とグループワークを通じて、再就職に向けた自己理解を

促進し、マインドチェンジやキャリアチェンジのきっかけを提供するセミナーを開催

した（７回・288 人（うちオンライン 102 人））。 

ウ 「就活応用」編Ⅱ 

高年齢者の就職実績が高い業界や職種をテーマに、業界関係者、人事担当者を講師と 

してセミナーを開催し、企業が求めるスキルや資質についての理解促進、職種転換につ 

いての具体的なイメージの構築を図った（５回・190 人（うちオンライン 55 人））。 

 

（３） シニアのパソコンスキルアップ講座 

就職活動や職場において必須である基本的なパソコン操作能力の向上を図り、円滑な 

就職活動に結びついていくため、パソコンスキルアップ講座を実施した。 

① 入門編（初心者・入門の各コース 計 79 人） 

② 基礎編（ワード基礎・エクセル基礎・パワーポイントの各コース 計 148 人） 

③ 応用編（ワード応用・エクセル応用の各コース 計 41 人） 

 

（４） 就業支援総合セミナー 

① 定年退職後の働き方を考えるセミナー 

概ね 60 歳以上の高年齢者を対象として、定年退職後の働き方をテーマに、再就職を

踏まえたライフプラン構築・年金制度・健康等を網羅した総合的な理解を目的としたセ

ミナーを実施し、今後の働き方を選択する際に必要な知識等を付与した（22 回・1,202

人（うちオンライン 12 回・487 人））。また、セミナー受講者の中から希望者を募り、ラ

イフプランの個別相談を実施した（47 件）。 

② シニア予備群向け出張セミナー 

企業等に講師を派遣し、概ね 50 歳から 60 代前半の従業員（シニア予備群）を対象

に、退職後のキャリアビジョンや高齢期の働き方を考えるセミナーを実施すること

で、退職後の再就職等に向け準備を始める意識啓蒙やアドバイスを行った（25 社（う

ちオンライン 19 社））。 

 

（５） 生涯現役社会推進事業 

現在就職活動は行っていないが潜在的な求職者である高年齢者や、就職活動に踏み

出すも就職に至らない高年齢者に向けて、高齢期においても働き続けることが可能な

再就職を目指して、マインドチェンジやキャリアチェンジを促す内容のセミナーを、都

内ハローワークと連携して都内各地で開催した（72 回・2,515 人（うちオンライン 12

回・470 人））。 

 

（６） オンラインによる就職支援の実施 

   新しい生活様式に対応し、感染症や天災等が生じても求職者の活動を継続的に支援で  
きるようにするため、キャリアカウンセリング、各種セミナー、企業説明会等のサービ

スを、オンラインでも提供した。  
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（７） 就職氷河期世代等シニア向け合同面接会 

氷河期世代を含めた高年齢者を対象に、早期の就職を目指し、就職セミナー、就職面接   

会を１日で集中的に実施する「就職１ｄａｙ（ワンデー）トライ」を開催し、企業と高齢

求職者の迅速なマッチングを図った（４回、409 人）。 

 

（８） シニアの社会参加サポートプログラム 

地域のＮＰＯ活動、コミュニティビジネス等、社会参加に関する基礎知識の付与及び

活動参加に向けた働き方の自己決定を目的としたプログラムを実施した。  
① セミナー実施 

ＮＰＯ就労やコミュニティビジネス等、シニアでの活動実績が比較的高い分野をテー 

マに設定し、具体的な活動内容、就業現場の状況、活動場所の探し方等を網羅する内容

で実施した。また、今後の活動参加に向けた方向性の確立に役立てるため、グループワ

ークによる課題演習を実施した（４回・176 人（うちオンライン 66 人））。 

② 就業相談 

セミナーを受講して身につけた基礎知識を踏まえて、ＮＰＯ就労等の社会参加に向け 

て具体的な活動方針を自己決定できるように、シニアコーナーでの雇用就業事例との比 

較も織り交ぜながら、就職支援アドバイザーが担当制によりサポートした。 

 
（９） 65 歳以上のシニア対象職場体験事業「しごとチャレンジ 65」 

都内ハローワークと連携し、採用を希望する企業を対象に 65 歳以上の高年齢者を対

象とした職場体験事業を実施し、70 歳以上の高年齢者についても就業支援に取り組んだ。 

① シニア活用開拓員による企業訪問・職場体験の協力要請  
高年齢者活用意向調査の結果等をもとに、シニア活用開拓員が採用意向を持つ中小企  

業等へ訪問を行い、職場体験受入の協力要請及び高年齢者の雇用勧奨を行った（企業訪

問 413 社）。  
② 再就職フェイスシートを活用した就業相談の実施  

再就職フェイスシートを用いた就業相談により、職務経歴の振り返りや自己のアピー  
ルポイントを再構築してもらうとともに、高年齢者の採用を希望する企業と職場体験希  
望者のマッチングを図った。  

③ 職場体験の実施と職業紹介機関との連携  
職場体験を希望する登録者に対して、１日３時間程度、最大３日間の短期職場体験を

実施するとともに、ハローワークとの連携による職業紹介を行い、就業機会の提供を図

った（体験実施 118 件）。 

④ 事例集の作成 

「しごとチャレンジ 65」を通じて採用された 65 歳以上のシニアと採用した企業にヒア 

リングを実施し、事例集として取りまとめた（5,000 部）。 

 

（10） 中小企業向けエキスパート人材開発プログラム「シニア中小企業サポート人材プログラム」 

少子高齢化が進展するなかで社会経済の活力を維持していくためには、高年齢者の能 

力・経験の活用が必要である。高年齢者が培ってきた職務遂行能力を活用し、人材確保

が困難な中小企業へ人材を提供していくための仕組みを構築することで、高年齢者の再

就職を支援した。 

具体的には、大手・中堅企業において一定の経験と能力を持った高年齢者を対象に、

これまで培ってきた調整能力・折衝能力・コミュニケーション能力等、総合的な職務遂
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都内ハローワークと連携し、採用を希望する企業を対象に 65 歳以上の高年齢者を対

象とした職場体験事業を実施し、70 歳以上の高年齢者についても就業支援に取り組んだ。 
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再就職フェイスシートを用いた就業相談により、職務経歴の振り返りや自己のアピー  
ルポイントを再構築してもらうとともに、高年齢者の採用を希望する企業と職場体験希  
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リングを実施し、事例集として取りまとめた（5,000 部）。 

 

（10） 中小企業向けエキスパート人材開発プログラム「シニア中小企業サポート人材プログラム」 

少子高齢化が進展するなかで社会経済の活力を維持していくためには、高年齢者の能 

力・経験の活用が必要である。高年齢者が培ってきた職務遂行能力を活用し、人材確保

が困難な中小企業へ人材を提供していくための仕組みを構築することで、高年齢者の再

就職を支援した。 

具体的には、大手・中堅企業において一定の経験と能力を持った高年齢者を対象に、

これまで培ってきた調整能力・折衝能力・コミュニケーション能力等、総合的な職務遂
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行能力を活かして、中小企業で活躍できるプログラムを実施した。 

このプログラムでは、中小企業向け支援として高年齢者人材活用セミナーを開催する 

とともに、プログラム修了者の人材情報を中小企業へ広く提供し、中小企業とプログラ

ム受講者とのマッチングを行った。

［実施状況］ 

① 実施回数  ４回 

② 応募者  100 人 

③ 受講者 55 人 

④ 修了者  54 人

⑤ 就職者（※） 20 人

⑥ 受講者募集用チラシ作成 32,000 枚

⑦ 企業向けセミナー １回 

※令和８年５月８日現在

（11） 中小企業向け人材開発コース「55 歳以上の方のための就職支援講習」

中小企業が必要とする人材を確保するとともに、高年齢者の就職機会の拡大を図るた

め、高年齢者活用に意欲のある事業主団体と協働し、都民ニーズや求人ニーズの高い職

種について人材開発コースを実施した。 

① 中小企業向け人材開発コースの改善

社会経済状況の変化に対応するため、コースの内容等の見直しを行った。

改善：１コース（マンション管理員）

② コースの実施［Ｐ52 表 14］

働く意欲のある高年齢者を対象に、企業が求める人材として必要な基本的知識、技術・

技能を付与し再就職を支援するため、短期間の就職前準備講習を実施した。講習修了時

には、ハローワークと連携して求人事業所との合同面接会を行い就職に結びつけた。 

［実施状況］ 

ア 実施回数   20 回（１コース平均 12.5 日） 

イ 定員  545 人 

ウ 応募者  729 人（平均応募倍率 1.34 倍） 

エ 受講者  314 人 

オ 修了者  298 人（55～59 歳 35.6％、60 歳以上 64.4％） 

カ 就職者（※）  236 人（平均就職率 79.2 ％） 

キ リーフレット作成

ク コース別募集チラシ作成

ケ 合同面接会

※令和８年５月８日現在

  40,000 部 

191,000 部

  20 コース 

- 51 -



 

  - 52 - 

表 14 中小企業向け人材開発コース「55 歳以上の方のための就職支援講習」 

（）は女性の人数 

 

 

（12） はつらつ高齢者就業機会創出支援事業 

地域における高年齢者の就業支援を円滑に進めるため、東京都の「はつらつ高齢者就

業機会創出支援事業」によって、区市町村が補助する公益法人等（以下「アクティブシ

ニア就業支援センター」という。）に対し、求人情報や高年齢者就業に関する情報等を提

供した（令和７年度末現在９か所）。［Ｐ54 表 15］ 

また、合同就職面接会の共催、相談担当職員の研修、定期的な連絡会議の開催及び求

人情報の提供等により、アクティブシニア就業支援センターの安定的、自立的な事業運

営に向けた支援を行った。 

 

日 人 人 人 人 人

1 マンション管理員① 4/4 ～ 4/30 15 30 39 (7) 15 (2) 14 (2) 14 (2)

2 ヘルパー（介護職員初任者研修）① 4/3 ～ 5/28 27 30 25 (18) 12 (12) 11 (11) 10 (10)

3 ベビーシッター① 5/13 ～ 5/29 6 20 39 (39) 13 (13) 13 (13) 11 (11)

4 警備スタッフ① 5/14 ～ 5/30 8 30 17 (2) 8 (1) 8 (1) 5 (1)

5 ビル清掃スタッフ 6/6 ～ 6/19 7 25 29 (8) 11 (3) 11 (3) 4 (2)

6 保育補助員① 7/17 ～ 8/6 11 30 67 (59) 30 (26) 29 (26) 19 (18)

7 マンション管理員② 7/4 ～ 7/30 15 30 61 (13) 26 (7) 25 (7) 21 (7)

8 ベビーシッター② 7/10 ～ 7/24 6 20 29 (29) 12 (12) 12 (12) 11 (11)

9 ヘルパー（介護職員初任者研修）② 7/29 ～ 9/19 27 30 16 (9) 6 (4) 6 (4) 6 (4)

10 医療・福祉施設食アシスタント（吉祥寺会場） 9/2 ～ 9/18 9 25 25 (17) 11 (8) 10 (8) 8 (7)

11 マンション管理員③ 10/2 ～ 10/31 15 30 52 (5) 19 (0) 19 (0) 17 (0)

12 ケアスタッフ（介護職員初任者研修） 10/7 ～ 11/27 29 30 12 (9) 7 (5) 6 (4) 5 (3)

13 ベビーシッター③ 10/16 ～ 11/4 6 20 26 (26) 14 (14) 14 (14) 13 (13)

14 医療・福祉施設食アシスタント（飯田橋会場） 10/30 ～ 11/28 9 25 23 (15) 7 (6) 5 (4) 4 (3)

15 保育補助員② 11/10 ～ 12/5 11 30 55 (45) 30 (24) 27 (22) 23 (19)

16 警備スタッフ② 12/2 ～ 12/17 8 30 19 (3) 8 (1) 8 (1) 6 (1)

17 マンション管理員④ 1/14 ～ 2/13 15 30 71 (16) 26 (7) 26 (7) 15 (2)

18 保育補助員③ 1/19 ～ 2/6 11 30 38 (38) 23 (23) 22 (22) 20 (20)

19 ベビーシッター④ 1/29 ～ 2/12 6 20 32 (30) 13 (13) 11 (11) 7 (7)

20 調理業務アシスタント 2/3 ～ 2/20 8 30 54 (41) 23 (18) 21 (16) 17 (13)

249 545 729 (429) 314 (199) 298 (188) 236 (154)

〔修了者の年齢構成〕

応募者数 受講者数 就職者数

59歳以下 計

29863106

60～64歳 65～69歳

108 21

21.1 1007.0

人 数 （ 人 ）

講習
日数

割 合 （ ％ ） 35.6 36.2

合計

コース名 講習期間

70歳以上

修了者数定員

年 齢 層

№
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表 14 中小企業向け人材開発コース「55 歳以上の方のための就職支援講習」 

（）は女性の人数 

 

 

（12） はつらつ高齢者就業機会創出支援事業 

地域における高年齢者の就業支援を円滑に進めるため、東京都の「はつらつ高齢者就

業機会創出支援事業」によって、区市町村が補助する公益法人等（以下「アクティブシ

ニア就業支援センター」という。）に対し、求人情報や高年齢者就業に関する情報等を提

供した（令和７年度末現在９か所）。［Ｐ54 表 15］ 

また、合同就職面接会の共催、相談担当職員の研修、定期的な連絡会議の開催及び求

人情報の提供等により、アクティブシニア就業支援センターの安定的、自立的な事業運

営に向けた支援を行った。 

 

日 人 人 人 人 人

1 マンション管理員① 4/4 ～ 4/30 15 30 39 (7) 15 (2) 14 (2) 14 (2)

2 ヘルパー（介護職員初任者研修）① 4/3 ～ 5/28 27 30 25 (18) 12 (12) 11 (11) 10 (10)

3 ベビーシッター① 5/13 ～ 5/29 6 20 39 (39) 13 (13) 13 (13) 11 (11)

4 警備スタッフ① 5/14 ～ 5/30 8 30 17 (2) 8 (1) 8 (1) 5 (1)

5 ビル清掃スタッフ 6/6 ～ 6/19 7 25 29 (8) 11 (3) 11 (3) 4 (2)

6 保育補助員① 7/17 ～ 8/6 11 30 67 (59) 30 (26) 29 (26) 19 (18)

7 マンション管理員② 7/4 ～ 7/30 15 30 61 (13) 26 (7) 25 (7) 21 (7)

8 ベビーシッター② 7/10 ～ 7/24 6 20 29 (29) 12 (12) 12 (12) 11 (11)

9 ヘルパー（介護職員初任者研修）② 7/29 ～ 9/19 27 30 16 (9) 6 (4) 6 (4) 6 (4)

10 医療・福祉施設食アシスタント（吉祥寺会場） 9/2 ～ 9/18 9 25 25 (17) 11 (8) 10 (8) 8 (7)

11 マンション管理員③ 10/2 ～ 10/31 15 30 52 (5) 19 (0) 19 (0) 17 (0)

12 ケアスタッフ（介護職員初任者研修） 10/7 ～ 11/27 29 30 12 (9) 7 (5) 6 (4) 5 (3)

13 ベビーシッター③ 10/16 ～ 11/4 6 20 26 (26) 14 (14) 14 (14) 13 (13)

14 医療・福祉施設食アシスタント（飯田橋会場） 10/30 ～ 11/28 9 25 23 (15) 7 (6) 5 (4) 4 (3)

15 保育補助員② 11/10 ～ 12/5 11 30 55 (45) 30 (24) 27 (22) 23 (19)

16 警備スタッフ② 12/2 ～ 12/17 8 30 19 (3) 8 (1) 8 (1) 6 (1)

17 マンション管理員④ 1/14 ～ 2/13 15 30 71 (16) 26 (7) 26 (7) 15 (2)

18 保育補助員③ 1/19 ～ 2/6 11 30 38 (38) 23 (23) 22 (22) 20 (20)

19 ベビーシッター④ 1/29 ～ 2/12 6 20 32 (30) 13 (13) 11 (11) 7 (7)

20 調理業務アシスタント 2/3 ～ 2/20 8 30 54 (41) 23 (18) 21 (16) 17 (13)

249 545 729 (429) 314 (199) 298 (188) 236 (154)

〔修了者の年齢構成〕

応募者数 受講者数 就職者数

59歳以下 計

29863106

60～64歳 65～69歳

108 21

21.1 1007.0

人 数 （ 人 ）

講習
日数

割 合 （ ％ ） 35.6 36.2

合計

コース名 講習期間

70歳以上

修了者数定員

年 齢 層

№
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① 情報システムの運用 

財団と各アクティブシニア就業支援センター間を専用回線でつなぐ情報システムの

運用管理を行った。国から提供を受けたハローワーク求人情報を各アクティブシニア就

業支援センターへ配信し、各所の就業相談や無料職業紹介事業等の業務支援を行った。 

② 地域別合同就職面接会の共催 

アクティブシニア就業支援センターと共催し、合同就職面接会を実施した（延べ６回・ 

求人事業所 52 社・求人件数 318 件・求人数 645 人・面接会参加者数 192 人・延べ面接 

者数 241 人・就職者数 12 人(※就職者数は令和８年３月 31 日現在）)。 

③ アクティブシニア就業支援センター職員の育成 

アクティブシニア就業支援センター職員を対象に、職業相談・求人受理等の基礎知識

や技法等を付与するため、新任研修、実務研修を実施した（新任研修２回・実務研修６

回、参加者 70 人（うちオンライン４回、参加者 42 人））。 

④ 連絡会議の開催 

アクティブシニア就業支援センター相互の連携や情報交換等を促進していくため連

絡会議を開催した（５回）。 

⑤ 業務提携に対する支援 

アクティブシニア就業支援センター間において、「業務提携契約」に基づき共有化され 

た求人情報の運用管理を行った（共有化求人件数 1,144 件・紹介件数 122 件・就職者数 

17 人）。 

⑥ 求人開拓支援 

アクティブシニア就業支援センターの求人事業所としての認知度を上げるために、ア 

クティブシニア就業支援センターの事業概要をまとめた事業所向けパンフレットを作

成し、広報を実施することで、これまで確保することが難しかった職種についての自所

受求人の開拓を促進した（16,000 部作成・都内事業所等へ配布）。 

⑦ シニア就業支援キャラバンの実施 

高年齢者の就職活動のさらなる充実を図るために、地域で高年齢者と企業のマッチン 

グを推進する、「シニア就業支援キャラバン」事業を実施した（12 回・来場者 1,253 人）。 

実施にあたっては、アクティブシニア就業支援センターと連携を図り、都内 12 か所 

で開催した。 

ア 企業開拓の実施 

合同就職面接会の参加企業の開拓を行った（合同就職面接会参加企業 120 社）。 

イ 合同就職面接会の実施 

地域で高年齢者を就職につなげることを目的に、合同就職面接会を実施した（合同 

就職面接会参加者 1,162 人）。 

ウ セミナーの実施 

採用選考の成功を目指した求職者及び企業向けセミナーを合同就職面接会の直前

に実施した（求職者向けセミナー1,226 人、企業向けセミナー120 社（すべてオンライ

ン））。 

エ 相談・情報提供の実施 

アクティブシニア就業支援センター等の関係機関と連携を図り、合同就職面接会の 

開催と同時に就業相談及び情報提供を実施した（延べ 985 件）。 
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（13） 区市町村と連携した高年齢者向け再就職支援セミナー等の実施 

地域における高年齢者の就業促進を図るため、高年齢者向け再就職支援セミナーや個 

別相談会等を区市町村と共同で開催し、企画、ノウハウ提供等の支援を行った(10 回 

362 人)。［Ｐ36 「２（５）区市町村と連携した就職支援セミナー等の実施」の再掲］ 

 

表 15 アクティブシニア就業支援センター設置状況（令和７年度末９か所） 

年度 地 区 名 事業主体 開設時期 

14 

練 馬 区※ シルバー人材センター 平成14年８月 

品 川 区 社会福祉協議会 平成14年９月 

新 宿 区 公益財団法人新宿区勤労者・仕事支援センター 平成15年１月 

稲 城 市 社会福祉協議会 平成15年３月 

15 

葛 飾 区※ 社会福祉協議会 平成15年８月 

中 央 区 社会福祉協議会 平成15年10月 

府 中 市 公益財団法人府中市勤労者福祉振興公社 平成15年10月 

目 黒 区※ シルバー人材センター 平成15年10月 

三 鷹 市 ＮＰＯシニアＳＯＨＯ普及サロン・三鷹 平成15年12月 

立 川 市 立川商工会議所 平成16年３月 

16 
板 橋 区 社会福祉協議会 平成16年４月 

多 摩 市※ シルバー人材センター 平成16年７月 

17 
世田谷区※ 公益財団法人世田谷区産業振興公社 平成17年５月 

日 野 市※ 社会福祉協議会 平成17年８月 

20 港  区※ 公益社団法人長寿社会文化協会 平成21年２月 

23 大 田 区 社会福祉協議会 平成24年２月 

※目黒区のアクティブシニア就業支援センターは、平成 18 年度末閉所 

※多摩市のアクティブシニア就業支援センターは、平成 23 年度末閉所 

※世田谷区のアクティブシニア就業支援センターは、平成 26 年１月閉所 

※練馬区のアクティブシニア就業支援センターは、平成 25 年度末閉所 

※日野市のアクティブシニア就業支援センターは、令和２年度末閉所 

※港区のアクティブシニア就業支援センターは、令和４年２月閉所 

※葛飾区のアクティブシニア就業支援センターは、令和７年３月末閉所 
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（13） 区市町村と連携した高年齢者向け再就職支援セミナー等の実施 

地域における高年齢者の就業促進を図るため、高年齢者向け再就職支援セミナーや個 

別相談会等を区市町村と共同で開催し、企画、ノウハウ提供等の支援を行った(10 回 

362 人)。［Ｐ36 「２（５）区市町村と連携した就職支援セミナー等の実施」の再掲］ 

 

表 15 アクティブシニア就業支援センター設置状況（令和７年度末９か所） 

年度 地 区 名 事業主体 開設時期 

14 

練 馬 区※ シルバー人材センター 平成14年８月 

品 川 区 社会福祉協議会 平成14年９月 

新 宿 区 公益財団法人新宿区勤労者・仕事支援センター 平成15年１月 

稲 城 市 社会福祉協議会 平成15年３月 

15 

葛 飾 区※ 社会福祉協議会 平成15年８月 

中 央 区 社会福祉協議会 平成15年10月 

府 中 市 公益財団法人府中市勤労者福祉振興公社 平成15年10月 

目 黒 区※ シルバー人材センター 平成15年10月 

三 鷹 市 ＮＰＯシニアＳＯＨＯ普及サロン・三鷹 平成15年12月 

立 川 市 立川商工会議所 平成16年３月 

16 
板 橋 区 社会福祉協議会 平成16年４月 

多 摩 市※ シルバー人材センター 平成16年７月 

17 
世田谷区※ 公益財団法人世田谷区産業振興公社 平成17年５月 

日 野 市※ 社会福祉協議会 平成17年８月 

20 港  区※ 公益社団法人長寿社会文化協会 平成21年２月 

23 大 田 区 社会福祉協議会 平成24年２月 

※目黒区のアクティブシニア就業支援センターは、平成 18 年度末閉所 

※多摩市のアクティブシニア就業支援センターは、平成 23 年度末閉所 

※世田谷区のアクティブシニア就業支援センターは、平成 26 年１月閉所 

※練馬区のアクティブシニア就業支援センターは、平成 25 年度末閉所 

※日野市のアクティブシニア就業支援センターは、令和２年度末閉所 

※港区のアクティブシニア就業支援センターは、令和４年２月閉所 

※葛飾区のアクティブシニア就業支援センターは、令和７年３月末閉所 
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６ 女性の再就職支援 

結婚や出産、育児、介護等で離職し、家庭と両立して働きたいと考えている方や復職にブ

ランクがある方を対象とした女性再就職支援窓口を設置し、専門の就職支援アドバイザー

による個別カウンセリングを行っている。また、ビジネススキルや専門スキルを付与する能

力開発、離職ブランクを回復するための職場体験等を組み合わせた総合的プログラムや地

域に出向いてのセミナー等の実施等、きめ細かな支援を行い、女性の能力発揮、女性労働力

の開発・活用、仕事と家庭の両立支援への取組を進めた。 

 

（１） 女性再就職支援窓口の運営 

    家庭と両立しながら働きたいと考えている方や復職にブランクがある方を対象とし

た「女性しごと応援テラス」において、専門の就職支援アドバイザーによる個別カウン

セリング（8,197 回（うちオンライン 433 回））やミニセミナー（110 回）の実施、各種

情報提供等を行い、きめ細かなサービスを提供した。 

また、子連れでも安心して来所できるようキッズスペースを設置した。  
 

（２） 女性再就職サポートプログラムの実施 

結婚や出産、子育て等により長期の離職ブランクがある女性等、本人の自立的な活動

を促す支援だけでは再就職が困難な女性求職者を主な対象として、就職活動のノウハウ

をはじめ、ビジネススキルや経理事務、営業事務等の専門スキルを付与する職種別能力

開発、離職ブランクを埋め自信を回復するための職場体験、企業人事担当者との交流会

等を組み合わせた総合的な 10～12 日間の支援プログラムを実施した（11 回・修了者 232

人・就職者 108 人）。[P55 表 16] 

また、サポートプログラム終了後、一定期間を経過しても就職が決まらない修了生に

対して、グループワーク等を中心としたフォローアップセミナーを実施し、就職活動へ

のモチベーションアップを図った（11 回・129 人）。 

 

表16 サポートプログラムの実施状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ※就職者数は令和８年３月31日現在 

 

 

回 プログラム名
実施
ｾﾝﾀｰ

実施期間 定員 受講者 修了者 就職者

1 経理基本コース 飯田橋 4/10～4/25 25 24 20 14

2 事務基本コース 飯田橋 5/13～5/28 25 28 24 17

3 人事・給与計算コース 飯田橋 6/10～6/25 25 26 23 12

4 デジタルツール入門コース 飯田橋 7/3～7/18 25 26 23 16

5 経理基本コース 飯田橋 9/3～9/19 25 27 25 10

6 医療事務コース 飯田橋 10/14～10/29 25 22 21 10

7 事務基本コース 飯田橋 11/6～11/21 25 26 23 13

8 経理基本コース 飯田橋 12/4～12/19 25 24 22 9

9 デジタルツール入門コース 飯田橋 1/13～1/28 25 18 16 2

10 人事・給与計算コース 飯田橋 2/2～2/18 25 21 14 2

11 事務基本コース 飯田橋 2/24～3/11 25 28 21 3

275 270 232 108合　計
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（３） 女性向け在宅ワークセミナーの実施

家庭の事情等により自宅で働くことを希望する女性向けに在宅ワーク等に関する基

本的な情報を提供するセミナーを実施した（３回・73 人）。 

（４） レディＧＯ！ワクワク塾の実施

子育てとの両立に不安があり再就職を躊躇している女性を対象に、セミナーとインタ 

ーンシップを組み合わせた週１回・３か月程度のプログラムを実施した（４回・139 人）。 

（５） 就職面接会等の実施

企業と利用者が気軽に交流できる場を提供するため、少人数での企業説明会や就職面

接会を実施した（40 回・27 社）。 

（６） 職場見学会の実施

職場の雰囲気や働くイメージをつかむことにより、就職に対する不安を和らげること

を目的とした職場見学会を実施した（11 回・11 社）。 

（７） 子育て女性向け再就職支援イベントの実施

再就職について関心がありながらも具体的な行動に至っていない子育て中の女性を

主な対象とし、女性の興味を意識したテーマのセミナーと企業との交流会を実施した

（４回・135 人）。 

（８） 啓発セミナーの実施

東京都主催の「レディＧＯ！Ｐｒｏｊｅｃｔプラス」を共催し、面接対策セミナーの

実施、ブース出展等による事業ＰＲを行った（４回）。

（９） オンラインによる就職支援の実施

求職者の状況に応じた就職活動を継続的に支援するため、キャリアカウンセリング、

各種セミナー、企業説明会等のサービスを、オンラインでも提供した。

（10） 利用者向け託児サービスの実施

子連れでも安心して来所でき、個別カウンセリングや各種就業支援メニューを利用で

きるよう、託児室の運営を行うとともに、女性しごと応援キャラバンなどにおいても託

児サービスを実施し、子育て中の女性の就職活動を支援した（153 人)。 

（11） 地域密着型マッチングイベントの実施

育児・介護等家庭と両立しながら就職を目指す女性求職者を対象に、都内をブロック

に分け、地域性の高いマッチングイベント（合同就職面接会・個別就業相談・セミナー）

を各ブロックで実施した（７回・496 人・71 社）。 

（12） 女性キャリアアップ再就職応援プログラムの実施（新規）

女性のキャリア形成の実現に向けた就職を後押しするため、セミナーと企業交流を組
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きるよう、託児室の運営を行うとともに、女性しごと応援キャラバンなどにおいても託

児サービスを実施し、子育て中の女性の就職活動を支援した（153 人)。 

（11） 地域密着型マッチングイベントの実施

育児・介護等家庭と両立しながら就職を目指す女性求職者を対象に、都内をブロック

に分け、地域性の高いマッチングイベント（合同就職面接会・個別就業相談・セミナー）

を各ブロックで実施した（７回・496 人・71 社）。 

（12） 女性キャリアアップ再就職応援プログラムの実施（新規）

女性のキャリア形成の実現に向けた就職を後押しするため、セミナーと企業交流を組
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み合わせたプログラムを実施した（３回・76 人・オンデマンド配信 364 人）。 

 

（13） 女性しごと応援キャラバンの実施  
再就職を希望する女性求職者を対象に、都内各区市町村において、キャラバン型のセ

ミナー及び個別就業相談会を実施した（83 回・5,190 人）。 

 

（14） 女性再就職包括サポート事業の実施（新規）  
育児や介護等の事情を抱えた方が、就職活動をより効率的に実施できるよう、オンラ

インによるメンター相談、キャリア講座及びアウトプットシェア会を実施した。 

① メンター相談 65 件 

   ② キャリア講座 ７講座 

   ③ アウトプットシェア会 16 回・45 人 
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７ 就労困難者の雇用就業支援 

働く意欲があるにもかかわらず、種々の事情によって就労が困難な状況にある方がい

る。東京都は、こうした方を就労困難者と定義し、個性と能力に応じて働くことができ

るよう応援するため、令和元年 12 月に「都民の就労の支援に係る施策の推進とソーシャ

ルファームの創設の促進に関する条例」を制定した。

センターでは、当該条例の趣旨を踏まえ、「専門サポートコーナー」を設置し、就労困

難者へのきめ細かい就労支援を実施した。 

また、非正規雇用やひとり親、困難を抱える女性等に対し、アウトリーチ型での支援

を実施した。 

（１） 専門サポートコーナーの運営

センター内の「専門サポートコーナー」において、個別カウンセリング、各種プロ

グラムの実施及び職業紹介等の支援を行った。 

（２） 就労支援アドバイザー等によるチーム支援

就労支援アドバイザーや職場定着支援員、臨床心理士等で構成するチームにより、

利用者個々の状況に応じた支援を行うことで、利用者の社会的自立及び就労の準備

度の向上を図り、就職及び職場への定着に結びつけるサービスを提供した（新規利用

者 240 人）。 

① 個別カウンセリング

利用者ごとに担当の就労支援アドバイザーが丁寧にカウンセリングを行うことで、

個々の特性や状況に応じたきめ細かな支援を行った（4,985 件（うちオンライン 507

件））。 

また、利用者が行うハローワークでの就職活動や職場見学、採用面接等に同行しサ

ポートを行った（312 回）。 

② 各種プログラムによる支援

利用者の社会的な自立及び就労を支援するためのプログラムを設定し、利用者個々

の特性や状況に応じたプログラムを実施した。また、就労の際に求められるスキルの

向上を図るため、パソコンスキル等の養成を実施した。 

ア 生活自立 31 回・134 人（うちオンライン２回・２名）

イ 社会自立 47 回・260 人（うちオンライン 15 回・28 名）

ウ 就労自立 79 回・380 人（うちオンライン 12 回・29 名）

エ ＰＣ講座 36 回・216 人

③ 就労受入先の確保 

求人開拓員が都内事業所を訪問して求人を開拓するとともに、職務内容、就労条件

及び給与支払方法等の条件緩和について交渉を行うことで、利用者の特性や状況に

沿った就労受入先の確保を行った（579 社、1,150 件、2,380 人）。 

④ 利用者・就労受入先のマッチング

就労の準備が整った利用者及び就労受入先に対して情報提供・マッチングを行っ
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度の向上を図り、就職及び職場への定着に結びつけるサービスを提供した（新規利用

者 240 人）。 

① 個別カウンセリング

利用者ごとに担当の就労支援アドバイザーが丁寧にカウンセリングを行うことで、

個々の特性や状況に応じたきめ細かな支援を行った（4,985 件（うちオンライン 507

件））。 

また、利用者が行うハローワークでの就職活動や職場見学、採用面接等に同行しサ

ポートを行った（312 回）。 

② 各種プログラムによる支援

利用者の社会的な自立及び就労を支援するためのプログラムを設定し、利用者個々
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イ 社会自立 47 回・260 人（うちオンライン 15 回・28 名）

ウ 就労自立 79 回・380 人（うちオンライン 12 回・29 名）

エ ＰＣ講座 36 回・216 人
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求人開拓員が都内事業所を訪問して求人を開拓するとともに、職務内容、就労条件

及び給与支払方法等の条件緩和について交渉を行うことで、利用者の特性や状況に
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た（就労者 174 人（うち独自求人 65 人））。 

⑤ 就労後の定着支援

職場定着支援員が利用者を雇用した事業所を訪問するなどし、就労受入れ先に定

着するよう、利用者・事業所双方に対して定着支援を行った（1,355 回（うち企業訪

問 189 回））。 

（３） 関係機関との連携

様々な側面から就労困難者を支援する各種支援機関・窓口（関係機関）を訪問し、

利用者支援などに関し連携を行った。 

（４） 女性ワークチャレンジ移動サロンの実施

都内で就労を希望する非正規雇用、ひとり親、困難な問題を抱える女性等を対象に、

セミナーや個別就業相談会、生活設計等の福祉的な個別相談会及び企業交流会を実

施した（12 回、204 名）。 
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８ 東京都しごとセンター多摩事業 

多摩地域における雇用・就業支援拠点として、若年者から高年齢者まで全ての年齢層の

利用者に対し、キャリアカウンセリング・求職活動支援セミナー・企業との交流会等、雇

用就業に関する一貫したサービスを関係機関と連携し、ワンストップで提供した。 

また、身近な地域における支援が特に有効なフリーターや高年齢者等に対する支援や、

平日に時間が取れない利用者向けの支援に加え、新卒未内定者に対する支援を効果的に実

施した。 

さらに、中小企業団体や行政機関等と連携し、地域に出向いた就職面接会を実施するな

ど、地域に密着した事業の展開を図るとともに、多摩地域の若者に多摩地域の中小企業の

情報を提供するため、交流支援事業を実施した。 

その他、女性再就職支援窓口「女性しごと応援テラス多摩」において、結婚や出産、育

児、介護等の理由で離職した女性など、家庭と仕事の両立を目指す女性を対象に、キャリ

アカウンセリングや各種セミナー等の能力開発を実施するとともに、女性活躍を推進して

いる企業とのマッチングイベントや企業交流会を開催した。また、正規雇用やキャリアア

ップを目指す女性求職者を対象として、将来的にマネジメント層として働くことを動機づ

けることを目的とする新たなプログラムを実施した。 

なお、ハローワークや自治体との連携を一層強化するとともに、正規雇用化を図る就職

チャレンジ多摩事業や、若者の早期離職を防止するキャリアデザイン支援の推進を図った。 

 

（１） 総合相談サービス 

① 総合案内 

利用者が各種事業の内容を理解し、最適なサービスを受けることができるよう案内を

行った。 

② 情報コーナーの運営 

パソコンでの応募書類作成や情報検索のほか、求人情報誌等の書籍を閲覧できるコー

ナーを設置し、求職活動に役立つ情報の提供を行った。 

③ 事業所相談 

事業所向けサービスとして、人材活用に関する相談に応じるとともに、イベント求人

を受け付けた（47 件）。 

 

（２）   就職支援アドバイザーによる支援（拡充） 

若年者から高年齢者まで全ての年齢層の利用者に対して、専門的知識と豊富な経験を

有する民間就職支援会社のアドバイザーによる利用者担当制のキャリアカウンセリン

グ、就職ノウハウのアドバイス、求人情報の提供等、利用者個々の状況に寄り添ったき

めの細かい就職支援を行い、早期の就職を支援した。 

また、日常生活及び就職活動に支障がある就職氷河期世代等に対し、社会福祉士、臨

床心理士等の専門家による助言等を行った。 

①  カウンセリング回数                 延べ 16,350 回 （うち来所は 2,501 回） 

②  就職までの平均日数                      247.7 日 

③  就職者の平均カウンセリング数              5.2 回 
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① 総合案内 

利用者が各種事業の内容を理解し、最適なサービスを受けることができるよう案内を

行った。 

② 情報コーナーの運営 

パソコンでの応募書類作成や情報検索のほか、求人情報誌等の書籍を閲覧できるコー

ナーを設置し、求職活動に役立つ情報の提供を行った。 

③ 事業所相談 

事業所向けサービスとして、人材活用に関する相談に応じるとともに、イベント求人

を受け付けた（47 件）。 

 

（２）   就職支援アドバイザーによる支援（拡充） 

若年者から高年齢者まで全ての年齢層の利用者に対して、専門的知識と豊富な経験を

有する民間就職支援会社のアドバイザーによる利用者担当制のキャリアカウンセリン

グ、就職ノウハウのアドバイス、求人情報の提供等、利用者個々の状況に寄り添ったき

めの細かい就職支援を行い、早期の就職を支援した。 

また、日常生活及び就職活動に支障がある就職氷河期世代等に対し、社会福祉士、臨

床心理士等の専門家による助言等を行った。 

①  カウンセリング回数                 延べ 16,350 回 （うち来所は 2,501 回） 

②  就職までの平均日数                      247.7 日 

③  就職者の平均カウンセリング数              5.2 回 
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（３） 就職ノウハウセミナーの実施

就職活動の進め方、自己理解、履歴書・職務経歴書等の応募書類の書き方、面接対処

方法等、就職ノウハウを身につけるためのセミナーを対象者のニーズにあわせて実施し

た。 

① 若年者向け

② 中高年者向け

 29 回・380 人 

12 回・ 586 人 

③ 高年齢者向け 12 回・708 人 

④ 全年齢向け 24 回・3,333 人（全てオンライン）

（４） 能力開発コースの実施

就職にあたって必要となる、パソコンの技術・技能を身につけるための能力開発コ

ースを実施した（24 回・320 人）。 

（５） 土曜就活セミナーの実施

平日の来所が困難な利用者に対して、土曜就活セミナーを実施し、効率的に就職活動

のスキルの習得を図ることができるよう、就職活動に役立つテーマを毎回設定した（42

回・968 人）。 

（６） ターゲットを絞ったサービス

身近な地域における支援が特に必要とされるフリーター、高齢者等に対する支援を

効果的に実施した。 

① 既卒等若年者向け就職面接会      20回・289人 

② 高齢期向け再就職支援セミナー       ３回・174人 

③ 新卒支援事業

ア 面接対策セミナー ５回・96人（うちオンライン・２回・46人） 

イ 合同企業説明会 ５回・120社・225人 

ウ 中小企業見学会 28回・52人 

エ 大学等就職支援者向けセミナー ２回・42人（全てオンライン）

オ 保護者向けセミナー １回・22人（全てオンライン） 

カ 保護者向け中小企業見学会  １回・22人（全てオンライン） 

（７） 地域と連携した就業支援事業

しごとセンター多摩を利用しにくい地域の求職者に対し、利用者のニーズに応え効

果的な支援を行っていくため、多摩地域の自治体・中小企業団体・都立職業能力開発

センター・就労支援機関等と連携を図り、面接会・セミナーを共同で実施した。

さらに、自治体・関係機関等のネットワークを強化し、地域と協力して効果的な支

援サービスを提供することにより、多摩地域全域の雇用就業の推進を図った。 

① 就職支援事例検討会（雇用就業対策検討会）

市町村の就業支援担当者向けに、就業支援における課題について検討する事例検討会

を実施した（２回・74人）。 

② 企業向けセミナー
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中小企業団体等と連携し、多摩地域の企業に対して、若年者の人材育成や職場定着、

フリーターの正社員化に取り組む好事例を紹介する等のセミナーを実施した（１回・28

社・35人）。 

③ 企業説明会 

多摩地域の企業が求める人材像や企業ＰＲ等を行う場を設け、利用者の企業に対する

理解を促進し、多摩地域の中小企業等へ誘導した（１回・67人）。 

④  就職面接会等[P62 表17・P63 表18・P64 表19] 

多摩地域の中小企業等への人材供給と、求職者への就職機会の提供を目的として就職

面接会を実施した（合同就職面接会４回・80社・415人、地域連携型就職面接会12回・

240社・879人、地域連携型就職面接会参加企業向けセミナー12回・240社、地域セミナ

ー20回・1,111人）。 

 

表17 就職面接会実績（合同就職面接会） 

回 開催日 開催場所 対象
参加
企業数

参加
人数

連携自治体・機関

1 4月25日（金）
東京しごと
センター多
摩

全年齢層 20 108

2 4月26日（土）
東京しごと
センター多
摩

全年齢層 20 103

3 8月6日（水）
東京しごと
センター多
摩

全年齢層 20 100

4 3月12日（木）
ホテルエミ
シア東京立
川

概ね
55歳以上

20 104

80社 415人合計

立川市
国分寺市
東京都労働相談情報センター多摩事務所
都立多摩職業能力開発センター
立川商工会議所無料職業紹介所
わくわくサポート三鷹
いきいきワーク府中
はつらつワーク稲城
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中小企業団体等と連携し、多摩地域の企業に対して、若年者の人材育成や職場定着、

フリーターの正社員化に取り組む好事例を紹介する等のセミナーを実施した（１回・28

社・35人）。 

③ 企業説明会 

多摩地域の企業が求める人材像や企業ＰＲ等を行う場を設け、利用者の企業に対する

理解を促進し、多摩地域の中小企業等へ誘導した（１回・67人）。 

④  就職面接会等[P62 表17・P63 表18・P64 表19] 

多摩地域の中小企業等への人材供給と、求職者への就職機会の提供を目的として就職

面接会を実施した（合同就職面接会４回・80社・415人、地域連携型就職面接会12回・

240社・879人、地域連携型就職面接会参加企業向けセミナー12回・240社、地域セミナ

ー20回・1,111人）。 

 

表17 就職面接会実績（合同就職面接会） 

回 開催日 開催場所 対象
参加
企業数

参加
人数

連携自治体・機関

1 4月25日（金）
東京しごと
センター多
摩

全年齢層 20 108

2 4月26日（土）
東京しごと
センター多
摩

全年齢層 20 103

3 8月6日（水）
東京しごと
センター多
摩

全年齢層 20 100

4 3月12日（木）
ホテルエミ
シア東京立
川

概ね
55歳以上

20 104

80社 415人合計

立川市
国分寺市
東京都労働相談情報センター多摩事務所
都立多摩職業能力開発センター
立川商工会議所無料職業紹介所
わくわくサポート三鷹
いきいきワーク府中
はつらつワーク稲城
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表18 就職面接会実績（地域連携型就職面接会） 

回 開催日 開催地区 対象 連携団体
参加
企業数

参加
人数

1 5月30日(金) 三鷹 全年齢
共催：三鷹市、武蔵野市、府中市、小金井市、国分寺市
後援：わくわくサポート三鷹、(一社)首都圏産業活性化協会 20 79

2 6月24日(火) 青梅 全年齢
共催：青梅市、立川市、昭島市、福生市、武蔵村山市、あきる野
市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町
後援：羽村市、青梅商工会議所、（一社）首都圏産業活性化協会

15 40

3 7月11日(金) 八王子 全年齢
共催：立川市、三鷹市、府中市、昭島市、調布市、町田市、日野
市、国立市、稲城市
後援：八王子市、八王子商工会議所、(一社)首都圏産業活性化協会

25 125

4 8月29日(金) 多摩 全年齢
共催：多摩市、府中市、調布市、町田市、稲城市
後援：八王子市、多摩商工会議所、（一社）首都圏産業活性化協会 20 91

5 9月26日(金) 清瀬 全年齢
共催：清瀬市、小平市、東村山市、東大和市、東久留米市、西東京
市
後援：(一社)首都圏産業活性化協会

15 32

6 10月17日(金) 調布 シニア
共催：調布市、武蔵野市、府中市、狛江市、稲城市
後援：（一社）首都圏産業活性化協会 20 52

7 10月31日(金) 日野 全年齢
共催：日野市、立川市、国立市、多摩市
後援：八王子市、（一社）首都圏産業活性化協会 20 56

8 11月14日(金) 西東京 全年齢
共催：西東京市、小平市、武蔵野市、東村山市、東大和市、東久留
米市
後援：(一社)首都圏産業活性化協会

20 47

9 12月4日(木) 昭島 全年齢

共同主催：東京都立多摩職業能力開発センター、青梅線沿線地域産
業クラスター協議会
共催：昭島市、立川市、青梅市、福生市、武蔵村山市、あきる野
市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町、東京都商工会連合会、（地独）
東京都立産業技術研究センター
後援：羽村市、立川商工会議所、青梅商工会議所、（公財）東京都
中小企業振興公社

25 101

10 1月23日(金) 府中 全年齢
共催：府中市、小金井市、国分寺市、国立市、狛江市、稲城市
後援：いきいきワーク府中、はつらつワーク稲城、むさし府中商工
会議所、(一社)首都圏産業活性化協会

20 102

11 2月6日(金) 町田 全年齢
共催：町田市、多摩市
後援：八王子市、町田商工会議所、(一社)首都圏産業活性化協会 20 81

12 2月20日(金) 武蔵野 全年齢
共催：武蔵野市、三鷹市、調布市、小金井市、国分寺市、西東京市
後援：武蔵野商工会議所、(一社)首都圏産業活性化協会 20 73

240社 879人合計  

 

※参加企業に対する企業向けセミナー（Ｗｅｂ）12回・240社併催 
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表19 地域セミナー実績（面接会対策セミナー） 

回 開催日 開催地区 対象 連携団体
参加
人数

備考

1 5月15日(木) 羽村 全年齢 後援：羽村市 57

2 5月30日(金) 三鷹 全年齢
共催：三鷹市、武蔵野市、府中市、小金井市、国分寺市

後援：わくわくサポート三鷹、(一社)首都圏産業活性化協会 83 面接会in三鷹併催

3 6月9日(月) 小金井 全年齢 共催：小金井市 53

4 6月23日(月) 青梅 全年齢
共催：青梅市、立川市、昭島市、福生市、武蔵村山市、あきる野

市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町

後援：羽村市、青梅商工会議所、（一社）首都圏産業活性化協会
37 面接会in青梅併催

5 7月11日(金) 八王子 全年齢

共催：立川市、三鷹市、府中市、昭島市、調布市、町田市、日野

市、国立市、稲城市

後援：八王子市、八王子商工会議所、(一社)首都圏産業活性化協

会

119 面接会in八王子併催

6 7月16日(水) 東大和 全年齢 共催：東大和市 38

7 8月29日(金) 多摩 全年齢
共催：多摩市、府中市、調布市、町田市、稲城市

後援：八王子市、多摩商工会議所、（一社）首都圏産業活性化協

会
75 面接会in多摩市併催

8 9月12日(金) 武蔵村山 全年齢 共催：武蔵村山市 39

9 9月16日(火) 東久留米 全年齢 共催：東久留米市 50

10 9月25日(木) 清瀬 全年齢
共催：清瀬市、小平市、東村山市、東大和市、東久留米市、西東

京市

後援：(一社)首都圏産業活性化協会
30 面接会in清瀬併催

11 10月8日(水) 国分寺 全年齢 共催：国分寺市 66

12 10月16日(木) 調布 シニア
共催：調布市、武蔵野市、府中市、狛江市、稲城市

後援：（一社）首都圏産業活性化協会 49 面接会in調布併催

13 10月30日(木) 日野 全年齢
共催：日野市、立川市、国立市、多摩市

後援：八王子市、（一社）首都圏産業活性化協会 38 面接会in日野併催

14 11月7日(金) 小平 全年齢
共催：西東京市、小平市、武蔵野市、東村山市、東大和市、東久

留米市

後援：(一社)首都圏産業活性化協会
49 面接会in西東京併催

15 11月27日(木) 福生 シニア 共催：福生市 41

16 12月4日(木) 昭島 全年齢

共同主催：東京都立多摩職業能力開発センター、青梅線沿線地域

産業クラスター協議会

共催：昭島市、立川市、青梅市、福生市、武蔵村山市、あきる野

市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町、東京都商工会連合会、（地

独）東京都立産業技術研究センター

後援：羽村市、立川商工会議所、青梅商工会議所、（公財）東京

都中小企業振興公社

88 面接会in昭島併催

17 12月10日(水) 奥多摩 全年齢 共催：奥多摩町 22

18 1月22日(木) 府中 全年齢
共催：府中市、小金井市、国分寺市、国立市、狛江市、稲城市

後援：いきいきワーク府中、はつらつワーク稲城、むさし府中商

工会議所、(一社)首都圏産業活性化協会
44 面接会in府中併催

19 2月6日(金) 町田 全年齢
共催：町田市、多摩市

後援：八王子市、町田商工会議所、(一社)首都圏産業活性化協会
64 面接会in町田併催

20 2月20日(金) 武蔵野 全年齢
共催：武蔵野市、三鷹市、調布市、小金井市、国分寺市、西東京

市

後援：武蔵野商工会議所、(一社)首都圏産業活性化協会
69 面接会in武蔵野併催

1,111人合計
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表19 地域セミナー実績（面接会対策セミナー） 

回 開催日 開催地区 対象 連携団体
参加
人数

備考

1 5月15日(木) 羽村 全年齢 後援：羽村市 57

2 5月30日(金) 三鷹 全年齢
共催：三鷹市、武蔵野市、府中市、小金井市、国分寺市

後援：わくわくサポート三鷹、(一社)首都圏産業活性化協会 83 面接会in三鷹併催

3 6月9日(月) 小金井 全年齢 共催：小金井市 53

4 6月23日(月) 青梅 全年齢
共催：青梅市、立川市、昭島市、福生市、武蔵村山市、あきる野

市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町

後援：羽村市、青梅商工会議所、（一社）首都圏産業活性化協会
37 面接会in青梅併催

5 7月11日(金) 八王子 全年齢

共催：立川市、三鷹市、府中市、昭島市、調布市、町田市、日野

市、国立市、稲城市

後援：八王子市、八王子商工会議所、(一社)首都圏産業活性化協

会

119 面接会in八王子併催

6 7月16日(水) 東大和 全年齢 共催：東大和市 38

7 8月29日(金) 多摩 全年齢
共催：多摩市、府中市、調布市、町田市、稲城市

後援：八王子市、多摩商工会議所、（一社）首都圏産業活性化協

会
75 面接会in多摩市併催

8 9月12日(金) 武蔵村山 全年齢 共催：武蔵村山市 39

9 9月16日(火) 東久留米 全年齢 共催：東久留米市 50

10 9月25日(木) 清瀬 全年齢
共催：清瀬市、小平市、東村山市、東大和市、東久留米市、西東

京市

後援：(一社)首都圏産業活性化協会
30 面接会in清瀬併催

11 10月8日(水) 国分寺 全年齢 共催：国分寺市 66

12 10月16日(木) 調布 シニア
共催：調布市、武蔵野市、府中市、狛江市、稲城市

後援：（一社）首都圏産業活性化協会 49 面接会in調布併催

13 10月30日(木) 日野 全年齢
共催：日野市、立川市、国立市、多摩市

後援：八王子市、（一社）首都圏産業活性化協会 38 面接会in日野併催

14 11月7日(金) 小平 全年齢
共催：西東京市、小平市、武蔵野市、東村山市、東大和市、東久

留米市

後援：(一社)首都圏産業活性化協会
49 面接会in西東京併催

15 11月27日(木) 福生 シニア 共催：福生市 41

16 12月4日(木) 昭島 全年齢

共同主催：東京都立多摩職業能力開発センター、青梅線沿線地域

産業クラスター協議会

共催：昭島市、立川市、青梅市、福生市、武蔵村山市、あきる野

市、瑞穂町、日の出町、奥多摩町、東京都商工会連合会、（地

独）東京都立産業技術研究センター

後援：羽村市、立川商工会議所、青梅商工会議所、（公財）東京

都中小企業振興公社

88 面接会in昭島併催

17 12月10日(水) 奥多摩 全年齢 共催：奥多摩町 22

18 1月22日(木) 府中 全年齢
共催：府中市、小金井市、国分寺市、国立市、狛江市、稲城市

後援：いきいきワーク府中、はつらつワーク稲城、むさし府中商

工会議所、(一社)首都圏産業活性化協会
44 面接会in府中併催

19 2月6日(金) 町田 全年齢
共催：町田市、多摩市

後援：八王子市、町田商工会議所、(一社)首都圏産業活性化協会
64 面接会in町田併催

20 2月20日(金) 武蔵野 全年齢
共催：武蔵野市、三鷹市、調布市、小金井市、国分寺市、西東京

市

後援：武蔵野商工会議所、(一社)首都圏産業活性化協会
69 面接会in武蔵野併催

1,111人合計
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（８） 多摩地域若者・中小企業交流支援事業 

多摩地域の大学等に講師を派遣し、中小企業の魅力や企業選びのポイント等の情報

提供を行った。また、多摩地域の中小企業の情報を得る機会を提供するため、若者と

中小企業との交流会を実施した。 

① 講師派遣事業 

適職探しのポイント、中小企業の魅力、企業を選ぶ際の注意点等の知識や情報等を提 

供するセミナーを実施した（132回・2,270人（うちオンライン12回・111人））。 

② 若者・企業交流会 

若者に対して、多摩地域の中小企業情報を直接知る機会を提供するため、若者と中小 

企業の交流会を実施した。交流会の直前に、参加企業に対しては、自社の魅力の伝え方

や採用戦略に関するセミナーを実施し、参加する若者に対しては、企業研究・業界研究

セミナー及び参加者同士のコミュニケーションを高めるためのオリエンテーションを

実施した。交流会後は、希望者に対し、交流会参加企業の企業見学会・職場体験を実施

した。  

ア 若者・企業交流会      10回・149人・40社 

イ 人事担当者向けセミナー   10回・40社 

ウ 企業研究・業界研究セミナー 10回・144人 

エ オリエンテーション     10回・145人 

オ 企業見学会・職場体験    39回・100人・39社 

 

（９） 女性向けサービスの実施 

結婚や出産・育児、介護等で離職した女性など、家庭と両立して働くことを希望する

方に、個別カウンセリング、ビジネススキルや専門スキルを付与する能力開発と職場体

験を組み合わせたプログラム、身近な地域でのセミナーやイベントなどを実施すること

により、きめ細かな就職支援を行った。なお、セミナー等では、子育て中の女性が受講

しやすいよう託児サービスを実施した。 

① 女性再就職支援窓口の運営  

ア 就職支援アドバイザーによる支援     3,054 回（うちオンライン 196 回）  

イ ミニセミナーの実施                  40 回  

ウ 情報の提供  

エ キッズスペースの設置 

オ 啓発セミナー               １回  

② 女性再就職サポートプログラム  

 ア プログラム                                 ６回・124 人(修了者) 

イ フォローアップセミナー                     ６回・94 人 
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プログラム実施状況 

回 プログラム名 実施期間 定員 受講者 修了者 就職者 

1 医療事務入門コース 5/12～5/27 25 25 24 15 

2 事務職入門コース 7/1～7/16 25 21 21 12 

3 デジタルスキル入門コース 9/1～9/17 25 22 20 11 

4 経理基礎コース 10/14～10/29 25 20 19 8 

5 デジタルスキル入門コース 12/1～12/16 25 25 22 12 

6 事務職入門コース 2/2～2/18 25 20 18 5 

合計 150 133 124 63 

  ※就職者数は令和８年３月 31 日現在  

③ 子育て女性向け再就職支援イベント             １回・55 人  

④ 子育て応援！企業交流会  

育児等で地域から出にくい女性を対象に、女性の活用に積極的な多摩地域の企業との

交流会を行った。交流会の前には企業研究セミナーを実施し、企業や業界の研究を深め、

希望者に対し、交流会参加企業の見学会を実施した。  

ア 企業研究セミナー             ４回・71 人  

イ 企業交流会                ４回・16 社  
ウ 企業見学ツアー              16回・51人 

⑤  利用者向け託児サービスの実施            179人 

⑥   女性しごと応援キャラバン（P57参照） 

⑦ 地域密着型マッチングイベントの実施          ３回・182 人・30 社 

⑧ 女性キャリアアップ再就職応援プログラムの実施（新規）  ２回・40 人 

                           オンデマンド 145人 

 

（10） オンラインによる就職支援の実施 

利用者の利便性を向上させるため、キャリアカウンセリング、各種セミナー等のサー

ビスを、オンラインでも提供した。 

 

（11） 広域多摩就職応援プログラム 

年齢層問わず誰でも気軽に参加し易く、カウンセリング、セミナーを併せて行う面接

会イベントを、多摩地域において展開した（10 回・918 人・138 社）。 

 

（12） デジタルスキル習得チャレンジ支援事業（P71 参照） 
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（13） 就職チャレンジ多摩事業（令和４～７年度、都出えんによる基金事業） 

正社員としての経験がない又は少ない求職者や就職活動が長期化している 54 歳以下の

求職者に対し、カウンセリングによるコース選択後、セミナー、グループワークを経て、

企業内実習やマッチング支援等を行うプログラムをヤングコースとミドルコースに分け

て実施した（83 回）。 

① コースⅠ（就職準備度低） 

ア セミナー・グループワーク（ヤング：12 回・134 人、ミドル：12 回・103 人） 

イ 企業内実習（ヤング：92 人、ミドル：32 人） 

ウ 定着支援 

エ 採用奨励金の支給 

② コースⅡ（就職準備度高） 

ア セミナー・グループワーク（ヤング：27 回・51 人、ミドル：32 回・78 人） 

イ 職場見学・体験（ヤング：20 人、ミドル：17 人） 

ウ その他マッチング支援 

 ③ コースⅠ･Ⅱ共通 

   合同就職面接会（19 回 ヤング：275 人、ミドル：177 人）） 

 

（14） 若者のキャリアデザイン支援（拡充） 

若者の職業生活の安定と企業の人材確保を後押しするため、就職前のセミナーや交流

会、カウンセリングを通して、就職後のミスマッチを防ぐとともに、就職後の離職等に

ついて相談できる環境を提供し、早期離職防止を図った。 

① キャリアデザインアドバイザーによる支援（新規） 

② キャリアデザインセミナー（新規） ６回・75 人 

③ 求職者向け参加者交流会（新規） ６回・72 人 

④ アフターフォローアドバイザーによる支援 

⑤ 社会人基礎プログラム（入社１年目） ８回・78 人（全てオンライン） 

⑥ キャリア形成プログラム（入社２年から３年目） ８回・78 人（全てオンライン） 

⑦ 職種別セミナー ４回・24 人（全てオンライン） 

⑧ 就職者向け参加者交流会 ２回・38 人 

⑨ 育成担当者向け早期離職防止セミナー ４回・47 人（うちオンライン３回・33 人） 

⑩ 管理者向け早期離職防止セミナー ４回・48 人（うちオンライン３回・41 人） 
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９ 緊急就職支援事業 

（平成23～令和８年度、都出えんによる基金事業） 

東京都から出えんを受けて基金を創設し、東日本大震災の直接的・間接的影響により就

業支援が必要になった被災者及び避難者のほか、震災の影響を受けて離職を余儀なくされ

た方、非正規雇用の経験が長い方等を対象に、財団は平成23年８月から重点的な就業支援

事業を継続実施している。 

なお、平成29年度より被災者及び避難者を対象に就職後支援を実施している。 

 

（１） 被災者および避難者への支援 

事業対象者に対し、求人情報の提供や就職活動に関する相談・助言等、一人ひとりの

状況に応じたきめ細かな支援を行うとともに、就職後も職場訪問を実施し、継続的な支

援を行った。  
 

表20 緊急就職支援事業実績 

項  目 
人数・件数 ※（ ）内は被災者 

令和７年度   平成23年度からの累計 

登録者数 ０人（０人） 11,305人（1,059人） 

就職者数 ０人（０人） 7,695人（784人） 

職場訪問件数 ０人（０件） 3,626件（725件） 

助成金支給件数 ０人（０件） 1,279件（196件） 

 
（２） 関係機関との連携 

関係機関等と連携し支援対象者に対して情報提供を行った。 
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10 業界連携再就職支援事業（令和６～８年度、都出えんによる基金事業） 

労働力人口の減少や少子高齢化を背景とする人手不足は深刻さを増しており、特に介

護・ＩＴ・建設業界等ではその傾向が顕著である。こうした雇用情勢を踏まえ、人材を

確保したい業界団体（以下「連携団体」という。）と連携した短期間の講習プログラムを

実施し、連携団体に加盟する企業とのマッチングを図った。 

 

（１） 短期講習プログラムの開発 

連携団体を開拓するとともに、その業界で働く際に必要となる知識・技能を確認し

た。また、連携団体とともに、こうした知識・技能の基本を短期で身に付けることが

できる講習プログラムを開発した（５団体）。 

 

（２） 短期講習プログラムの実施 

① 実施回数    12 回 

② 定員     307 人 

③ 応募者    786 人 

④ 受講者    274 人 

⑤ 修了者    243 人 

⑥ 就職者（※） 131 人 

※令和８年５月８日現在 

 

（３） 合同就職面接会の開催 

連携団体に加盟する企業等に働きかけて求人を募り、短期講習プログラム修了者

との合同面接会を開催した（12 回・243 人・144 社）。 

 

 （４） コーディネーターによる支援 

    連携団体に加盟する企業等への合同面接会の参加促進及び未就職者への後追い支

援を実施した。 

 

（５） 会員企業向け説明会の開催 

      短期講習プログラム開催時に、連携団体の要望に応じて、合同面接会への参加に向

けた会員企業向け説明会を行った（実施回数８回）。 
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11 長期失業者等に向けたフォローアップ支援事業 

しごとセンター及び職業能力開発センターにおける利用者においては、就職が決まら

ず、求職活動が長期化している利用者がいる。 

このため、しごとセンターの支援と、職業能力開発センターで行う職業訓練、それぞ

れの強みを活かしながらより効果的な支援策を検討する会議を開催するとともに、総合

的な就業支援の仕組みを構築した。 

 

（１）連絡調整会議の運営 

東京都及び職業能力開発センターと情報共有の場を設けることにより、長期失業

者等にそれぞれの強みを活かした就業支援を提供する体制を整えた。また、相互理

解を深めるために、能力開発センター及びしごとセンターの見学会を開催した。 

①  連絡調整会議の開催（２回） 

②  部会の開催（４回） 

③  見学会の開催（６回） 

 

（２） スマホアプリ「ＴＯＫＹＯ就職Ｎａｖｉ」の運営・改修 

しごとセンターの就業支援や職業能力開発センターの職業訓練等の情報を発信す

るスマートフォン向けアプリ「ＴＯＫＹＯ就職Ｎａｖｉ」を改修し、「ＡＩおすすめ

機能」を搭載し、個々の利用者に最適なコンテンツを提案できる機能を追加した。 

ダウンロード数 令和７年度 27,321 件  

累計    54,400 件（令和８年３月 31 日時点） 
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12 デジタルスキル習得チャレンジ支援事業（新規） 

コロナ禍を契機に、多様な産業においてＤＸ推進が加速化される中、求職者に求

められるデジタル・ビジネススキルが変容してきている。 

また、専門的なプログラミングの知識がなくとも、ダッシュボードやアプリなど

の作成が可能なソフトウェアが普及してきている。 

このため、しごとセンターを利用する求職者に対し、企業が求めるオフィスソフ

トの操作に加え、急速に普及しているオンラインツールの習得やネットワーク関連

の知識、自社での内製化が可能なローコード・ノーコード開発スキル等を体系的に

習得するための講座を開催し、再就職を支援した。 

 

（１）コース・期間・回数 

① デジタル・ビジネススキル習得支援コース ２週間コース 計 14 回 

・オフィスソフトの活用スキル習得 

・ノーコードを用いた業務効率化スキルの習得支援 

② デジタル・ビジネススキル習得支援コース １か月コース 計 22 回 

※就職氷河期世代向け含む 

・①に加えてＩＴパスポート資格取得支援 

③ ローコードによるアプリ作成スキル習得支援コース（２週間）計８回 

・プログラミングの基礎知識習得 

   ・ローコードによるアプリ、ＨＰ等作成スキル 

・生成ＡＩに関する知識、資料作成等スキルの習得支援 

④ ①・③の複合コース（１か月）計４回 

・デジタル基礎から最新デジタル技術（生成ＡＩ等）までの習得支援 

 

（２） 実績 

 

コース 定員 申込者数 受講者数 修了者数 就職者数 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ 

ｺｰｽ 

２週間 ２６０ ５１５ ２６９ ２３４ ９５ 

１か月 ４００ ６６１ ４６６ ３８２ １２４ 

ローコードコース １６０ ４３５ ２１１ １８６ ６４ 

複合コース ８０ １５９ １０９ ９３ ２０ 

合計 ９００ １,７７０ １,０５５ ８９５ ３０３ 
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13 成長産業分野へのキャリアシフト等支援事業 

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業） 

キャリア形成の機会が十分に提供されていない非正規労働者等や、時間的制約が大

きく、スキル習得に割く時間が限られているひとり親に対し、キャリア形成や就職活

動を支援した。 

 

（１）   成長産業分野キャリア形成コース 

①  概要 

非正規労働者等の再就職やキャリア形成により成長産業分野への人材シフトを

促進するため、e ラーニング等による新たな資格やデジタルスキルの取得支援及

び職業紹介等の就職支援を一体的に実施した。 

② 対象者 

都内在住・在勤の非正規労働者等 

③ 規模 

訓練決定者数 1,042 人 

ア デジタルコース 522 人 

（ア） ＩＴインフラエンジニア科 133 人 

（イ） クラウドエンジニア科 132 人 

（ウ） ＩＴプログラミング科 104 人 

（エ） ＡＩエンジニア科 95 人 

（オ） Ｗｅｂデザイン科 58 人 

イ 資格取得コース 520 人 

（ア） 脱炭素アドバイザー科 72 人 

（イ） サイバーセキュリティ基礎科 71 人 

（ウ） 医療・介護科 105 人 

（エ） ＤＸ/ＡＩ科 144 人 

（オ） ＯＡ事務エキスパート科 128 人 

④ 支援期間 

６か月程度 

 

（２）   ひとり親向け就業支援コース 

①  概要 

 ｅラーニング等により、デジタルスキルや柔軟な働き方が可能な業種・職種の

スキルの習得及び職業紹介等の就職支援を一体的に行うことで、ひとり親の方々

のキャリア形成や就職活動を支援した。 

   ② 対象者 

都内在住・在勤のひとり親の方 

   ③ 規模 

 訓練決定者数 521 人 

ア デジタルコース 311 人 
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（ア） ＩＴインフラ基礎科 123 人 

（イ） ＩＴプログラミング基礎科 123 人 

（ウ） Ｗｅｂデザイン基礎科 65 人 

イ フレキシブルワークコース 210 人 

（ア） Ｗｅｂライター科 52 人 

（イ） ＳＮＳマーケッター科 53 人 

（ウ） 医療・介護科 105 人 

④ 支援期間 

６か月程度 
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14 女性向けキャリアチェンジ支援事業 

（令和５～７年度、都出えんによる基金事業） 

昨今、急速に進む少子高齢化により、将来の労働力人口の減少が懸念されている。そ

のため、働く意欲のある女性の能力を活用していくことが喫緊の課題となっているが、

とりわけ女性は出産・育児等により離職した場合、再就職にあたって非正規雇用者とな

ることが多い。また、非正規雇用の期間が長い女性の場合、正規雇用に移行したくと

も、就業経験の少なさ等から移行できない場合がある。 

そこで、女性の能力を十分に発揮できる働き方を実現させるべく、教育訓練や就職支

援を通じ、女性のキャリアチェンジを支援した。 

（１） 概要

非正規雇用で働く女性等のキャリアチェンジを促進するため、ｅラーニングによ

る能力開発及び就職支援を一体的に行った。 

（２） 規模

訓練決定者数 553人 

53人 

25人 

55人 

44人 

11人 

51人 

63人 

13人 

 32人 

21人 

８人 

54人 

101人 

15人 

① 一般事務コース

② ＯＡ事務コース

③ 英文事務コース

④ 経理・財務コース

⑤ 労務・法務コース

⑥ 総務・人事コース

⑦ 企画・マーケティングコース

⑧ ＩＴサポートコース

⑨ データ分析・統計コース

⑩ プログラミングコース

⑪ サーバー・クラウドコース

⑫ ＤⅩコース

⑬ Ｗｅｂ制作コース

⑭ ＩＴ人材育成コース

⑮ ビジネスサポート・セールスコース ７人 
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15 デジタル人材確保・就職促進事業 

東京の国際競争力を維持・向上させていくには成長産業であるデジタル業界への人

材シフトは不可欠だが、デジタル人材の需給ギャップは今後も拡大していく見込みで

あり、デジタル業界での人材の確保はますます困難になっていくことが想定される。 

そこで、デジタル分野への人材シフトを強力に展開するため、デジタル産業に特化し

たマッチングイベントを開催し、デジタル分野未経験者でもエントリー可能な求人に加

え、デジタル中核人材の求人も開拓し、中小企業のＤＸ人材確保のニーズにも対応し

た。 

 

（１） 概要 

ＩＴ・デジタル産業に特化したマッチングイベント（合同就職面接会）を区部２回、

多摩地区１回、年間計３回開催した。 

マッチングイベントは企業の面談ブースの他、参加求職者が自分に合った職種や

企業の提案を受けられる適職診断コーナーや個別相談ブースの設置、タレントによ

るトークショーやＩＴ企業経営者等による特別セミナーを開催した。参加企業に対

しては人材確保などについて相談できるコーナーを設置した。 

事前コンテンツとして求職者に対して業界未経験者・経験者用にそれぞれデジタ

ル業界研究セミナーを開催し、また、参加企業が自社のＰＲをオンラインで実施した。 

 

（２） 規模 

   １回目  ① 開催日  令和７年６月27日（金）・28日（土） 

       ② 参加者  延べ1,183人 （１日目607人、２日目576人） 

③ 参加企業 延べ120社   （１日目60社、２日目60社） 

２回目  ① 開催日  令和７年９月５日（金）・６日（土） 

② 参加者  延べ396人   （１日目178人、２日目218人） 

③ 参加企業 延べ40社    （１日目20社、２日目20社） 

   ３回目  ① 開催日  令和８年１月23日（金）・24日（土） 

       ② 参加者  延べ1,120人  (１日目510人、２日目610人) 

       ③ 参加企業 延べ120社    (１日目60社、２日目60社) 
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16 産業分野別人材確保・就職促進事業（新規） 

企業の人材確保においては、少子高齢化等による慢性的な人材難の状況にあり、人手

不足が喫緊の課題となっている。 

建設業、運輸業、宿泊業など人手不足が顕著とされる業界のほか、介護業界において

は、介護人材等の需要が急増すると言われる 2025 年問題により、人手不足がさらに深

刻化する恐れがある。 

また、環境関連産業分野では、脱炭素化の取組の加速により市場規模が拡大すると見

込まれることに加え、取組の推進に向けてはノウハウ・人員の不足が課題となっている。 

そのような中、政府は、成長産業等への労働移動を強化するため、労働市場改革に着

手した。失業給付制度や退職所得課税制度の見直しなど、自己都合退職の障壁を取り除

くべく検討が進められている。 

人材の供給の強化が求められる成長産業分野や人材確保の課題を抱える産業分野へ

の人材シフトを強化するため、求職者と企業とのマッチングイベントを実施した。 

 

（１） 概要 

環境・介護関連産業及び観光・建設・運輸関連産業の分野におけるマッチングイ

ベントを開催した。 

イベントでは、企業ブースのほか、キャリアカウンセラーによる求職者向けの個別

相談を実施し、事前コンテンツとして求職者向けの業界研究セミナーや企業向けの

人材確保セミナーをオンラインで配信した。 

 

（２） 規模 

  ① 第１回観光・建設・運輸業界就職フェア 

   ア 開催日 令和７年７月 22 日(火)、23 日(水) 

イ 参加者  延べ 1,264 人  (１日目 643 人、２日目 621 人) 

ウ 参加企業 延べ 110 社    (１日目 55 社、２日目 55 社) 

  ② 環境・介護業界就職フェア 

   ア 開催日 令和７年 10 月 17 日(金)、18 日(土) 

イ 参加者  延べ 626 人    (１日目 301 人、２日目 325 人) 

ウ 参加企業 延べ 108 社    (１日目 54 社、２日目 54 社) 

  ③ 第２回観光・建設・運輸業界就職フェア 

   ア 開催日 令和７年 11 月 21 日(金)、22 日(土) 

イ 参加者  延べ 859 人    (１日目 453 人、２日目 406 人) 

ウ 参加企業 延べ 105 社    (１日目 52 社、２日目 53 社) 
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17 奨学金返還支援企業とのマッチング促進事業 

人手不足に悩む中小企業に対し奨学金返還支援制度など人材確保対策の普及を図ると

ともに、こうした働き手の経済的サポートに取り組む中小企業等と奨学金の返還を抱え

る求職者とのマッチングの機会を提供し、求職者の経済的安定と企業の人材確保を後押

しするため、求職者と企業とのマッチングイベントを実施した。 

 

（１） 概要 

働き手の経済的サポートに取り組む中小企業等と奨学金の返還を抱える求職者との

マッチングイベントを開催した。 

マッチングイベントでは企業ブースのほか求職者向けにキャリアカウンセラーによ

る個別相談コーナーを設置し、事前コンテンツとして就職活動に関するオンラインセ

ミナーを実施した。 

企業向けには、人材確保に関するセミナーの実施、人材の確保に関する相談ブース

の設置等、様々なコンテンツを提供した。 

 

（２） 規模 

①   開催日    令和７年９月 24 日(水)、25 日(木) 

②   参加者    延べ 338 人(１日目 176 人、２日目 162 人) 

③   参加企業   延べ 41 社(１日目 21 社、２日目 20 社) 
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18 キャリアチェンジ再就職支援事業 

（令和６～８年度、都出えんによる基金事業） 

求職者の最適なキャリアチェンジの実現と人手不足分野への労働移動を実現する求

職者・企業双方への伴走型支援を実施し、その後の正社員化を後押しした。 

求職者に対しては、キャリアコーチの伴走支援により事前セミナーや e ラーニング

等のリスキリング支援を実施しながら、労働者派遣（以下「派遣」という。）の形態に

よってトライアル就労の機会を提供し、派遣先企業への正社員就労に向けて支援し

た。 

 

（１）概要 

本事業の趣旨に賛同し、対象者を受け入れる企業を派遣先企業として確保するとと

もに、対象者に派遣の形態で派遣先企業に就労してもらうことで、双方のマッチング、

職業あっせんを行った。 

 

（２）規模 

  ① 登録者数     10,136 人 

  ② 労働者派遣人数   

ア 派遣決定人数   1,890 人 

イ 派遣実人数    1,870 人 

ウ 派遣延べ人数   2,115 人 

エ 派遣延べ日数   67,696 日  

  ③ 就職者数       840 人（うち正社員就職 578 人） 
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19 成長産業人材雇用支援事業  

（令和５～９年度、都出えんによる基金事業） 

近年成長がめざましいデジタル及び環境・エネルギー関連等の企業においては、人材

不足が課題となっており対策が求められている。 

そこで、成長産業分野での企業において正社員就職を希望する求職者に対して労働者

派遣（以下「派遣」という。）の形態によってトライアル就労の機会を提供し、派遣先

企業への正社員就労を目指す支援を行った。 

 

（１） 概要 

本事業の趣旨に賛同し、対象者を受け入れる成長産業分野における企業を派遣先

企業として確保するとともに、対象者に派遣の形態で派遣先企業に就労してもらう

ことで、双方のマッチング、職業あっせんを行った。 

 

（２） 規模 

① 登録者数     3,182 人 

② 労働者派遣人数     

ア 派遣決定人数    532 人 

イ 派遣実人数    502 人 

ウ 派遣延べ人数   548 人 

エ 派遣延べ日数  15,606 日 

③ 就職者数       127 人（うち正社員就職 75 人） 
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20 ものづくり産業人材確保支援事業 

城南・城東地域に特に多く存在するものづくり産業企業では、多くの事業主が人手不

足を喫緊の経営課題にあげており、早急に支援が必要である。 

そこで、地域の経済団体など関係機関により構成される協議会と連携し、地域経済を

支えるものづくり産業において、人材を必要としている地元企業の情報提供を受けて求

人を開拓し、労働者派遣制度のスキームを活用して、一定の収入を得ながら正社員就職

を目指す支援を行った。 

 

（１） 概要 

本事業の趣旨に賛同し、対象者を受け入れるものづくり産業企業を派遣先企業と

して確保するとともに、対象者に派遣の形態で派遣先企業に就労してもらうことで、

双方のマッチング、職業あっせんを行った。 

 

（２） 規模 

① 登録者数           593人 

② 労働者派遣人数 

ア 派遣決定人数     121人 

イ 派遣実人数       116人 

ウ 派遣延べ日数   2,009日 

③ 就職者数            63人（うち正社員就職55人） 
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Ⅳ ソーシャルファーム支援事業の推進 

人手不足が深刻化している状況においても、障害者、ひとり親、元ひきこもり等、就労

に困難を抱える方の労働市場、雇用環境は依然として厳しい状況にある。 

「ソーシャルファーム」は、障害者をはじめ、就労に困難を抱える方を相当数雇用しな

がら自律的な経済活動を行う社会的企業であり、欧州や韓国など諸外国で普及している。 

東京都は、就労困難者を受け入れる新たな枠組みである「ソーシャルファーム」を普及・

根付かせていくため、「都民の就労の支援に係る施策の推進とソーシャルファームの創設

の促進に関する条例」（以下「条例」という。）を制定した（令和元年 12 月）。 

財団は、ソーシャルファーム支援窓口を運営し、創設を目指す事業者等への相談対応を

行うとともに、説明会を実施する他、就労支援機関などを対象とした見学会やマッチング

会を実施し、ソーシャルファームの普及啓発を図った。また、東京都の認証を受けたソー

シャルファーム（予備認証を含む。）に対し、創設に係る費用や運営費の一部助成、経営面

や雇用面のコンサルティング等の支援を行った。 

さらに、東京都の認証を受けたソーシャルファームの自立的経営への移行を促進するた

め、「インクルーシブ経営サポートチーム」を設け、経営や雇用に関する課題の解決に向け

て伴走型支援を実施した。 

１ ソーシャルファーム支援事業 

（令和２～10 年度、都出えんによる基金事業） 

（１）ソーシャルファーム支援事業

東京都の認証を受けたソーシャルファームに対し、創設や運営に係る費用の一部を

助成した（17 件）。 

（２）ソーシャルファーム支援センター

① ソーシャルファーム支援窓口を運営し、創設を目指す事業者等への相談対応の他、

説明会を実施した。（２回、172 人（うちオンライン 97 人）） 

② 就労支援機関等を対象とした見学会や、マッチング会等を実施した。（６回、150

人（うちオンライン 26 人）） 

③ 東京都の認証を受けたソーシャルファームに対し、経営面や雇用面のコンサルテ

ィングの他、ビジネスマッチングによる販路開拓支援を実施した。（専門家コンサル

ティング支援：17 事業所・延べ 67 回、販路開拓マッチング支援：４事業所・延べ

17 回） 
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２ ソーシャルファームへのインクルーシブ経営支援事業 

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業） 

 

（１）  インクルーシブ経営サポートチームによる支援 

東京都の認証（予備認証を含む。）を受けたソーシャルファームに対し、経営、労  

務管理、就労困難者支援の各部門の専門家等で構成された「インクルーシブ経営サ

ポートチーム」が支援を行った。（77 社、112 回） 

 

（２）メンターによる支援 

認証事業所の中から発掘した企業メンターが、「インクルーシブ経営サポートチ

ーム」とともに、東京都の認証（予備認証を含む。）を受けたソーシャルファームに

対し、助言等を実施した。（２社、２件） 
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２ ソーシャルファームへのインクルーシブ経営支援事業 
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対し、助言等を実施した。（２社、２件） 
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Ⅴ  ミドルシニアの多様な働き方の促進に向けた人材
交流支援等に関する事業の推進  

 

現在、高年齢者が活躍できる多様な機会の創出が求められているなか、少子高齢化の進

行による生産年齢人口の減少等により、中小企業を中心に労働力不足が深刻さを増してい

る。 

このため、ミドルシニア就業のプラットフォームを形成し、ミドルシニアのキャリアシ

フトと人手不足の解決を促進するため、ミドルシニアの多様な働き方の促進に向けた人材

交流支援等に関する拠点を設置した。 

高年齢者が新たな職場においていきいきと働くことができるように高年齢者の就業を後

押しするとともに、企業における高年齢者の活用を促進するため、ミドルシニアの多様な

働き方の促進に向けた人材交流支援等に関する事業として以下の事業を展開した。 

 

１ 新たな時代のニーズに対応するためのシニアの再活躍応援講座 

（拡充・都委託事業） 

中小企業に再就職するシニアの職場適応や定着につなげるため、短期集中型の講座

によりマインドチェンジを図り、シニア人材の能力発揮・活躍を促進した（６回、222

人）。 

 

２ 東京キャリア・トライアル 65（都委託事業） 

働く高年齢者の活躍の場を広げるため、高年齢者は派遣労働者として就業すること 

で、働くスキルを身に付けるとともに経験の幅を広げ、企業は高年齢者を活用するノ 

ウハウが取得できるよう支援した。 

 

（１）労働者派遣 

65 歳以上の高年齢者を対象に、企業に短期間の派遣就業を行った（506 人）。 

受入企業には、高年齢者の派遣就業に向けた支援を行った（516 社）。 

 

（２）事前研修 

派遣就業前の高年齢者に、事前研修を実施した(37 回)。 

 

３ 企業向けシニア雇用促進事業（都委託事業） 

企業の高年齢者雇用の理解促進と高年齢者の受入れ準備の支援を行い、高年齢者を

雇用する企業の拡充及び高年齢者の就業の促進を図った。 

 

（１）シニア雇用促進セミナー 

シニア人材の活用方法や配慮事項、シニア雇用のポイントを提供するセミナーを

実施した（３回、161 人（うちオンライン 90 人））。 
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（２）シニア雇用に関するコンサルタント派遣 

専門家を派遣し、シニア人材の受入準備から採用・定着まで、企業のニーズに応

じた支援を行った（152 社）。 

 

４ 東京セカンドキャリア塾（拡充・都委託事業） 

高年齢者が、今後のセカンドキャリアに必要な知識等を得て、再就職や多様な働き

方ができるよう支援した。 

 

（１）65 歳以上対象コース 

就職に必要な知識等を学べる長期のセミナーを実施した（186 人）。 

 

（２）シニア予備群向けコース（対象：50 歳以上 65 歳未満）（拡充） 

セカンドキャリアに向けて再就職や多様な働き方について考えるセミナーを実施 

した（218 人）。 

 

（３）企業・中高年向けオンライン講座 

シニアのキャリアデザインの方法や多様な働き方について学べるオンラインの講 

座を実施した。 

①   企業向けコース（444 人） 

②   中高年向けコース（対象：50 歳以上 65 歳未満）（786 人） 
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（２）シニア雇用に関するコンサルタント派遣 

専門家を派遣し、シニア人材の受入準備から採用・定着まで、企業のニーズに応

じた支援を行った（152 社）。 

 

４ 東京セカンドキャリア塾（拡充・都委託事業） 

高年齢者が、今後のセカンドキャリアに必要な知識等を得て、再就職や多様な働き

方ができるよう支援した。 

 

（１）65 歳以上対象コース 

就職に必要な知識等を学べる長期のセミナーを実施した（186 人）。 

 

（２）シニア予備群向けコース（対象：50 歳以上 65 歳未満）（拡充） 

セカンドキャリアに向けて再就職や多様な働き方について考えるセミナーを実施 

した（218 人）。 

 

（３）企業・中高年向けオンライン講座 

シニアのキャリアデザインの方法や多様な働き方について学べるオンラインの講 

座を実施した。 

①   企業向けコース（444 人） 

②   中高年向けコース（対象：50 歳以上 65 歳未満）（786 人） 
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【公３：事業主に対する人材の確保・育成及び雇用環境の整備

等の支援に関する事業】 

 

Ⅰ 雇用・就業に関する調査・研究、 

情報の収集・提供及び普及啓発 
 

雇用・就業の促進を図るため、東京における産業、人材供給についての調査研究を実施し

た。また、ホームページの運用、事業内容等の普及啓発活動を行った。 

 
１ 調査研究（東京しごと財団20周年記念誌の作成・発行）（再掲） 

令和６年度に財団発足 20 周年を迎え、財団の 20 年間にわたる事業の歴史とその社会的

成果を体系的に記録した 20 周年記念誌を作成・発行した。 

 

２ 普及啓発活動（再掲） 

（１）ホームページの運用 

財団ホームページで各事業に関する最新情報の提供等の広報を行うとともに、公益法

人として事業計画や収支予算書等の情報公開を行った。 

 

（２）年報の発行等 

財団の事業説明、業務統計等をとりまとめた「年報」を発行し、関係機関に配布した

（420 部）。また、入居機関を含めた東京しごとセンター全体を紹介するパンフレットを、

新規利用者等に配布した。 

 

（３）広報活動 

他県や他団体等による視察（17 件）に対応するとともに、テレビ局や新聞・雑誌等の

取材対応（32 件）及び情報提供により、テレビ（５件）、ラジオ（０件）、記事（９件）

が取り上げられた。 

また、関係機関の開催するイベントへの参加、事業への後援・共催・協力（52 件）に

より、積極的な広報活動を行った。 
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Ⅱ 雇用環境整備事業の推進 
 

物価高騰や世界情勢等の影響により、社会や経済のあり方が一変する中、産業の基盤であ

る中小企業等においては、ポストコロナ時代の新たな課題に対応するため、人材確保が重要

課題となっている。 

また、少子高齢化・生産年齢人口の減少という社会構造の変化の中でも東京の活力を維持・

発展し続けていくためには、働き手一人ひとりの能力が最大限発揮できるようライフイベン

ト（介護・出産等）に伴うワークスタイルの変化に柔軟に対応できる環境整備が不可欠であ

る。さらに、コロナ禍を契機に急速に拡大したテレワークは、柔軟な働き方を実現するもの

として、引き続き推進され、定着していくことが望まれる。 

このような状況を踏まえ、人材確保・活用に関する様々な課題の解決に向け、採用や人材

確保等に悩みを抱える都内中小企業等の相談に対応するとともに、専門家派遣によるコンサ

ルティングや各種セミナー等を通じて中小企業等の採用力向上等を図る支援を実施した。ま

た、業界ごとに抱える人材確保等に関する課題に的確に対応できるよう、業界団体を通じ、

採用支援や定着・職場環境整備に向けて支援を実施した。 

合わせて、中小企業等の労働生産性を高め、持続的な成長を促進することを目的に、職場

環境の改善や人材育成、賃金引上げなどエンゲージメント向上に向けた取組に対する支援を

実施するとともに、女性の採用・職域拡大、就業継続やテレワークの導入・定着等による時

間や場所を固定しない柔軟な働き方の実現を目指し、職場環境を整備する企業への助成金事

業に取り組んだ。 
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Ⅱ 雇用環境整備事業の推進 
 

物価高騰や世界情勢等の影響により、社会や経済のあり方が一変する中、産業の基盤であ

る中小企業等においては、ポストコロナ時代の新たな課題に対応するため、人材確保が重要

課題となっている。 

また、少子高齢化・生産年齢人口の減少という社会構造の変化の中でも東京の活力を維持・

発展し続けていくためには、働き手一人ひとりの能力が最大限発揮できるようライフイベン

ト（介護・出産等）に伴うワークスタイルの変化に柔軟に対応できる環境整備が不可欠であ

る。さらに、コロナ禍を契機に急速に拡大したテレワークは、柔軟な働き方を実現するもの

として、引き続き推進され、定着していくことが望まれる。 

このような状況を踏まえ、人材確保・活用に関する様々な課題の解決に向け、採用や人材

確保等に悩みを抱える都内中小企業等の相談に対応するとともに、専門家派遣によるコンサ

ルティングや各種セミナー等を通じて中小企業等の採用力向上等を図る支援を実施した。ま

た、業界ごとに抱える人材確保等に関する課題に的確に対応できるよう、業界団体を通じ、

採用支援や定着・職場環境整備に向けて支援を実施した。 

合わせて、中小企業等の労働生産性を高め、持続的な成長を促進することを目的に、職場

環境の改善や人材育成、賃金引上げなどエンゲージメント向上に向けた取組に対する支援を

実施するとともに、女性の採用・職域拡大、就業継続やテレワークの導入・定着等による時

間や場所を固定しない柔軟な働き方の実現を目指し、職場環境を整備する企業への助成金事

業に取り組んだ。 
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事業報告（兼附属明細書） 

 

１ 人材の確保・育成 

少子高齢化を要因とする生産年齢人口の減少が長期的に進んでいく中、中小企業の人材

確保とそれに続く人材育成は、大きな課題となっている。  
そこで、財団内に相談窓口を設置し、中小企業等の人材確保に関する相談に対応すると

ともに、セミナーや合同面接会等を通じ、中小企業等の採用力向上及び女性・高齢者等多

様な人材活用の推進やスタートアップ企業の人材課題解決に向けた支援を実施した。  
また、ＤＸ・ＧＸの推進をはじめ、事業分野の拡大、販路開拓、生産性向上等の経営課

題の解決に資する人材確保に向けて支援拠点を設置し支援を行った。  
さらに、中小企業等が従業員に対して実施する多様なスキルアップ（リスキリング）に

向けた支援を行い、職業能力の開発・向上の促進を図った。  
 

（１）業界別人材確保オーダーメイド型支援事業 

（令和４～７年度、都出えんによる基金事業） 

業界団体を通じて、その構成員である中小企業等に対し、人材確保の課題解決に向

けて複数の支援内容メニューを組み合わせたオーダーメイド型支援を実施した。 

また、業界団体自らが自主的に実施する中小企業等の人材確保に向けた取組を支援

した。 

①  オーダーメイド型支援 

令和６年度末をもって終了した取組の成果を広く波及させるため、作成した好事例

集をホームページに掲載した。  
（令和５～６年度支援団体：10 団体） 

・東京織物卸商業組合 ・東京スポーツ用品工業協同組合 

・東京都美容生活衛生同業組合 ・一般社団法人東京都民間保育協会 

・公益社団法人東京都リサイクル事業協会 ・一般社団法人日本オフィス家具協会 

・一般社団法人日本喫煙具協会 ・一般社団法人日本計量機器工業連合会 

・公益社団法人東京グラフィックサービス工業会 

・一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会 

 

②  団体独自取組支援 

業界団体がその構成員である中小企業等に対し、自主的に実施する人材確保に資す

る取組に要する経費を補助した。 

（令和５～６年度支援団体：２団体、補助上限 30,000 千円 補助率１／２） 

・一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会 

・一般社団法人東京都民間保育協会 

 

（２）業界別人材確保強化事業 

                 （令和６～９年度、都出えんによる基金事業） 

    中小企業等の人材確保の課題解決に向けた支援メニューを業界団体のニーズに応じ

て、カスタマイズして提供した。また、業界団体自らが自主的に実施する中小企業等

の人材確保に向けた取組に対して支援を実施することで業界内への波及を図った。 
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①   カスタマイズ支援 

各業界における人材確保に向け、セミナーやコンサルティング等の支援メニューを

団体ニーズに応じてカスタマイズして支援した。  
（令和６～７年度支援団体：17 団体） 

・一般社団法人東京バス協会 ・東京都ホテル旅館生活衛生同業組合 

・一般社団法人東京都情報産業協会 ・東京都自動車車体整備協同組合 

・一般社団法人東京都造園緑化業協会 ・東京都自動車電装品整備商工組合 

・一般社団法人東京都中小建設業協会 ・東京都電気工事工業組合 

・一般社団法人日本倉庫協会 ・東京内装材料協同組合 

・一般社団法人日本電気制御機器工業会 ・東京木材問屋協同組合 

・三多摩生コンクリート協同組合 ・東日本基礎工業協同組合 

・東京オートバイ協同組合 ・日本プラスチック日用品工業組合 

・東京自動車タイヤ商工協同組合  

 

（令和７～８年度支援団体：16団体）  

・一般社団法人日本計量機器工業連合会 ・一般社団法人日本３ＰＬ協会 

・日本石鹸洗剤工業組合 ・協同組合東京都水道請負工事連絡会 

・関東塗料工業組合 ・関東複写センター協同組合 

・公益社団法人日本こども育成協議会 ・一般社団法人東京都老人保健施設協会 

・東京都製麺協同組合 ・一般社団法人日本添乗サービス協会 

・一般社団法人会計事務所連携協議会 ・一般社団法人東京都産業資源循環協会 

・東京スポーツ用品工業協同組合 ・公益社団法人全国有料老人ホーム協会 

・一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会 

・公益社団法人東京グラフィックサービス工業会 

 

②   団体独自取組支援 

業界団体がその構成員である中小企業等に対し、自主的に実施する人材確保の取組

（資格取得支援、業界ＰＲ等）に要する経費を補助した。 

（令和６～７年度支援団体：５団体 補助上限 30,000 千円 補助率１／２） 

・一般社団法人外国人美容師監理実施機関 

・一般社団法人東京都警備業協会 

・一般社団法人東京都情報産業協会 

・一般社団法人日本こども育成協議会 

・東日本基礎工業協同組合 

 

（令和７～８年度支援団体：３団体 補助上限 30,000 千円 補助率１／２） 

・一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会 

・一般社団法人日本３ＰＬ協会 

・一般社団法人東京都老人保健施設協会 
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①   カスタマイズ支援 

各業界における人材確保に向け、セミナーやコンサルティング等の支援メニューを

団体ニーズに応じてカスタマイズして支援した。  
（令和６～７年度支援団体：17 団体） 

・一般社団法人東京バス協会 ・東京都ホテル旅館生活衛生同業組合 

・一般社団法人東京都情報産業協会 ・東京都自動車車体整備協同組合 

・一般社団法人東京都造園緑化業協会 ・東京都自動車電装品整備商工組合 

・一般社団法人東京都中小建設業協会 ・東京都電気工事工業組合 

・一般社団法人日本倉庫協会 ・東京内装材料協同組合 

・一般社団法人日本電気制御機器工業会 ・東京木材問屋協同組合 

・三多摩生コンクリート協同組合 ・東日本基礎工業協同組合 

・東京オートバイ協同組合 ・日本プラスチック日用品工業組合 

・東京自動車タイヤ商工協同組合  

 

（令和７～８年度支援団体：16団体）  

・一般社団法人日本計量機器工業連合会 ・一般社団法人日本３ＰＬ協会 

・日本石鹸洗剤工業組合 ・協同組合東京都水道請負工事連絡会 

・関東塗料工業組合 ・関東複写センター協同組合 

・公益社団法人日本こども育成協議会 ・一般社団法人東京都老人保健施設協会 

・東京都製麺協同組合 ・一般社団法人日本添乗サービス協会 

・一般社団法人会計事務所連携協議会 ・一般社団法人東京都産業資源循環協会 

・東京スポーツ用品工業協同組合 ・公益社団法人全国有料老人ホーム協会 

・一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会 

・公益社団法人東京グラフィックサービス工業会 

 

②   団体独自取組支援 

業界団体がその構成員である中小企業等に対し、自主的に実施する人材確保の取組

（資格取得支援、業界ＰＲ等）に要する経費を補助した。 

（令和６～７年度支援団体：５団体 補助上限 30,000 千円 補助率１／２） 

・一般社団法人外国人美容師監理実施機関 

・一般社団法人東京都警備業協会 

・一般社団法人東京都情報産業協会 

・一般社団法人日本こども育成協議会 

・東日本基礎工業協同組合 

 

（令和７～８年度支援団体：３団体 補助上限 30,000 千円 補助率１／２） 

・一般社団法人日本アパレル・ファッション産業協会 

・一般社団法人日本３ＰＬ協会 

・一般社団法人東京都老人保健施設協会 
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（３）業界別人材確保強化緊急支援事業 

（令和５～８年度、都出えんによる基金事業）  
「2024 年問題」の対策を目的に、業界団体がその構成員である中小企業等に対し、  

自主的に実施する人材確保に資する取組 (資格取得支援、業界ＰＲ等 )に要する経費を

補助した。     
   （令和６～７年度支援団体：３団体、補助上限 50,000 千円 補助率１／２） 

・一般社団法人東京ハイヤー・タクシー協会 

・一般社団法人東京バス協会 

・一般社団法人東京都トラック協会 

 

（４）中小企業人材確保総合サポート事業 

（拡充・令和３～７年度、都出えんによる基金事業） 

採用活動や人材活用等に悩みを抱える都内中小企業等に対して財団内に「人材確保  
相談窓口」、「専門・中核人材専門相談窓口」及び「副業・兼業人材専門相談窓口」を

設置し、人材確保に関する相談等に対応した。  
また、各種セミナー及び専門家派遣によるコンサルティングを通じて、中小企業等

の採用活動や人材活用を支援するとともに、人手不足等人材課題を抱える企業へ往訪

し、課題を詳細に整理した上で、本事業を始めとした、課題解決に資する支援事業の

利用を促進した。  
さらに、専門家派遣によるコンサルティング支援企業等を対象に、関係機関と連携

し合同就職面接会を開催する等、求職者とのマッチング促進にも取り組んだ。  
また、雇用情勢や社会状況の変化に対応した人材マネジメントの取組や中長期的視

点に立った人材戦略構築の支援として、経営者向けセミナー及び人材戦略構築支援コ

ンサルティングを実施した。  
  ① 人材確保相談窓口  

企業の求人活動、採用支援等に精通した専門相談員を配置し、採用に悩みを抱える  
中小企業等に対し、相談・助言等を行った。  

  ② 専門・中核人材専門相談窓口及び副業・兼業人材専門相談窓口  
専門家を配置し、専門スキルを持った人材や企業活動の中核となる人材の確保に悩

む中小企業等や、副業・兼業人材の活用を検討する中小企業等に対し、相談・助言等

を行った。  
③  人材確保セミナー 

中小企業等における人材確保の現状や課題、取り組むべき対応策等に関するセミナ

ーや若年者の採用に即した内容のセミナーを実施した（年 10 回・601 社、うちオンラ

イン 537 社）。 

④  多様な人材活用セミナー 

中小企業等の人材確保において、女性・高齢者等の人材を活用することに視野を広

げることの有効性や、採用手法等に関するセミナーを実施した（年７回・153 社、う

ちオンライン 142 社）。 

⑤  副業・兼業人材活用セミナー 

自社の従業員の副業・兼業の承認や、副業・兼業人材の受け入れ・活用等に関する

セミナーを実施した（年２回・57 社、全てオンライン）。 
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⑥  スタートアップ企業向け人材確保課題解決セミナー 

スタートアップ企業の人材課題解決に資するセミナーを実施した（年１回・22 社、

うちオンライン 14 社）。 

⑦  人材確保好事例セミナー 

業界別人材確保強化事業等と連携し、中小企業等へ波及効果をもたらす取組の紹介

を行うセミナーを実施した（年１回・62 社、全てオンライン）。 

⑧  専門家派遣によるコンサルティング（延べ 1,586 回・年 284 社） 

   ア 採用活動や人材活用等に悩みを抱える中小企業等に対して専門家を派遣し、企業 

の採用力向上に向けたコンサルティングを実施した。 

イ コンサルティングにより、応募しやすいように仕立てた求人他、コンサルティン 

グを通じて求人内容を改善した求人票をハローワーク等に提出し、求職者とのマッ 

チングの促進を図った。 

ウ 「女性活用アドバイザー」、「副業・兼業人材活用アドバイザー」、「専門・中核人 

材採用アドバイザー」を設置し、企業の抱える課題やニーズに即したコンサルティ 

ングを実施した。 

⑨  ツアー型マッチング支援（新規） 

 専門家派遣によるコンサルティング支援を実施した企業等に対し、マッ 

チングを促進するため、企業説明や見学、面接等を開催した組み合わせたイベントを

独自で開催できるよう体制設備等の支援を行った（53 社）。 

⑩ 好事例集の作成 

    専門家派遣によるコンサルティング支援を実施した支援企業の中から、中小企業等

の採用において参考となるような事例を事例集としてまとめ、広く配布した。 

  ⑪ 人材確保に向けた人材戦略の構築 

    採用、定着、能力開発等多岐にわたり人材面の課題を抱える中小企業等に対し、中

長期的視点に立った人材戦略の構築や人材マネジメントの取組について支援を行っ

た。 

   ア 経営者向けセミナー（年３回（４日／回）・81 社） 

   イ 人材戦略構築コンサルティング支援（延べ 120 回・年 24 社） 

⑫ 人材課題解決に資する支援事業の利用促進に向けた支援 

 人手不足等の人材に関する課題を抱える企業へ往訪し、課題を詳細に整理した上で、 

本事業を始めとした課題解決に資する支援事業の利用を促進した。 

  

（５）ＤＸ・ＧＸ時代を担う専門・中核人材戦略センター事業 

（令和５～７年度、都出えんによる基金事業） 

ＤＸ・ＧＸの推進をはじめ、事業分野の拡大、販路拡大、生産性向上等の経営課題

の解決に資する人材を必要とする都内中小企業等の支援拠点として「専門・中核人材

戦略センター」を設置し、人材戦略マネージャーによる訪問提案型の支援を行った。 

① 専門・中核人材戦略センター 

ア 相談窓口 

中小企業等に対して、専門・中核人材の確保・活用に関する相談への対応や情報

提供を幅広く行った。 

   イ 人材戦略マネージャーによる企業訪問 
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⑥  スタートアップ企業向け人材確保課題解決セミナー 

スタートアップ企業の人材課題解決に資するセミナーを実施した（年１回・22 社、

うちオンライン 14 社）。 

⑦  人材確保好事例セミナー 

業界別人材確保強化事業等と連携し、中小企業等へ波及効果をもたらす取組の紹介

を行うセミナーを実施した（年１回・62 社、全てオンライン）。 

⑧  専門家派遣によるコンサルティング（延べ 1,586 回・年 284 社） 

   ア 採用活動や人材活用等に悩みを抱える中小企業等に対して専門家を派遣し、企業 

の採用力向上に向けたコンサルティングを実施した。 

イ コンサルティングにより、応募しやすいように仕立てた求人他、コンサルティン 

グを通じて求人内容を改善した求人票をハローワーク等に提出し、求職者とのマッ 

チングの促進を図った。 

ウ 「女性活用アドバイザー」、「副業・兼業人材活用アドバイザー」、「専門・中核人 

材採用アドバイザー」を設置し、企業の抱える課題やニーズに即したコンサルティ 

ングを実施した。 

⑨  ツアー型マッチング支援（新規） 

 専門家派遣によるコンサルティング支援を実施した企業等に対し、マッ 

チングを促進するため、企業説明や見学、面接等を開催した組み合わせたイベントを

独自で開催できるよう体制設備等の支援を行った（53 社）。 

⑩ 好事例集の作成 

    専門家派遣によるコンサルティング支援を実施した支援企業の中から、中小企業等

の採用において参考となるような事例を事例集としてまとめ、広く配布した。 

  ⑪ 人材確保に向けた人材戦略の構築 

    採用、定着、能力開発等多岐にわたり人材面の課題を抱える中小企業等に対し、中

長期的視点に立った人材戦略の構築や人材マネジメントの取組について支援を行っ

た。 

   ア 経営者向けセミナー（年３回（４日／回）・81 社） 

   イ 人材戦略構築コンサルティング支援（延べ 120 回・年 24 社） 

⑫ 人材課題解決に資する支援事業の利用促進に向けた支援 

 人手不足等の人材に関する課題を抱える企業へ往訪し、課題を詳細に整理した上で、 

本事業を始めとした課題解決に資する支援事業の利用を促進した。 

  

（５）ＤＸ・ＧＸ時代を担う専門・中核人材戦略センター事業 

（令和５～７年度、都出えんによる基金事業） 

ＤＸ・ＧＸの推進をはじめ、事業分野の拡大、販路拡大、生産性向上等の経営課題

の解決に資する人材を必要とする都内中小企業等の支援拠点として「専門・中核人材

戦略センター」を設置し、人材戦略マネージャーによる訪問提案型の支援を行った。 

① 専門・中核人材戦略センター 

ア 相談窓口 

中小企業等に対して、専門・中核人材の確保・活用に関する相談への対応や情報

提供を幅広く行った。 

   イ 人材戦略マネージャーによる企業訪問 
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中小企業等を訪問し、経営課題を把握・整理した上で、課題解決に必要な人材を

明確にし、人材ニーズ連絡票の作成を支援した（年 775 回）。 

   ウ 連携人材サービス事業者と連携したマッチング支援 

     人材戦略マネージャーによる企業訪問により作成した人材ニーズ連絡票を連携人

材サービス事業者に情報提供し、マッチングを支援した。 

  ② 普及啓発・交流会等 

ア 啓発セミナー 

中小企業等の課題解決のために必要な専門・中核人材の確保・活用に関するセミ

ナーを開催した（年 10 回（うちオンライン４回））。 

   イ 大企業等の専門人材と中小企業等との交流会 

     大企業等の専門・中核人材と中小企業等との交流会を開催した（年２回）。 

③   人材確保に要する費用の一部助成  

中小企業等の人材確保に必要な人材紹介手数料等の一部を助成した（交付決定件数

102件、支給決定件数126件）。 

 

（６）中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業 

（令和３～12 年度、都出えんによる基金事業） 

  都内の建設業やＩＴ業界等の中小企業等においては、若手技術者の不足が慢性的か

つ深刻な問題となっている。  
一方、学生の二人に一人が奨学金を利用しており、返還に不安を感じることなく安定

した職に就くことを希望する学生が多い。  
こうした状況を踏まえ、将来、企業の中核を担う若手技術者の採用を予定している都

内中小企業等に、奨学金の貸与を受けている大学生等が就職し、継続して勤務をしてい

る場合に、東京都と採用を行った中小企業等とで出えんした基金により、奨学金返還費

用相当額の一部（又は全部）を助成してサポートすることで、中小企業等における若手

技術者の確保と定着を支援した。  
①   登録企業の募集  

対象職種において採用を予定している対象業種の中小企業等の登録を募り、ホーム

ページを通じて企業の求人情報等を発信した（令和７年度募集に係る登録件数：265

社）。  
②   登録者の募集  

対象業種の中小企業等に技術者として就職を希望し、本事業を活用して奨学金返還

の負担軽減を希望する大学等を卒業・修了予定の方、既卒３年以内又は満 30 歳未満の

既卒の方の登録を募るとともにマッチングを促進した（令和７年度募集に係る学生等

登録者数：110 人、内定報告：65 社・87 人）。  
③   助成金の支給  

登録企業に技術者として就職し１年継続して在籍した登録者及び２年継続して在籍

した登録者から、助成金の支給申請を受け付けた（令和７年度停止条件付支給決定件

数：96 件（１年目申請：56 件、２年目申請：40 件））。  
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（７）ＥＳ（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業 

（令和５～10 年度、都出えんによる基金事業） 

※支援対象の新規採択は令和７年度まで 

若手人材の確保・定着につなげられるよう、社員満足度の向上を目指す都内中小企

業等を対象に、専門家派遣及び助成金の支給を通じて支援した（支援決定件数： 20

件、支給決定件数：42 件（令和７年度支援決定分８件、令和６年度支援決定分 20 件

（１年目申請 11 件、２年目申請９件）、令和５年度支援決定分 14 件（２年目申請 10

件、３年目申請４件）））。  
 

（８）中小企業人材スキルアップ支援事業  

（令和５～８年度、都出えんによる基金事業） 

中小企業等が従業員に対して実施する、集合やｅラーニング等による職業訓練の取

組を支援することにより、企業における従業員の職業能力の開発及び向上を促進した。 

①  事業内スキルアップ助成金 

自社内で実施する短時間のＯＦＦ－ＪＴの経費を助成した（交付決定件数 338 件）。 

②  事業外スキルアップ助成金 

教育機関が実施する訓練の経費を助成した（交付決定件数 207 件）。 

③  ＤＸリスキリング助成金 

ＤＸに関する自社内で外部講師を招き実施する訓練及び民間の教育機関が提供する 

訓練を集合型又はｅラーニング等により実施する場合にその訓練に対する経費を助成

した（交付決定件数 84 件）。 

  

（９）育業中スキルアップ支援事業 

（令和５～７年度、都出えんによる基金事業）  

育業中のスキルアップを希望する従業員を支援する企業に対し、受講料の一部を助

成することにより、育業のため、長期で職場を離れることで生じる「キャリアブラン

ク」に対する不安の軽減を図り、育業を後押しした（交付決定件数２件）。 

 

（10）リスキリング・キャリアデザイン応援事業 

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業）  

従業員のリスキリングやキャリアデザインを支援するための社内制度整備に取り組

む都内中小企業等に専門家派遣や奨励金の支給を行い、企業の労働生産性の向上と誰

もが希望に応じて学び直すことができる職場環境づくりを後押しした（交付決定件数

63 件）。 

 

２ 雇用環境の整備等 

  少子高齢化にともなう生産年齢人口の減少とともに、テレワーク等の働くスタイルの多

様化等、企業が直面する課題や変化が複雑化している。企業がこれらの課題や変化に対応

するためには、従業員のエンゲージメントや満足度向上を実現する職場づくりが不可欠で

あり、労働生産性向上の観点からも重要である。  
また、個々の企業において、人材の採用や定着、育成を促進するためには、個々人の働

く意欲に応え、その能力を十分に発揮・活躍できる職場環境や様々なライフイベントに対
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む都内中小企業等に専門家派遣や奨励金の支給を行い、企業の労働生産性の向上と誰

もが希望に応じて学び直すことができる職場環境づくりを後押しした（交付決定件数

63 件）。 
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  少子高齢化にともなう生産年齢人口の減少とともに、テレワーク等の働くスタイルの多

様化等、企業が直面する課題や変化が複雑化している。企業がこれらの課題や変化に対応

するためには、従業員のエンゲージメントや満足度向上を実現する職場づくりが不可欠で

あり、労働生産性向上の観点からも重要である。  
また、個々の企業において、人材の採用や定着、育成を促進するためには、個々人の働

く意欲に応え、その能力を十分に発揮・活躍できる職場環境や様々なライフイベントに対
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応できる仕事と生活の調和のとれた働き方の実現が不可欠である。そのためには、女性従

業員の処遇向上や賃金の引上げ等、女性活躍推進に向けた雇用環境の整備の進展が期待さ

れている。さらに、ライフイベントに対応した就業継続を促進するため、育業や介護休業

取得等の環境整備が一層、重要になっている。このような状況を踏まえ、従業員のエンゲージ

メントや満足度向上を実現する職場環境づくりや育業の推進、テレワークの一層の定着促

進等、雇用環境に関する課題解決に向けて、事業主への多様な支援を実施した。

（１）「手取り時間」創出・エンゲージメント向上推進事業 

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業） 

中小企業等の生産性の向上や社員の定着を促すため、従業員の「手取り時間」の創出

に向けた取組やライフステージの支援・エンゲージメント向上に向けた取組、賃金の引

上げの取組を行う中小企業等に対し、専門家の派遣と奨励金（「手取り時間創出・魅力あ

る職場づくり推進奨励金」）の支給を行った。

① 専門家派遣

社内における課題の把握と制度整備に向けた具体的な助言を行うため、人事労務管理

等に係る知見を有する専門家を派遣した（延べ 1,702 件）。

② 手取り時間創出・魅力ある職場環境づくり推進奨励金

専門家派遣を受け、「手取り時間」の創出やライフステージの支援、エンゲージメント

向上、賃金の引上げに取り組む中小企業等に対して奨励金を支給した（支給決定件数

４件）。

（２）エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業

（令和４～７年度、都出えんによる基金事業） 

中小企業等の労働生産性を高め、持続的発展を促すため、職場環境の改善や人材育

成、結婚から子育てまでのライフステージの支援、賃金の引上げなど従業員のエンゲ

ージメント向上に取り組む中小企業等に対し、専門家の派遣と奨励金（「魅力ある職

場づくり推進奨励金」）の支給を行った。 

① エンゲージメント向上に向けた専門家派遣

社内における課題の把握と制度整備に向けた具体的な助言を行うため、人事労務管

理等に係る知見を有する専門家を派遣した（延べ 547 件）。 

② 魅力ある職場づくり推進奨励金

専門家派遣を受け、従業員のエンゲージメント向上等を行った企業に対して奨励金

を支給した（支給決定件数 917 件）。 

（３）テレワークトータルサポート事業

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業） 

テレワークの導入・定着・促進を図るため、東京都が実施するコンサルティングを

利用した都内企業等に対し、テレワーク機器及びツール導入経費等のテレワーク環境整

備に係る経費を助成した。あわせて、改正育児・介護休業法への対応などの取組を行っ

た企業等に加算して助成した（交付決定件数 332 件）。 
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（４）テレワーク促進事業 

（平成 28～令和８年度、都出えんによる基金事業） 

令和６年度までの申請分について、継続して審査等を実施し、新型コロナウイルス感

染症の拡大防止策として導入が進んだテレワークの促進と定着に向け、都内中堅・中小

企業等に対し、テレワーク機器導入・拡大にかかる経費を助成した。  
※募集は令和６年度で終了  

 
（５）テレワーク導入ハンズオン支援事業 

               （令和４～８年度、都出えんによる基金事業） 

東京都が実施するテレワーク導入ハンズオン支援コンサルティングを終了したテレ

ワーク導入が難しい業種の都内中堅・中小企業等の令和６年度までの助成金申請分につ

いて、審査を継続実施し、テレワーク導入に係る経費を助成した。 

※募集は令和６年度で終了 

 
（６）育児・介護との両立のためのテレワーク導入促進事業 

（令和６～８年度、都出えんによる基金事業） 

令和６年度の申請分について、継続して審査等を実施し、育児・介護と仕事の両立 

支援を契機としたテレワークの導入を促進し、導入率アップを図るため、テレワーク  

環境構築費や就業規則の見直しなどに係る経費を助成した。  

※募集は令和６年度で終了  

 

（７）テレワーク定着への課題解決アドバンス事業 

（旧称：テレワーク定着促進フォローアップ事業） 

               （令和５～８年度、都出えんによる基金事業） 

令和６年度までの申請分について、継続して審査等を実施し、テレワーク運用上の課

題に対応できず定着が難しい都内中堅・中小企業等に対し、テレワーク定着における課

題解決のために導入するツール等の導入経費を助成した。  
※募集は令和６年度で終了 

 

（８）テレワークとオフィス勤務のベストバランス推進事業 

（旧称：テレワーク定着強化事業）                  

（拡充・令和６～８年度、都出えんによる基金事業） 

社内ＰＴを設置し、都が示すテレワークに係る各種の課題（社内コミュニケーション、

人事評価制度、社員間における不公平感、勤務時間管理方法等）に関して課題調査・検

証・試行を行い、「テレワークルール（我が社のベストバランス）」等を定めた都内企業

等に、奨励金を支給した（支給決定件数 301 件）。 

 
（９）小規模テレワークコーナー設置促進事業 

               （令和３～７年度、都出えんによる基金事業） 

令和６年度までに申請された案件について、継続して審査等を実施。店舗や商業施設

など日常生活に身近な施設等に共用型テレワークコーナーを設置する企業や自社・グル

ープ会社の従業員を対象に社内の空きスペース等を活用して、サテライトオフィス型テ
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（４）テレワーク促進事業 

（平成 28～令和８年度、都出えんによる基金事業） 

令和６年度までの申請分について、継続して審査等を実施し、新型コロナウイルス感

染症の拡大防止策として導入が進んだテレワークの促進と定着に向け、都内中堅・中小

企業等に対し、テレワーク機器導入・拡大にかかる経費を助成した。  
※募集は令和６年度で終了  

 
（５）テレワーク導入ハンズオン支援事業 

               （令和４～８年度、都出えんによる基金事業） 
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いて、審査を継続実施し、テレワーク導入に係る経費を助成した。 

※募集は令和６年度で終了 

 
（６）育児・介護との両立のためのテレワーク導入促進事業 

（令和６～８年度、都出えんによる基金事業） 

令和６年度の申請分について、継続して審査等を実施し、育児・介護と仕事の両立 

支援を契機としたテレワークの導入を促進し、導入率アップを図るため、テレワーク  

環境構築費や就業規則の見直しなどに係る経費を助成した。  

※募集は令和６年度で終了  

 

（７）テレワーク定着への課題解決アドバンス事業 

（旧称：テレワーク定着促進フォローアップ事業） 

               （令和５～８年度、都出えんによる基金事業） 
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※募集は令和６年度で終了 

 

（８）テレワークとオフィス勤務のベストバランス推進事業 

（旧称：テレワーク定着強化事業）                  

（拡充・令和６～８年度、都出えんによる基金事業） 
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証・試行を行い、「テレワークルール（我が社のベストバランス）」等を定めた都内企業

等に、奨励金を支給した（支給決定件数 301 件）。 

 
（９）小規模テレワークコーナー設置促進事業 

               （令和３～７年度、都出えんによる基金事業） 

令和６年度までに申請された案件について、継続して審査等を実施。店舗や商業施設

など日常生活に身近な施設等に共用型テレワークコーナーを設置する企業や自社・グル

ープ会社の従業員を対象に社内の空きスペース等を活用して、サテライトオフィス型テ
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レワークコーナーを設置する企業等を支援、自宅以外の場所でテレワーク環境整備を促

進する都内中堅・中小企業等に対し、設置費用を助成した。 

※募集は令和６年度で終了 

 

（10）ＡＢＷオフィス促進事業 

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業） 

  出社とテレワークの双方の利点を活かし、仕事の内容や目的に合わせ、社内外問わず

従業員自らがふさわしい場所や時間を選んで生産性の高い仕事が可能となるＡＢＷ（Ａ

ｃｔｉｖｉｔｙ  Ｂａｓｅｄ  Ｗｏｒｋｉｎｇ）の導入を目指す都内中小企業等に対し、

専門家等による導入支援を行うとともに、オフィス整備に係る改修費の一部を助成する

「ＡＢＷオフィス促進事業」を実施した（令和７年度支援決定件数：５社、交付決定件

数０社）。  
 

（11）サテライトオフィス設置等補助事業（令和４～９年度、都出えんによる基金事業） 

令和６年度までに申請された案件について、継続して審査等を実施。テレワークの一

形態であるサテライトオフィスを設置する民間事業者等に対して補助を行い、サテライ

トオフィスの整備を促進した。 

※募集は令和６年度で終了 

 

（12）サードプレイス活用促進事業（旧称：サテライトオフィス勤務応援事業）  
（拡充・令和６～８年度、都出えんによる基金事業） 

テレワークの更なる促進を図るため、オフィスでも自宅でもないサードプレイスとし

ての機能に着目し、サテライトオフィス勤務及びワーケーション勤務を導入する都内企

業等に対し支援を行った。 

① サテライトオフィス勤務導入奨励金 

都内企業等がサテライトオフィス勤務を可能とする規定を整備し、従業員に利用

させた場合に、奨励金を支給した（交付決定件数 90 件）。 

② ワーケーション勤務導入奨励金 

都内企業等がワーケーション勤務を可能とする規定を整備し、従業員に利用させ

た場合に、奨励金を支給した（交付決定件数 128 件）。 

 

（13）シェアオフィス運営事業 

（令和４～８年度、都補助事業） 

    導入が進んだテレワークを後戻りさせることなく定着させるため、都の施設で「ＴＯ

ＫＹＯシェアオフィス墨田」を運営し、テレワークにより従業員が柔軟に働ける環境づ

くりを推進した。 

 

（14）働く女性応援事業 

（平成 28～令和９年度、都出えんによる基金事業） 

女性が働きやすい職場づくりを行い、人材の確保・定着を図っていく必要があること

から、都内中小企業等に女性の採用・職域拡大に向けた設備等（トイレ、ロッカー等）

の整備にかかる経費を助成することで、職場環境の整備を支援する「働く女性応援事業」
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を実施した（交付決定件数 ９ 件）。 

（15）女性活躍の推進に向けた雇用環境整備促進事業

（令和６～７年度、都出えんによる基金事業） 

 行動計画及び男女間賃金格差を公表し、働く女性が活躍できる職場づくりに取り組む都内

中小企業等に奨励金を支給することで、女性従業員の処遇の向上や賃金の引上げを後押しした

（令和６年度から累計交付決定件数124件）。 

※ 募集は令和６年度で終了

（16）女性管理職比率・男女間賃金格差改善促進事業

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業） 

行動計画及び男女間賃金格差を公表し、その是正に向け、短時間勤務者から管理職を登用

するなど、女性活躍の基盤づくりに計画的・戦略的に取り組む中小企業へ奨励金を支給するこ

とで、女性従業員の処遇の向上や賃金の引上げを後押しした（交付決定件数125件）。 

（17）働くパパママ育業応援事業・介護休業取得応援事業

（平成 30～令和８年度、都出えんによる基金事業） 

女性従業員が育業し原職に復帰した中小企業等や、男性従業員が育業した中小企業等

を奨励することで、女性の就業継続や男性の育業を促進する「働くパパママ育業応援事

業」、従業員が介護休業を取得した中小企業等を奨励することで、従業員の就業継続や介

護休業取得を促進する「介護休業取得応援事業」を実施した。

※①～④の募集は令和７年度で終了

① 働くパパママ育業応援奨励金  働くママコースＮＥＸＴ

女性従業員に合計１年以上の育業をし、就業継続しやすい職場環境を整備した中小

企業等に定額を支給した（支給決定件数 422 件）。 

② 働くパパママ育業応援奨励金 パパと協力！ママコース

女性従業員がパパと協力しながら育児をすることを前提とした合計６か月以上１年

未満の育業をし、育業計画書を作成した中小企業等に定額を支給した（支給決定件数

90 件）。 

③ 働くパパママ育業応援奨励金 働くパパコースＮＥＸＴ

男性従業員が合計 15 日以上の育業をし、育業しやすい職場環境を整備した中小企業

等に育業日数に応じて定額を支給した（支給決定件数 683 件）。 

④ 働くパパママ育業応援奨励金 もっとパパコース

複数の男性従業員が合計 30 日以上の育業をし、育業しやすい職場環境整備を複数

実施した企業等に対象従業員数に応じて定額を支給した（73 件）。 

⑤ 介護休業取得応援奨励金

従業員が合計 15 日以上の介護休業を取得し、職場環境を整備した中小企業等に取

得日数に応じて定額を支給した（支給決定件数 50 件）。 

（18）雇用関連諸制度に関する課題解決促進事業

（令和６～８年度、都出えんによる基金事業） 

いわゆる「年収の壁」の原因の一つとなっている、「配偶者の収入要件がある扶養手
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を実施した（交付決定件数 ９ 件）。 

（15）女性活躍の推進に向けた雇用環境整備促進事業

（令和６～７年度、都出えんによる基金事業） 
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中小企業等に奨励金を支給することで、女性従業員の処遇の向上や賃金の引上げを後押しした

（令和６年度から累計交付決定件数124件）。 

※ 募集は令和６年度で終了
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するなど、女性活躍の基盤づくりに計画的・戦略的に取り組む中小企業へ奨励金を支給するこ

とで、女性従業員の処遇の向上や賃金の引上げを後押しした（交付決定件数125件）。 

（17）働くパパママ育業応援事業・介護休業取得応援事業

（平成 30～令和８年度、都出えんによる基金事業） 

女性従業員が育業し原職に復帰した中小企業等や、男性従業員が育業した中小企業等

を奨励することで、女性の就業継続や男性の育業を促進する「働くパパママ育業応援事

業」、従業員が介護休業を取得した中小企業等を奨励することで、従業員の就業継続や介

護休業取得を促進する「介護休業取得応援事業」を実施した。

※①～④の募集は令和７年度で終了

① 働くパパママ育業応援奨励金  働くママコースＮＥＸＴ

女性従業員に合計１年以上の育業をし、就業継続しやすい職場環境を整備した中小

企業等に定額を支給した（支給決定件数 422 件）。 

② 働くパパママ育業応援奨励金 パパと協力！ママコース

女性従業員がパパと協力しながら育児をすることを前提とした合計６か月以上１年

未満の育業をし、育業計画書を作成した中小企業等に定額を支給した（支給決定件数

90 件）。 

③ 働くパパママ育業応援奨励金 働くパパコースＮＥＸＴ

男性従業員が合計 15 日以上の育業をし、育業しやすい職場環境を整備した中小企業

等に育業日数に応じて定額を支給した（支給決定件数 683 件）。 

④ 働くパパママ育業応援奨励金 もっとパパコース

複数の男性従業員が合計 30 日以上の育業をし、育業しやすい職場環境整備を複数

実施した企業等に対象従業員数に応じて定額を支給した（73 件）。 

⑤ 介護休業取得応援奨励金

従業員が合計 15 日以上の介護休業を取得し、職場環境を整備した中小企業等に取

得日数に応じて定額を支給した（支給決定件数 50 件）。 

（18）雇用関連諸制度に関する課題解決促進事業

（令和６～８年度、都出えんによる基金事業） 

いわゆる「年収の壁」の原因の一つとなっている、「配偶者の収入要件がある扶養手
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当」について見直しを行った都内中小企業等に対し奨励金を支給することで、働く意欲

のある女性がその能力を十分に発揮できる環境を整備した（交付決定件数 68 件）。 

※  募集は令和６年度で終了 

 

（19）企業における「年収の壁突破」総合対策促進事業 

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業） 

女性社員のキャリア自律と人材確保に向け、配偶者手当の見直しや社会保険に加入し

た非正規雇用者向けの手当等の新設、「年収の壁」に伴う現場の問題解決に取り組む都内

中小企業等に奨励金を交付した（交付決定件数 100 件）。 

 

（20）カスタマーハラスメント防止対策推進事業 

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業） 

令和７年４月１日に施行された東京都カスタマー・ハラスメント防止条例で規定す

る事業者の措置等を速やかに都内中小企業等へ浸透させるため、条例による取組に加え、

実践的なカスタマーハラスメント防止対策を行った企業等に対し、奨励金を支給した

（支給決定件数 587 件）。 

 

（21）暑さに配慮した職場環境づくり支援事業  

（新規・令和７～９年度、都出えんによる基金事業） 

熱中症を生ずるおそれのある作業を行う都内小規模企業等に対し、熱中症予防対策

に資すると認められる物品等の導入に係る奨励金を支給することで、暑さに配慮した職

場環境づくりの取組を支援する。令和７年度は受付・募集に向けて要項等の策定を行っ

た。 

併せて、暑さに配慮した職場環境づくりを推進するため、広く小規模企業等に周知

し、効果的な広報を実施することを目的として広報委託事業者の選定を行った。 

 

 

 

※本文中の「交付決定件数」とは、助成金事業等に係る申請内容（事業計画や事業内

容等）を審査し、決定した件数をいう。また、「支給決定件数」とは、助成事業等に係る

実績（取組内容や金額等）を審査し、助成額等を確定した件数をいう。 
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【公４：高年齢者等が蓄積した多様な能力・経験を、企業間の

人的資源の移動等を通じて社会の中で活用することを促進

するために必要な事業】 

 

Ⅰ 雇用・就業に関する調査・研究、 

情報の収集・提供及び普及啓発 
 

雇用・就業の促進を図るため、東京における産業、人材供給についての調査研究を実施し

た。また、ホームページの運用、事業内容等の普及啓発活動を行った。 

 
１ 調査研究（東京しごと財団20周年記念誌の作成・発行）（再掲） 

令和６年度に財団発足 20 周年を迎え、財団の 20 年間にわたる事業の歴史とその社会的

成果を体系的に記録した 20 周年記念誌を作成・発行した。 

 

２ 普及啓発活動（再掲） 

（１）ホームページの運用 

財団ホームページで各事業に関する最新情報の提供等の広報を行うとともに、公益法

人として事業計画や収支予算書等の情報公開を行った。 

 

（２）年報の発行等 

財団の事業説明、業務統計等をとりまとめた「年報」を発行し、関係機関に配布した

（420 部）。また、入居機関を含めた東京しごとセンター全体を紹介するパンフレットを、

新規利用者等に配布した。 

 

（３）広報活動 

他県や他団体等による視察（17 件）に対応するとともに、テレビ局や新聞・雑誌等の

取材対応（32 件）及び情報提供により、テレビ（５件）、ラジオ（０件）、記事（９件）

が取り上げられた。 

また、関係機関の開催するイベントへの参加、事業への後援・共催・協力（52 件）に

より、積極的な広報活動を行った。 
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令和６年度に財団発足 20 周年を迎え、財団の 20 年間にわたる事業の歴史とその社会的

成果を体系的に記録した 20 周年記念誌を作成・発行した。 
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財団の事業説明、業務統計等をとりまとめた「年報」を発行し、関係機関に配布した

（420 部）。また、入居機関を含めた東京しごとセンター全体を紹介するパンフレットを、
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Ⅱ  ミドルシニアの多様な働き方の促進に向けた人材
交流支援等に関する事業の推進  
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２ 50 歳以上の副業支援事業（拡充・都補助事業） 
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不足の中小企業等、それぞれに対し、講座や交流会等を開催し、ミドルシニア人材の

活用を後押しした。 

 

（１）中小企業等に向けた支援 

ミドルシニアの活用に向けた企業のマインドセット、副業・兼業人材活用のノウ

ハウ、好事例等の紹介等のセミナーを実施した（年４回 102社）。  

また、社内体制整備や就労前後のフォロー等相談体制を構築した。 

 

（２）ミドルシニア人材に向けた支援 

企業に籍を置くミドルシニアを対象に、キャリアの棚卸し、ＰＲシートの作成、コ

ミュニケーション術・マインドセット等新たな形態の働き方による自らのスキルを

活かすためのセミナーを提供した（年４回 177名）。 

また、提案シートの作成、就労前後のフォロー、税務法務等に関する相談体制を

構築した。 

 

（３）交流イベント・マッチング面談の開催 

    人手・人材不足に悩む中小企業等と新たな形態の働き方を希望するミドルシニ

ア人材との交流イベント・マッチング面談を実施した（年６回 126社）。 
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（４）好事例集の作成 

        新しい形態の働き方の普及啓発・浸透を図るため事例集（中小企業等向け・ミド

ルシニア人材向け）を作成し、配布及びＷＥＢに掲載した。 

 

  （５）中小企業等及びミドルシニア人材向けミニセミナー 

人材不足に悩む中小企業等とミドルシニア人材に対し、副業のメリット、ＤＸ、 

人生100年時代のライフプラン・マネープラン等のミニセミナーを実施した（年41

回 551名）。 

 

 ３ 50歳以上の転職支援事業（都補助事業） 

経験豊富なミドルシニア人材が、セカンドキャリアにおいて、技術者等の人材不足

に悩む中小企業等で即戦力として活躍することができるよう、ミドルシニア人材と中

小企業等、それぞれに対し、キャリアシフトのきっかけとなる講座や交流会等を開催

し、ミドルシニア人材の活用を後押しした。 

 

（１）中小企業等に向けた支援 

   ① ミドルシニア人材が活躍する職場の秘訣や企業及び本人の体験談等のミドルシ

ニア人材活用セミナーを実施した（年４回 102社）。  

② 個別支援 

      ミドルシニア人材の受け入れ環境整備等に係るコンサルティング等を実施した 

（41 社 129 回）。 

 

（２）ミドルシニア人材に向けた支援 

① ミドルシニア人材のキャリアシフトに向け、キャリアの棚卸しや深掘り、中小

企業等の転職事情等短期集中型講座を実施した（年４回 各回３日間程度129名）。  

   ② 個別支援 

     キャリアの棚卸支援、キャリアの方向性、応募書類作成の留意点等の個別支援

を実施した（213名）。 

 

（３）交流会・合同就職面接会の開催 

ミドルシニア人材と人材確保に課題を持つ中小企業等が出会う場を提供した。 

エンジニア等のミドルシニア人材は自己の価値を実感し、中小企業等はミドル

シニア等活用の可能性をより明確に認識できる機会とし、その後の採用につなげ

た（年６回 142社）。 
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【【収収１１：：損損害害保保険険のの代代理理業業】】 

 

シルバー人材センター及び会員等に係る損害保険代理業 

 

損害保険代理業として、シルバー人材センターとの保険契約の締結、事故報告の受付、

保険金請求の支援、事故対応等の相談を行うとともに、シルバー総合保険制度の安定的な

運営を図るために事故防止及び安全就業に関する普及啓発を行った。 

また、代理店手数料収入を活用した公益目的事業等を実施した。 

 

１ シルバー総合保険等に係る損害保険代理業の実施 

（１） 取扱保険 

① シルバー総合保険 

シルバー人材センター団体傷害保険、シルバー人材センター総合賠償責任保険 

② その他の損害保険 

役員賠償責任保険、サイバー保険、労働災害総合保険、人材派遣業施設賠償責任保

険、超過損害賠償保険、現金動産総合保険、塾総合保険、自動車管理者賠償責任保険、

子育て支援傷害保険、国内旅行傷害保険、レクリエーション保険、自動車保険、火災

保険 等 

 

（２） 主な業務 

① 損害保険の周知 

② 保険契約の説明・締結（加入手続き）、保険料の領収・管理・精算 

③ 保険契約の維持・管理 

④ 事故対応の相談及び事故報告の受付、保険会社への事故報告、保険金請求手続きの

支援（相談・事故受付件数は傷害事故711件、賠償事故194件） 

⑤ 保険相談、照会・苦情への対応等 

 

（３） 主な取組 

① 事故対応に係るシルバー人材センター事務局職員への支援 

ア シルバー人材センター損害保険担当者会議を開催した（受講者：37シルバー 

人材センター57名、保険会社講師・オブザーブ12名）。 

傷害・賠償事故対応の基本・初動などのほか、保険会社査定部門の専任者による 

実例紹介と解説、質疑応答を実施した。 

   イ シルバー保険事故対応力向上研修会（賠償事故特集）を開催した（受講者：29 

シルバー人材センター39名、弁護士講師、保険会社オブザーブ10名）。 

     弁護士講演「シルバー人材センター活動の法律上留意点と助言」のほか、２シ 

ルバー人材センターから解決事例（２事例）の発表と弁護士による解説と助言を  

実施した。 

② サイクル安心保険（自転車保険）の普及啓発 

春と秋の全国交通安全運動期間をめどに保険事業室だよりなどによる注意喚起と

情宣に加え、全58シルバー人材センターに対しチラシの配布を行った。 
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２ 代理店手数料収入を活用した事業の実施 

（１） シルバー総合保険の周知 

① 「シルバー人材センター総合保険制度のご案内」 

（パンフレット・事務局用）の配布               （800部） 

② 「シルバー総合保険制度の手引き（事務局用）」の配布       （430部） 

③ カレンダーの作成                      （1,000部） 

④ 「シルバー総合保険制度についてのご案内」（会員チラシ）の配布（75,630部） 

 

（２） 安全就業に関する推進ツールの提供 

 安全就業啓発パンフレット配布の準備 

  シルバー人材センター課と連携し、専門機関によるシルバー人材センター現場調査

を依頼し、調査・分析の結果を集約した安全就業啓発パンフレットを作成し、下記（３）

のブロック研修会教材での活用のほか各シルバー人材センター宛に配布提供した。 

 

（３） 安全就業の推進に向けた支援 

ブロック研修会の実施 

シルバー人材センター事務局職員及び安全管理委員会メンバー会員等を対象に、７

月から11月にかけて都内７ブロック７か所（１か所は独自講師）に、各シルバー人材

センターが自律的に会員向け安全教育を行えるよう「転ばぬ先の豆知識―シルバー会

員が安全に働き続けるための７つのヒント」をテーマに専門講師を派遣し研修会を実

施した。 

 

（４） 法律相談 

事故対応等について、弁護士による専門相談を実施した。 
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【【他他１１：：中中小小企企業業従従業業員員融融資資ににおおけけるる利利子子補補給給のの支支払払にに関関すす

るる事事業業】】 

 

中小企業従業員融資における利子補給支払事業 

（令和２～11 年度、都出えんによる基金事業） 

東京都が都内在住又は在勤の中小企業従業員等に対して、金融機関と連携して行う生

活資金融資制度において、新型コロナウイルス感染症の影響に対する緊急対策として、

中小企業従業員等の雇用と生活の安定に向け、利子補給の支払を実施した。これに伴い、

財団から金融機関に対して利子相当分を支出した（延べ 5,104 件）。 

※  金融機関における融資申込受付は令和５年 11 月末で終了 
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【財団の管理運営】 
 

当財団は平成23年４月１日に公益財団法人へと移行し、移行後は、公益財団法人として適

正な事業執行及び管理運営を推進していくため、令和７年度も引き続き評議員会、理事会を

適時開催し、事業計画及び事業報告や収支予算及び決算に係る決議のほか、理事長の職務執

行状況報告等を行った。 

また、組織力強化に向けて職員へ職務遂行能力の向上、必要な専門知識及び技能を付与す

るための研修を実施し、人材育成に注力した。 

危機管理体制については、普通救命講習を職員研修として実施するとともに、非常階段を

使用した避難訓練を実施した。 

 

１ 評議員会・理事会 

（１） 評議員会（１回） 

定款等、評議員会運営規則及び法定事項に基づく定時評議員会を開催し、令和６年度 

事業及び決算の報告を行った。 

なお、その他年度内に生じた役員等の選任については、決議の省略（みなし決議）に

より行った。 

 

（２） 理事会（２回） 

定款等、理事会運営規則及び法定事項に基づく定時理事会を開催し、令和６年度事業

報告及び決算、令和８年度事業計画及び収支予算のほか、理事会決議が必要な規則、規

程等の一部改正等を審議し承認を得た。また、定時理事会の開催に合わせて理事長の職

務執行状況について報告した。 

 

（３） 監事監査等 

令和６年度事業報告・決算の監査を行い、監事監査報告書を作成した。 

また、理事会への出席等、理事・理事会の業務執行についての監査報告を行った。 

 

評議員会・理事会の開催状況 

〔評議員会〕  

回  開催日  議               事  

１ 

 

 

 

 

 

６月25日 

（定時） 

 

 

 

 

（報 告） 

報告事項 令和６年度事業報告及び決算報告について 

（令和６年度基本財産の管理・運用状況報告を含む） 

 

（議 事） 

第１号議案 評議員の辞任に伴う後任評議員の選任について 

第２号議案 理事の任期満了に伴う次期理事の選任について  
第３号議案 監事の任期満了に伴う次期監事の選任について  
第４号議案 会計監査人の選任について 
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なお、その他年度内に生じた役員等の選任については、決議の省略（みなし決議）に

より行った。 

 

（２） 理事会（２回） 

定款等、理事会運営規則及び法定事項に基づく定時理事会を開催し、令和６年度事業

報告及び決算、令和８年度事業計画及び収支予算のほか、理事会決議が必要な規則、規

程等の一部改正等を審議し承認を得た。また、定時理事会の開催に合わせて理事長の職

務執行状況について報告した。 

 

（３） 監事監査等 

令和６年度事業報告・決算の監査を行い、監事監査報告書を作成した。 

また、理事会への出席等、理事・理事会の業務執行についての監査報告を行った。 

 

評議員会・理事会の開催状況 

〔評議員会〕  

回  開催日  議               事  

１ 

 

 

 

 

 

６月25日 

（定時） 

 

 

 

 

（報 告） 

報告事項 令和６年度事業報告及び決算報告について 

（令和６年度基本財産の管理・運用状況報告を含む） 

 

（議 事） 

第１号議案 評議員の辞任に伴う後任評議員の選任について 

第２号議案 理事の任期満了に伴う次期理事の選任について  
第３号議案 監事の任期満了に伴う次期監事の選任について  
第４号議案 会計監査人の選任について 
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〔評議員会決議の省略〕

みなし決議日 提  案  事  項

５月13日 

８月１日 

２月20日 

（提 案） 

 提案１ 評議員１名の辞任に伴う後任の選任について 

 提案２ 理事５名の辞任に伴う後任の選任について 

 提案３ 監事２名の辞任に伴う後任の選任について 

 提案４ 評議員会の決議があったとみなされる日について 

（提 案） 

 提案１ 評議員２名の辞任に伴う後任の選任について

提案２ 評議員会の決議があったとみなされる日について 

（提 案） 

 提案１ 役員の報酬等に関する規程の一部改正について

提案２ 評議員会の決議があったとみなされる日について 

〔理事会〕

回 開催日 議 事

１ ６月６日 

（定時） 

（議 事） 

 第１号議案 令和６年度事業報告（案）について 

 第２号議案 令和６年度決算報告（案）について 

（報告事項：令和６年度基本財産の管理・運用状況報告を含む） 

第３号議案 令和７年度第一回評議員会の招集の提案について 

第４号議案 処務規程の一部改正（案）について

第５号議案 財務規程の一部改正（案）について

第６号議案 職員給与規程の一部改正（案）について

第７号議案 旅費規程の一部改正（案）について

（報 告） 

 報告事項 理事長の職務執行状況報告について

２ ３月25日 

（定時）

（議 事） 

第８号議案 令和８年度事業計画（案）について 

第９号議案 

その１  令和８年度収支予算書（案）について 

その２  令和８年度資金調達及び設備投資の見込み（案）について 

第10号議案 処務規程の一部改正（案）について 

第11号議案 職員就業規則の一部改正（案）について 

第12号議案 職員給与規程の一部改正（案）について 

第13号議案 役員賠償責任保険への加入（案）について 

第14号議案 理事長の報酬額の決定（案）について 

（報 告） 

 報告事項  理事長の職務執行状況報告について
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〔理事会決議の省略〕  

みなし決議日  提  案  事  項  

４月１日 

 

 

 

４月30日 

 

 

 

 

 

 

 

６月16日 

 

 

 

 

６月25日 

 

 

 

７月18日 

 

 

 

 

 

10月31日 

 

 

 

２月５日 

 

 

 

 

２月27日 

 

（提 案） 

 提案１ 現事務局長の辞任及び後任事務局長の任命について 

 提案２ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

 提案１ 評議員会の決議の省略についての決定について 

 提案２ 評議員会の決議事項について 

      評議員１名の辞任に伴う後任の選任について 

      理事５名の辞任に伴う後任の選任について 

      監事２名の辞任に伴う後任の選任について 

提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

 提案１ 令和７年度第一回評議員会の議案追加について  
 提案２ 会計監査人の報酬（案）について  
 提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

 提案１ 現任理事長の任期満了に伴う次期理事長への再選任について  
 提案２ 理事会の決議があったとみなされる日について  
 

（提 案） 

提案１ 評議員会の決議の省略についての決定について 

 提案２ 評議員会の決議事項について 

      評議員２名の辞任に伴う後任の選任について 

提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

 提案１ 現事務局長の辞任及び後任事務局長の任命について 

提案２ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

提案１ 評議員会の決議の省略についての決定について 

 提案２ 役員の報酬等に関する規程の一部改正 

提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

提案１ 令和７年度事業計画の変更等について 

 提案２ 令和７年度収支予算の補正について 

提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

２ 職員研修及び人材育成 

人材育成の取組の一環で人事諸規程の内容を「キャリアパスの見える化」として分かり

やすくまとめるとともに、職員に求められる考え方や専門性を「知識・スキル・能力一覧

表」にし、職員の自己啓発にも活用できるようにした。 

また、「東京しごと財団研修プラン」に基づき、当財団の将来を支える人材を組織的及び
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〔理事会決議の省略〕  

みなし決議日  提  案  事  項  

４月１日 

 

 

 

４月30日 

 

 

 

 

 

 

 

６月16日 

 

 

 

 

６月25日 

 

 

 

７月18日 

 

 

 

 

 

10月31日 

 

 

 

２月５日 

 

 

 

 

２月27日 

 

（提 案） 

 提案１ 現事務局長の辞任及び後任事務局長の任命について 

 提案２ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

 提案１ 評議員会の決議の省略についての決定について 

 提案２ 評議員会の決議事項について 

      評議員１名の辞任に伴う後任の選任について 

      理事５名の辞任に伴う後任の選任について 

      監事２名の辞任に伴う後任の選任について 

提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

 提案１ 令和７年度第一回評議員会の議案追加について  
 提案２ 会計監査人の報酬（案）について  
 提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

 提案１ 現任理事長の任期満了に伴う次期理事長への再選任について  
 提案２ 理事会の決議があったとみなされる日について  
 

（提 案） 

提案１ 評議員会の決議の省略についての決定について 

 提案２ 評議員会の決議事項について 

      評議員２名の辞任に伴う後任の選任について 

提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

 提案１ 現事務局長の辞任及び後任事務局長の任命について 

提案２ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

提案１ 評議員会の決議の省略についての決定について 

 提案２ 役員の報酬等に関する規程の一部改正 

提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

（提 案） 

提案１ 令和７年度事業計画の変更等について 

 提案２ 令和７年度収支予算の補正について 

提案３ 理事会の決議があったとみなされる日について 

 

２ 職員研修及び人材育成 

人材育成の取組の一環で人事諸規程の内容を「キャリアパスの見える化」として分かり

やすくまとめるとともに、職員に求められる考え方や専門性を「知識・スキル・能力一覧

表」にし、職員の自己啓発にも活用できるようにした。 

また、「東京しごと財団研修プラン」に基づき、当財団の将来を支える人材を組織的及び
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計画的に育成するため、次の研修を実施するとともに、東京都人材支援事業団等外部組織

が主催する各種セミナーに職員を派遣し、組織運営に必要な知識等の習得を図った。 

（１） 職層別研修

主事を対象に社会経済情勢に関する理解力や雇用・就業情勢に関する情報収集能力等

を醸成するため「社会経済事情研修」（全５回、26人受講）や、採用２～５年目（令和

７年度は例外的に採用２年目も対象）の主事・主任を対象に新規事業の企画または既存

事業の改善提案とそれに係る作業を通じて論理的思考力、課題解決力の向上を目指す

「企画（改善）提案研修」（全６回、11人受講）、新規採用職員のフォローアップ研修（５

回・23人受講）等を実施した。 

合計：９研修、327人受講 

（２） 実務研修

職員の雇用就業に関する専門性を向上させるため「キャリア・カウンセラー養成研修」

（８人受講）を実施した。また、都の中長期計画、指定管理者制度や財団の経営目標等

を理解し、日々の業務に対する新たな意識の醸成を図るための「経営管理研修」（31人

受講）等を実施した。合計：７研修、123人受講 

（３） 課題研修

財団事業を適正に運営していくために求められる知識の習得及び意識の醸成を図る

ため、「情報セキュリティ研修」（494人受講）、「コンプライアンス推進研修」（199人受

講）、「人権」（477人受講）、「コミュニケーション研修」(502人受講)及び「接遇研修」

（175人受講）を悉皆研修として実施した。 

さらに、財団職員の心の健康維持に必要な知識や予防策を付与するため、「メンタル

ヘルス（セルフケア）研修」（444人受講）を実施した。合計：６研修、2,291人受講

（４） 自主研修

職員の職務遂行の能率及び質の向上に資する知識、技能の習得を促進し、主体的な能

力開発に対する意欲の向上を図るため、自主研修（自己啓発支援制度）を実施し、職員

延べ12人が活用した。 

また、雇用就業施策を推進する組織として、専門性を高め、利用者へのより質の高い

サービス提供を実現するため、キャリアコンサルタント資格の取得支援に加え、更新に

係る費用を新たに支援した。 

（５） 職場体験、インターンシップ等の受入

障害者への就業体験の場の提供と次世代を担う学生等への職業観の醸成のために職

場体験実習を受け入れるとともに、障害特性を踏まえた業務の切り出しや応対等、当財

団における障害者雇用促進のための有益な取組として実施した。 

① 障害者職場体験実習受入

実習生の希望職務と当財団の業務のマッチングを行い、総務課において２名を受入れ

た。 

② 日本大学インターンシップ受入

公的な組織への就職を希望する学生を、財務課、シルバー人材センター課、障害者就
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業支援課、しごとセンター課、しごとセンター多摩、企業支援部において５日間の日程

で１名受入れた。 

 

３ 危機管理体制の強化 

（１） 防災・防火管理体制の強化 

人事異動等に伴い消防体制に変更が生じた場合は、消防法に基づき、財団消防計画、

ビル全体の消防計画、自衛消防組織を実態に即した内容に変更し、所管消防署への届出

を行った。また、しごとセンター利用者等の万一の病気や怪我に備え、東京消防庁が行

う普通救命講習を研修として実施し、職員が心肺蘇生、ＡＥＤの使用方法、けがの手当

等を習得した（財団職員21人）。 

なお、消防訓練については、新規採用職員等しごとセンター勤務が初めての職員を対

象に、非常階段を使用した避難訓練を実施した。 

 

（２） 東京都帰宅困難者対策条例に基づく一時滞在施設の指定 

当センターは、大規模災害発生時の帰宅困難者一時滞在施設として東京都の指定を受

けている。なお、改修工事に伴い、令和４年２月末から令和７年３月３０日までの間、

その指定が一時的に解除されていた。 
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